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(2)-2  姶良カルデラにおける海底地盤変動観測の検討 
本項目では姶良カルデラに最適な海底地盤変動装置の検討を行った結果について報告する。本

項目が取り扱う姶良カルデラに最適な海底地盤変動観測装置の検討は以下のようなスケジュール

のもとで進行している。これまでに調査された鹿児島湾の海象および気象条件を考慮して、令和

元年度に海底地盤変動観測装置の基本設計を実施した。令和 2 年度は前年度の基本設計をもとに

観測計器およびその電源などの搭載も考慮した詳細設計を行うとともに、揺動する観測装置を模

した実験台上で測位実験を行った。令和 3 年度は測位実験の結果を踏まえた追加実験を行い、測

位結果処理の高精度化を目指すとともに海底地盤変動観測装置の改良設計を行うことで、より高

精度な海底地盤変動観測装置の設計を完結させる。令和 4 年度以降で海底地盤変動観測装置を建

造し観測を開始する計画である。 

 

(2)-2-1． 海底地盤変動観測装置の設置場所の選定 
 令和２年度は海底地盤変動観測装置を設置する場所について関係機関および関係団体と交渉し、

桜島北東に位置する新島北沖への設置に対する同意を取得した。その経過は以下のようなもので

ある。 

 令和 2 年 6 月初旬 海上保安庁提供のナロービーム測深結果をもとに設置候補地点を選定。 

 令和 2 年 7 月 29 日 海上保安庁鹿児島水路部と保安灯仕様について協議。 

 令和 2 年 8 月 2 日 東桜島漁業協同組合にて説明と協議。 

 令和 2 年 8 月 21 日 東桜島漁業協同組合関係者と現地確認 

 令和 2 年 9 月 25 日 鹿児島県漁業組合連合会と協議 

 令和 2 年 9 月 11 日 鹿児島県と海底土地使用について協議 

 令和 2 年 10 月 15 日 鹿児島市漁業組合桜島支所で協議 

 令和 2 年 10 月 16 日 鹿児島振興局と海底土地利用について協議 

 令和 2 年 10 月 27 日 鹿児島市漁業協同組合にて協議 

 令和 2 年 11 月 5 日 鹿児島市漁業協同組合が海域利用について同意 

 

令和２年度の取り組みの結果、選定された設置場所を図 2-2-1 に示す。 
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図 2-2-1  海底地盤変動装置設置予定場所 
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(2)-2-2．海底地盤変動観測装置の詳細設計 
 令和 2 年度は海底地盤変動観測装置の建造を前提とした詳細設計を実施した。詳細設計は以下

のような仕様のもとで実施した。 

 ・設置水深：50m 

 ・最大搭載重量：300kg 

 ・海底に設置された基台と連結されて浮力で自立する上部構造。 

 ・最大干潮時の最大強風下にも水没しない上部構造。 

 ・上部構造の最上部は常時海面上に露出する。 

 ・GNSS による海底面の測位および観測装置の運動検出 

 ・傾斜計による観測装置の運動補正量の獲得 

 ・太陽電池と蓄電池による計測器電源の搭載 

 ・航行安全のための標識灯の搭載 

 

(2)-2-2.1.基台（シンカー） 

(2)-2-2.1.1.設計条件 

(1)外力条件 

 本観測施設の基台（シンカー）に作用する外力としては、連結部に作用する引張力が主たるも

のとなる。本体工の設計では、波・流れ・風が作用することを想定し、部材全体の設計を行って

おり、その設計成果から、連結部に発生する引張力を抽出した。 

 水深条件としては、L.W.L.時と H.H.W.L.時を想定し、引張力として静止摩擦力が最小となる

場合と滑動方向の外力が最大となる場合の計 4 ケースを想定した。 

 想定した外力条件を以下の表 2-2-2.1.1-1 に示す。 

 

表 2-2-2.1.1-1 シンカーの設計に⽤いる外⼒条件 

 

      case[a]: 静止摩擦力が最小となる場合 

      case[b]: 滑動方向の外力が最大となる場合 

 

  

ケース名 バラスト 水深(m) 鉛直力(kN) 水平力(kN)

case3a 95.8 46.9

case3b 77.7 57.9

case4a 104.0 41.9

case4b 77.1 50.9

なし

50.000
L.W.L.時

54.287
H.H.W.L.時
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(2)土質条件 

１）採泥調査 

 現地海底の土質条件を把握するため、以下の図 2-2-2.1.1-1 に示す 10 地点において、採泥調

査を実施した。水深は 50ｍ前後である。 

 

図 2-2-2.1.1-1 採泥調査の調査地点図 
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 採泥調査で得られた試料に対する土質試験結果の概要を表 2-2－2.1.1-1 に示す。地点間の地

盤材料としての差異は小さく、いずれも中分類として砂質土（SF）に属する。図 2-2-2.1.1-2 の

粒径加積曲線より、中央粒径は 0.11mm～0.20mm であり、0.075mm 以下のシルト・粘土成分は概

ね 30％程度である。また、粒径のバラツキを示す均等係数 Uc は 7～12 である。なお、土質試験

結果の詳細は、添付資料－１に示す。 

 

表 2-2-2.1.1-1 室内⼟質試験結果の概要 

 

 

 

図 2-2-2.1.1-2 各地点の粒径加積曲線  

土粒子密度　 50%粒径　D50

g/cm3 中分類 小分類 mm

1 2.633 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1392 7.68

2 2.626 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1308 7.17

3 2.588 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1177 6.93

4 2.603 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1432 7.4

5 2.61 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1305 8.53

6 2.664 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1249 11.93

7 2.604 SF　砂質土 SCs‐G　礫混じり粘性土質砂 0.1995 8.75

8 2.62 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1913 10.6

9 2.586 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.111 10.79

10 2.653 SF　砂質土 SCs　粘性土質砂 0.1393 8.02

地盤材料の分類
地点no 均等係数　Uc
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2)土質定数の設定 

 採泥調査結果を参考に、シンカーの設計に用いる土質定数を設定する必要があるが、ボーリン

グ調査等の原位置での調査ではないため、「道路土工（盛土工指針）」等を参考とする。採泥調査

の結果、砂質土（SF）に属するため、せん断抵抗角は 30°または 25°に設定することになる

が、安全側の設計となるよう 25°と設定する。また、土の水中単位体積重量は、飽和土とみな

せるため 10kN/m3 とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：道路土工（盛土工指針），平成 22 年 4 月，（社）日本道路協会 
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出典：道路土工（盛土工指針），平成 22 年 4 月，（社）日本道路協会 
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(3)設計条件の整理 

１）外力条件 

ａ）波・流れの作⽤ 

 

ｂ）鉛直荷重 
吊り上げ時には、タワー本体から鉛直荷重として 10ｔが作用することとする。 

 

２）⼟質条件 
 せん断抵抗角   φ＝25° 

 土の水中単位体積重量  γsat＝10kN/m3 

 

３）材料条件 
 無筋コンクリートの単位体積重量  2.3t/m3 

 海水の単位体積重量    1.03t/m3 

 静止摩擦係数（コンクリートと砂） 0.5 

 基礎の根入れ  （即時沈下）  10cm と仮定 

 

４）環境条件 
 シンカー吊金具については 10 年間の鉄筋腐食量を考慮する。腐食速度は「港湾の施設の技術

上の基準・同解説（平成 30 年版）」を参考に、0.2mm/年とする。 

  

ケース名 バラスト 水深(m) 鉛直力(kN) 水平力(kN)

case3a 95.8 46.9

case3b 77.7 57.9

case4a 104.0 41.9

case4b 77.1 50.9

なし

50.000
L.W.L.時

54.287
H.H.W.L.時
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(4) 一面せん断試験 

 本調査では、採泥した資料より一面せん断試験（JGS 0560）も実施した。試験結果より得られ

たせん断抵抗角は 13.79°となり、各種設計基準類と比較しても極端に小さい。しかし、「地盤

材料試験の方法と解説」の記述では、試験の目的として圧密排水（CD）または圧密非排水（CU）

の条件下での試験を前提としており、採泥で乱された土（圧密状態が崩れた土）は対象として考

えていない。試料を再形成して試験を実施すること可能であるが、原位置での状態を再現するこ

とはできず、得られた結果は参考値にしかならないと判断される。そのため、一面せん断試験の

結果は、採用しないこととする。 

 

出典：地盤材料試験の方法と解説，平成 21 年 11 月，（社）地盤工学会 
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(2)-2-2.1.2.シンカーの外部安定性の照査 

(1)照査手法 

シンカー全体の外部安定性の照査は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年版）」

等を参考に、滑動・転倒・地盤支持力の照査を行う。いずれも安全率（耐力作用比）が 1.2 以上

となることを確認した。なお、地盤支持力は、以下の算定式を用いた。 

 

出典：H30 年版港湾基準 中巻 ｐ.676 

(2)照査結果 
 外部安定性の照査結果を表 2-2-1.2-1 に示す。次節の内部安定性の照査結果に基づき、シンカ

ーは鉄筋コンクリート構造とし、寸法は 4.0ｍ×4.0m×1.0m とする。各ケースの設計計算書は、

添付資料－３に示す。 

表 2-2-1.2-1 シンカーの外部安定性の照査結果 

  

  

基台の安定性照査結果 砂質土想定（Φ=25°）

ケース名 バラスト 水深(m) シンカー寸法(m) 鉛直力(kN) 水平力(kN) 滑動安全率 転倒安全率 支持力耐力作用比

case3a 95.8 46.9 1.35 5.41 2.51

case3b 77.7 57.9 1.25 5.01 2.38

case4a 104.0 41.9 1.42 5.67 2.57

case4b 77.1 50.9 1.43 5.72 2.46

case[a]: 静止摩擦力が最小となる場合

case[b]: 滑動方向の外力が最大となる場合

鉄筋コンクリートの単位体積重量 2.45 t/m3

なし

50.000
L.W.L.時

4.0×4.0×1.0
54.287

H.H.W.L.時
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(2)-2-2.1.3.シンカーの内部安定性の照査 

(1)照査手法 

 シンカーの内部安定性の照査として、シンカー吊り上げ時の照査を行った。照査手法として

は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年版）,p.672～673」を用いた。 

 

(2)照査結果 
 照査結果を以下に示す。本体からの鉛直荷重 10t を考慮すると、次ページ以降に示すように作

用耐力比が 1.0 以上となってしまい、無筋コンクリートでは安定性を確保できない。したがっ

て、鉄筋コンクリート構造とする。 

 

 

fbck： コンクリートの曲げひび割れ強度の特性値(N/mm2)
kob・k1b・ftk H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

128 N/mm2

kob： コンクリートの引張軟化特性に起因する引張強度と曲げ強度の関係を表す係数
1+1/［0.85+4.5（h/lch）］ H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

118.16

k1b： 乾燥、水和熱など、その他の原因によるひび割れ強度の低下を現す係数
0.55/h^1/4 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

0.54

h: 部材の高さ(m)
1.1 m

P: 本体からの鉛直荷重(kN）
10 t

98.1 kN

lch： 特性長さ(m) H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673
Gf・Ec/ftk^2

492.97 m

Gf: コンクリートの破壊エネルギー(N/m)
10（dmax）^1/3・f'ck＾1/3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

89.63 m

Ec： コンクリートのヤング係数(kN/mm2)
22 kN/mm2 2017年版コンクリート標準示方書設計編,p.43

ftk： 引張強度の特性値(N/mm2)
0.23・f'ck＾2/3 2017年版コンクリート標準示方書設計編,p.39

2 N/mm2
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dmax： 粗骨材の最大寸法(mm)

40 mm H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.484

f'ck: 圧縮強度の特性値(N/mm2)

18 N/mm2 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.483

fbcd： コンクリートの曲げひび割れ強度の設計用値

fbck/γc=1.3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

98 N/mm2

b: 部材の幅(m)

4 m

z： 部材の引張応力と圧縮応力の中心間距離(m)

2h/3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

0.73 m

Mud: 無筋コンクリート部材の設計曲げ耐力（kN・m/m）

(1/2)・fbcd・(h/2)・b・z H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

78.69 kN・m/m

dmax： 粗骨材の最大寸法(mm)
40 mm H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.484

f'ck: 圧縮強度の特性値(N/mm2)
18 N/mm2 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.483

fbcd： コンクリートの曲げひび割れ強度の設計用値
fbck/γc=1.3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

98 N/mm2

b: 部材の幅(m)
4 m

z： 部材の引張応力と圧縮応力の中心間距離(m)
2h/3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

0.73 m

Mud: 無筋コンクリート部材の設計曲げ耐力（kN・m/m）
(1/2)・fbcd・(h/2)・b・z H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

78.69 kN・m/m
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Md1： 自重による曲げモーメントの設計用値（kN・m/m）
(1/8)・p・l^2

49.72 kN・m/m

Md2： 鉛直荷重による曲げモーメントの設計用値（kN・m/m）
(1/4)・P・l

98 .10 kN・m/m

w: コンクリートの単位体積重量(kN/m3)
22.6 kN/m3 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.447

p: 自重の等分布荷重(kN/m2)
w・h

24.86 kN/m2

l: 部材長(m)
4 m

作用耐力比
γi・(Md1+Md2)/Mud H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673

2.07 NG

γi： 構造物係数
1.1 H30年版港湾施設の技術上の基準・同解説,p.672～673
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(2)-2-2.1.4.配筋計算 

 シンカーの配筋計算は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説」及び「コンクリート標準示方

書」の基づき、限界状態設計法により配筋計算を行った。の配筋計算結果を以下に示す。終局状

態と使用状態の照査結果に基づき、SD345 の D19 を構造筋として採用する。 

 

  

(1) 設計条件

  (a) 参考図書および準拠基準

・ 日本港湾協会「港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平成30年5月)

・ 土木学会「コンクリート標準示方書(設計編)」（2017年制定）

  (b) 使用材料および降伏応力度

①コンクリート

・ 設計基準強度 f'ck ＝ N/mm2

・ ヤング係数 Ec ＝ N/mm2

②鉄筋

・ 材質

・ 設計引張降伏強度f'yk= N/mm2

・ ヤング係数 Es = N/mm2

③単位体積重量

・ 鉄筋コンクリート kN/m3

・ 鋼材 kN/m3

24

24.0

SD345

2.50E+04

77.0

2.00E+05

345
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  (c) 荷重組合せ

 1.1D + 1.2W

 1.0D + 0.5W

ここに，

D： 死荷重 W： 鉛直荷重

永続状態

状    態

終局限界

使用限界

作用の組合せ

永続状態

(3) 断面力の算定

　　ブロック長をスパン長とした単純梁として断面力を算定する。

スパン長 L = m

W

D

終局： q ＝ × ＝ kN/m

W ＝ × ＝ kN

使用： q ＝ × ＝ kN/m

W ＝ × ＝ kN

1.2 117.72

24.00 1.0 

2.00 2.00

4.00 

98.10 0.5 

24.00 1.1 26.40

98.10

49.05

24.00

4.00 
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　(a) 終局限界状態

　(b) 使用限界状態

＝ 72.53 

＝

M ＝
qL2

S ＝

＋
WL

8 4

M

S

＝

＝

170.52 

58.86

8
＋

WLqL2

kN･m＝ 97.05 

52.80 ＋
2 2

＝ 111.66 
qL

＋
W

kN

kN･m
4

117.72 ＝＝

2 2

qL
＋

W

52.80

kN

＋



 

2(2)-2-18 
 

 

  

(4) 配筋照査

　(a) 終局限界状態　

    ・曲げモーメントに対する照査

γs

5 - D19 5 - D19

406.2

0.50

曲げモーメント  判　　定  (≦1.00) OK OK

Mud kN・m 406.2

Pw ≦ 0.75・Pb OK OK

曲げ耐力

曲げモーメント照査 γi・Md/Mud 0.00

0.0183

釣合鉄筋比 Pb 0.0244 0.0244

0.75・Pb 0.0183

200000

コンクリート終局ひずみ ε'cu 0.0035 0.0035

鉄筋のヤング係数 Es N/mm2 200000

1433 1433

α 0.68

配　　筋

使用鉄筋量 As mm2

0.68

鉄筋比 Pw 0.0016 0.0016

釣合鉄筋比係数

（本－鉄筋径）

An＝1.7・bw・f'cd N/mm2 31450 31450

345.0設計引張降伏強度

構造物係数

1.1

1.2

f'yd

材料係数　鉄筋

N/mm2 345.0

γi 1.2

材料係数　コンクリートγc 1.3 1.3

設計圧縮強度 f'cd N/mm2 18.5 18.5

1.0

mm 1000 1000

項　　　目

mm 1000 1000

mm 920.0 920.0

1.1

上側鉄筋 下側鉄筋

部材高さ h

Md

部材幅 bw

設計用値

有効高さ d

部分
係数

部材係数 γb

1.0

kN・m 0.0 170.5
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    ・せん断力に対する照査

βd=(1000/d)
1/4

βp=(100・Pv)
1/3

βn（最小値考慮）

fvcd=0.20・(f'cd)
1/3

コンクリートのせん断耐力

γi・Vd / Vcd

Vcd kN 207.53 207.53

0.529 0.529

0.65せん断力照査

d：mm 1.0211 1.0211

345.0f'yd N/mm
2 345.0

せん断力  判　　定  (≦1.00) OK OK

0.5429 0.5429

1.0000 1.0000

N/mm2

1.1 1.1部材係数　せん断補強筋

設計圧縮強度 f'cd N/mm2 18.5 18.5

設計引張降伏強度

0.0016

使用鉄筋量 As mm
2 1433 1433

鉄筋比 Pv 0.0016

上側鉄筋 下側鉄筋

部材幅 bw mm 1000

γb 1.3 1.3

設計用値 Vd kN 111.66 111.66

部分
係数

部材係数　コンクリート

1.2構造物係数 γi 1.2

γb

1000

920.0 920.0

部材高さ h mm 1000 1000

有効高さ d mm

項　　　目

0.65
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　(b) 使用限界状態　

    ・曲げひび割れに対する照査

5 - D19 5 - D19

j

ε'csd

照査 w/wa 0.190 0.924

判　　定  (≦1.00) OK OK

ひび割れ幅増加を考慮する数値 0.00010 0.00010

mm 0.247

ひび割れ幅 w mm 0.047

0.247

許容ひび割れ幅
環境条件

特に厳しい
腐食性環境

特に厳しい
腐食性環境

wa

0.228

鉄筋の増加引張応力度 σse N/mm
2 0.00 77.41

200000

鉄筋の中心間隔 Cs mm 200 200

鉄筋のヤング係数 Es N/mm
2 200000

k1 1.000 1.000

k2 1.041 1.041

k3 1.000 1.000

ヤング係数比 n

j=1-k/3 0.951 0.951

中立軸比 k 0.148 0.148

配　　筋
1段目 mm

2 1433 1433

8.00

（本－鉄筋径）

8.00

mm
2 1,433

鉄筋比 Pw 0.0016 0.0016

引張鉄筋の段数 n 段 1 1

使用鉄筋量 As 1,433

24.0

純かぶり C mm 70.5 70.5

設計圧縮強度 f'cd N/mm
2 24.0

項　　　目 上側鉄筋 下側鉄筋

bw mm 1000 1000

部材高さ h mm 1000 1000

部材幅

97.05

有効高さ d mm 920.0 920.0

設計用値 Md kN・m 0.0
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    ・コンクリート圧縮応力度の照査

判　　定  (γi･σ'c ≦ 0.4f'ck) OK OK

圧縮応力度 σ'c N/mm
2 0.00 1.63

構造物係数 γi

0.4f'ck 9.60 9.60

1.11.1

97.1

項　　　目 上側鉄筋 下側鉄筋

曲げモーメント Md kN・m 0.0

    ・せん断ひび割れに対する照査

βd=(1000/d)
1/4

βp=(100・Pv)
1/3

fvcd=0.20・(f'cd)
1/3

コンクリートのせん断耐力 294.3

不要

 〃 の70%耐力 0.7Vcd kN 206.0 206.0

不要

Vcd kN 294.3

せん断ひび割れの照査

0.5429 0.5429

N/mm
2 0.577 0.577

設計圧縮強度 f'cd N/mm
2 24.0 24.0

d：mm 1.0211 1.0211

使用鉄筋量 As mm
2 1433 1433

鉄筋比 Pv 0.0016 0.0016

72.53

有効高さ d mm 920.0 920.0

設計用値 Vd kN 0.0

1.0

部分
係数

部材係数　コンクリートγb 1.0 1.0

部材係数　せん断補強筋γb 1.0

項　　　目 上側鉄筋 下側鉄筋

h mm 1000 1000

部材幅 bw mm 1000 1000

部材高さ
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(2)-2-2.1.5.吊鉄筋の計算 

 吊鉄筋は、設置作業の関係から、4 点吊と 2点吊の両方を用意する。吊鉄筋の計算結果を以下

に示す。計算結果に基づき、4 点吊の場合はφ44mm の吊鉄筋を採用し、2点吊の場合はφ60mm の

吊鉄筋を採用する。 

 

  

【シンカーブロックの吊り鉄筋の計算(4点吊りの場合)】

(1) 材料及び設計用値

 (a) コンクリート

・ 設計基準強度

N/mm2

・ 付着強度の設計用値

コンクリートの養生期間を 4 週間とし、付着強度の特性値を求める。

[圧縮強度の特性値]

＋ －

4 － × 4 2

[付着強度の特性値]

fbok ＝ ＝ × 2/3 × ＝ N/mm2

[付着強度の設計用値]

fbod ＝ ＝ ／ ＝ N/mm2

 (b) 鉄筋

・ 材質 SS400

・ 引張降伏強度の設計用値 N/mm2 (φ16～φ40)

N/mm2 (φ40～φ100)

・ せん断降伏強度の設計用値 N/mm2 (φ16～φ40)

N/mm2 (φ40～φ100)

・吊点数 4 点 → 不均等係数 ｋ ＝

・吊上角度 60 °

N/mm2

1.203 ＋ 0.7 × 0.000195

f'ck＝ 24

fck ＝
ｔ

･f'ck
1.203 0.7･ｔ 0.000195･ｔ2

24.0 0.4 0.93 

fbok / γc 0.93 1.0 0.93 

 ＝
4

× 24 ＝ 24.0

γc＝ 1.0

fyd ＝ 235

fyd ＝ 215

 0.28・fck
2/3・0.4 0.28

fvyd ＝ 136

fvyd ＝ 124

Ｎ ＝ 1.33

θ ＝
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(3) 吊り筋の耐力の設計用値

・吊筋の径 ： φ＝ mm

・吊筋の埋込長 ： L ＝ mm

・せん断降伏耐力の設計用値

π × 40 2 ×

2 × 10 3 ×

・付着定着耐力の設計用値

2 × π × 40 × × × ×

10 3 ×

ここに、

fyd ： 吊り筋の引張降伏強度の設計用値 (N/mm
2
)

fbod ： 吊り筋のせん断降伏強度の設計用値 (N/mm2)

Ｄ ： 吊り筋径 (mm)

ｍ ： フックの効果 ｍ ＝

α ： 普通鉄筋による付着強度を考慮する係数 α ＝

γb ： 部材係数 γb ＝

40 

550 

Ｔ1d ＝
π・Ｄ2・fvyd

2・10
3
・γb

＝
124

＝
0.93 1.5 1.1 550

=

＝ 283.31 kN/本
1.1

Ｔ2d ＝
2・π・Ｄ・fbod・ｍ・α・Ｌ

103・γb

192.83 kN/本
1.1

1.5

1.1

1.1
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(4) 吊り筋１本当たりに生じる作用の特性値

 (a) 吊り筋の作用

  　 以下の①～⑤の作用を考慮する。

　　 なお、側面の付着力は考慮しないものとした。

① シンカーブロック重量の特性値

ｗ ＝ kN

② シンカーブロックの付加重量の特性値

ｗ' ＝ 0.05ｗ ＝ × ＝ kN

③ シンカーブロックの底面付着力の特性値

Ｆ ＝ 3.0Ａ ＝ × × ＝ kN

④ 鋼管杭重量の特性値

l ＝ Ａ ＝ m2

w ＝ × × ＝ kN

⑤ 鉛直荷重

Ｖ ＝ 10 t ＝ kN

∴ Ｗ ＝ ｗ＋ｗ'＋Ｆ＋w＋Ｖ

＝ ＋ ＋ ＋ ＋

＝ kN

（b）吊り筋の引張に対する作用の特性値

4 × °

Ｐ1d ＝ ＝ × ＝ kN/本

 (c) 吊り筋埋込部の付着に対する作用の特性値

Ｐ2d ＝ ＝ × ＝ kN/本

384.00 

0.05 384.00 19.20 

3.0 4.00 4.00 

98.10

384.00 19.20 48.00 2.07 98.10 

48.00 

鋼管杭φ558.8×16 1.00 m 0.02684

0.02684 77.0 1.00 2.07

× 1.33 ＝ 211.69 kN/本
Ｎsinθ sin60

551.37 

Ｐ1 ＝
Ｗ

・ｋ ＝
551.37

γf・Ｐ1 1.0 211.69 211.69 

Ｐ2 ＝
Ｗ

・ｋ ＝
551.37

×

183.33 

1.33 ＝ 183.33 kN/本
Ｎ 4

γf・Ｐ2 1.0 183.33



 

2(2)-2-26 
 

 

  



 

2(2)-2-27 
 

 

  

【シンカーブロックの吊り鉄筋の計算(2点吊りの場合)】

(1) 材料及び設計用値

 (a) コンクリート

・ 設計基準強度

N/mm2

・ 付着強度の設計用値

コンクリートの養生期間を 4 週間とし、付着強度の特性値を求める。

[圧縮強度の特性値]

＋ －

4 － × 4 2

[付着強度の特性値]

fbok ＝ ＝ × 2/3 × ＝ N/mm2

[付着強度の設計用値]

fbod ＝ ＝ ／ ＝ N/mm2

 (b) 鉄筋

・ 材質 SS400

・ 引張降伏強度の設計用値 N/mm2 (φ16～φ40)

N/mm2 (φ40～φ100)

・ せん断降伏強度の設計用値 N/mm2 (φ16～φ40)

N/mm2 (φ40～φ100)

・吊点数 2 点 → 不均等係数 ｋ ＝

・吊上角度 60 °

1.2

24.0

γc＝ 1.0

fbok / γc

235

215

124

0.93 1.0

0.28 24.0

fyd ＝

fyd ＝

fvyd ＝

fvyd ＝

Ｎ ＝

θ ＝

136

N/mm2

f'ck＝

fck ＝
1.203 0.7･ｔ 0.000195･ｔ2

ｔ
･f'ck

24

0.7 ×

0.4

0.93 

0.93 

1.203 ＋ 0.000195

4
× 24

 0.28・fck
2/3・0.4

＝ ＝
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(3) 吊り筋の耐力の設計用値

・吊筋の径 ： φ＝ mm

・吊筋の埋込長 ： L ＝ mm

・せん断降伏耐力の設計用値

π × 55 2 ×

2 × 10 3 ×

・付着定着耐力の設計用値

2 × π × 55 × × × ×

10 3 ×

ここに、

fyd ： 吊り筋の引張降伏強度の設計用値 (N/mm
2
)

fbod ： 吊り筋のせん断降伏強度の設計用値 (N/mm2)

Ｄ ： 吊り筋径 (mm)

ｍ ： フックの効果 ｍ ＝

α ： 普通鉄筋による付着強度を考慮する係数 α ＝

γb ： 部材係数 γb ＝

Ｔ1d ＝

7001.1
337.45 

535.64 ＝ kN/本
124

55 

1.1

700 

2・π・Ｄ・fbod・ｍ・α・Ｌ

103・γb

1.5

1.1

1.1

＝

kN/本
1.1

=＝
0.93 1.5

Ｔ2d ＝

π・Ｄ2・fvyd

2・10
3
・γb
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(4) 吊り筋１本当たりに生じる作用の特性値

 (a) 吊り筋の作用

  　 以下の①～⑤の作用を考慮する。

　　 なお、側面の付着力は考慮しないものとした。

① シンカーブロック重量の特性値

ｗ ＝ kN

② シンカーブロックの付加重量の特性値

ｗ' ＝ 0.05ｗ ＝ × ＝ kN

③ シンカーブロックの底面付着力の特性値

Ｆ ＝ 3.0Ａ ＝ × × ＝ kN

④ 鋼管杭重量の特性値

l ＝ Ａ ＝ m
2

w ＝ × × ＝ kN

⑤ 鉛直荷重

Ｖ ＝ 10 t ＝ kN

∴ Ｗ ＝ ｗ＋ｗ'＋Ｆ＋w＋Ｖ

＝ ＋ ＋ ＋ ＋

＝ kN

（b）吊り筋の引張に対する作用の特性値

2 × °

Ｐ1d ＝ ＝ × ＝ kN/本

 (c) 吊り筋埋込部の付着に対する作用の特性値

Ｐ2d ＝ ＝ × ＝ kN/本

γf・Ｐ1

Ｐ2 ＝ ・ｋ ＝ × 1.20 ＝ 330.82 kN/本
Ｗ

19.20 

3.0 4.00 4.00 

98.10

Ｎsinθ

Ｗ
・ｋ ＝

γf・Ｐ2 1.0 330.82 330.82 

382.00 

384.00 19.20 48.00 2.07 

× 1.20

Ｎ

551.37

2

1.0 382.00 382.00 

kN/本

384.00 

0.05 384.00 

Ｐ1 ＝
sin60

98.10 

551.37 

48.00 

鋼管杭φ558.8×16 0.026841.00 m

0.02684 77.0 1.00 2.07

551.37
＝
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(2)-2-2.1.6.鋼管埋込部の照査 

 鋼管埋込部の照査結果を以下に示す。照査方法は港湾で適用されている桟橋杭頭部の照査方法

と同様とした。照査結果より、鋼管をシンカーブロック内に杭径と同等程度の 500mm 埋め込むも

のとする。 

 

 

  

(1) 曲げモーメントに対する照査

　　コンクリートに伝達できる曲げモーメントは次式により求める。

ここに、

： コンクリートブロック内部に伝達できる曲げモーメント (kN･m)

： 曲げモーメントの最大値 (kN･m)

＝ ＝ × ＝ kN･m

ｈ ＝ ＋ ＝ m

： 水平力の最大値 (kN) ＝

Ｄ ： 鋼管杭の直径 (mm) Ｄ ＝

Ｌ ： 鋼管杭の埋込長 (mm) Ｌ ＝

： コンクリートの圧縮強度の設計用値 (N/mm
2
)

＝ 24 ／ 1 ＝ N/mm2

γc ： コンクリートの材料係数 γc ＝

γb ： 部材係数 γb ＝

6 ×

＝ kN･m ≧ ＝ kN･m ∴ OK

1.15

Ｈmax 57.90 kN

∴

1.3

＝ 3737.48 ×10
6
 N･mmＭud＝

558.8 × 500
2  

× 18.46

Ｍmax 116.733737.48

≧ Ｍmax

Ｍmax Ｈmax・ｈ

f'cd

558.8 mm

f'cd＝ f'ck / γc

1.15

18.46

57.90 2.016

1.516 0.50 2.016

116.73

Ｈmax

Ｍud＝
Ｄ・Ｌ2・f'cd

6・γb

Ｍud

Ｍmax

500 mm
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(2) 鉛直力に対する照査

　　鉛直力は、杭外周面とコンクリートとの付着のみによって伝えるものとする。

　　伝達できる鉛直力は次式により算出する。

1/γb・Ｌφ・fbod ≧ Ｐmax

ここに、

： 杭の埋込部で伝達できる軸力 (kN)

： 鉛直力の最大値 (kN) ＝

Ｌ ： 鋼管杭の埋込長 (mm) Ｌ ＝

φ ： 鋼管杭の外周 (mm) φ ＝

： 杭材とコンクリートの付着強度の設計用値 (N/mm
2
)

fbod＝0.11f'ck
2/3／γc ＝ 24

2/3
＝ (N/mm

2
)

： コンクリートの圧縮強度の特性値

24 (N/mm
2
)

γc ： コンクリートの材料係数 γc ＝

γb ： 部材係数 γb ＝

∴ 1 × × ＝

＝ ≧ ＝ ∴ OK

f'ck＝

Ｐud＝ ／ 1.0

fbod

0.11 × 0.70

f'ck

1.3

1.0

／ 1.3

500 mm

558.8π mm

Ｐud＝

Ｐud

Ｐmax Ｐmax 104 kN

500 × π × 614433 N

614.43 kN Ｐmax 104 kN

558.8 0.70
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(3) 水平力に対する押抜きせん断の照査

　　コンクリートに埋め込まれた鋼管杭に対する水平方向の押抜きせん断耐力は、

　次式による。

γb

ここに、

： 水平方向の押し抜きせん断耐力の設計用値 (kN)

βd ： βd ＝ 4√1/d ＝ 4√ 1/ ＝

βd ＞1.5 の場合は1.5とする。

βp ： βp ＝ 3√100pw ＝3√ ＝

pw ： 鉄筋比 pw ＝ (最少配筋として)

βp ＞1.5 の場合は1.5とする。

βr ： βr ＝ 1＋1／(1＋0.25ｕ/ｄ)

＝ ／

＝

ｕ ： 載荷面の周長 (m) ｕ ＝ 2 ＝ m

ｄ ： 有効高さ (m) ｄ ＝ m

： 0 √f'cd ＝ 0 ＝ N/mm2

N/mm2

up ： 照査断面の周長 (m)

up ＝ 2 × ＋ 2 ＝ m

γb ： 部材係数 γb ＝

∴ × × × × × ／

＝ N ＝ kN ≧ ∴ OK

1.559

1.559 0.40 )

3.559

1229.2 Ｈd ＝ 57.90 kN

0.859 3559 400 1.0

1.0

1.506

Ⅴpcd＝ 1.257 0.531 1.506

( 1 ＋

βd・βp・βr・fpcd・up・ｄ ／

Ⅴpcd

Ⅴpcd＝

1 ＋ 1 ／ 
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(2)-2-2.1.7.図面 

 以上の設計結果を踏まえた図面が報告された。添付資料-a に一般図を添付する。
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(2)-2-2.2．連結器 

 令和元年度に実施した基本設計ではピラーと基台の連結器に鋼製の係留環を用い、仮の供用年

数 10 年に対して 100mm の腐食・摩耗代を見込んでいた。しかしながら、海底地盤変動量は数 mm

～数 cm のオーダーであるため、摩耗量が海底地盤変動の観測データに悪影響を及ぼす可能性が

ある。よって、連結器における摩耗量を低減させるための措置として、連結器として 2 軸方向に

回転可能なユニバーサルジョイントを用いる。ユニバーサルジョイントに用いる軸の材質は

SNCM630 であり、軸受にはオイレス工業製の”オイレス ファイバーフロン OH”を用いる。製造

元の資料 によると、供用年数 5 年間に対する 2 つの軸と軸受の推定摩耗量の和は、1.766 mm 

(0.3532 mm/年)と推測されるが、軸と軸受に異物が混入した場合にはこの限りではない。連結器

の詳細設計内容は、添付資料-b に譲る。 

 
(2)-2-2.3．ピラーおよび浮体 

 設計条件に基づき、海底地盤変動観測施設のピラー・浮体に対する詳細設計を実施した。詳細

設計の内容は添付資料-c,d に示す通りであるが、本節では概要と基本設計時からの変更点を述

べる。設計で用いた図書と設計手順は、それぞれ(1) A) ~ C)と(2) 1)～4)に示す通りである。 

 

(1) 設計で用いた図書 

A) MF21 浮魚礁設計・施工技術基準 (社)マリノフォーラム 21(平成 4 年 3月) 

B) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版 (社)全国漁港漁場協会 

C) 道路橋示報書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編 (社)日本道路協会(平成 14 年 3 月) 

 

(2) 設計手順 

1) 設計条件から観測装置に作用する潮流力、波力、風力を算定する。 

2) 1) で算定した外力を用いて、係留設備・観測装置の構造強度に対する照査を行

う。 

3) 係留状態(観測時を想定)の観測装置に対して、静的安定性、すなわち復元性に

ついて問題ないことを確認する。 

4) 観測装置本体に対しては、水圧に対する構造強度の照査を行う。具体的には、

水圧に対して十分な強度を有するよう補強材を選定する。 

5) 1) ~ 4)の結果を観測装置の図面と鋼材数量表に反映させる。 

 

(3) 詳細設計内容 

 ピラーと浮体に対する詳細設計内容は、以下の通りである。 

a) 最高潮位変動を考慮した構造強度の照査 

b) 横方向の外力に対するたわみの評価 

c) 浮体形状の変更(浮体の上面と下面にテーパーをつける) 
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d) 上部構造最頂部の波浪応答特性および潮流応答特性の把握 

  

 a)の詳細は添付資料-c,d 、b) ~ d)の詳細は添付資料-e を参照されたい。 

 

(2)-2-2.4．観測計器容器 

 本業務仕様書の内容を基に、観測計器容器の詳細設計を実施した。その内容は以下の通りであ

る。 

 観測計器容器の内容積は 2500 リットルである。 

 観測計器容器はピラーと強固に結合する。 

 観測計器容器は電源室と計器室の 2 つに区分する。電源室にはバッテリーを収

め、かつ接続用の工具の操作を考慮したスペースを確保する。計器室は内寸 30cm 以上の

奥行と 60cm 以上の高さを確保する。 

 観測計器容器はケーブル引き込み口も含め、仕様に記載されている条件下でも

波浪やその飛沫の侵入を許さない防水構造としている。 

 観測計器容器用ソーラーパネル、センサ及びアンテナ類からのケーブル引込口

を必要数量備えるものとする。観測計器容器の外側には、観測データ送信用空中線の取付

用に 11 cm×4 cm の磁石が使える平面を異なる向きで 2 か所以上備えるものとする。 

 観測計器容器内には傾斜角計、風向風速計、水圧計のアナログ信号出力を端子

盤で用意する。また、その他のセンサデジタル信号出力は適切なソケット、コネクタで用

意する。 

 

(2)2-2．５．作業台およびステップ 

本業務仕様書の内容を基に、作業台とステップの詳細設計を実施した。主要材料は、一般構造

用圧延鋼材であり、これらの全体図を添付資料-f に、設計結果の概要を以下に示す。 

 上部構造にはソーラーパネルおよび観測計器容器、航行保安設備、GNSS アンテ

ナ台に関する作業を目的とした作業台と、それに侵入するためのステップを設ける。 

 作業台には転落防止の手すりを用意する。命綱は手すり、観測計器容器側面の

ステップにかけて使用するものとする。 

 作業台の奥行は、観測計器容器の側面から 60cm 以上を確保している。 

 作業台は計器扉、ソーラーパネル、GNSS アンテナ及び標識灯方面に備え付けら

れている。 

 

(2)-2-2.6．GNSS アンテナ台 

 本業務仕様書の内容を基に、GNSS アンテナ台の詳細設計を実施した。その内容は以下の通り

である。 

 上部構造の最上部には、2 基の GNSS アンテナを取り付けるための取付台を装備

している。 

 GNSS アンテナ台は、観測計器容器に強固に結合するものとする。 
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 GNSS アンテナ台より上方には GNSS アンテナの通信を妨げる部品は設置されて

いない。 

 GNSS アンテナ台はピラーの中心を通る直線状に設置し、GNSS アンテナ同士が約

2m の距離に設置している。また、2 基の GNSS アンテナの中心を結ぶ線はピラー軸と直交

し、それぞれのアンテナの垂直軸はピラー軸と平行になる。 

 GNSS アンテナ取付台には、GNSS アンテナ 1 基につき 1 つの保護用レドームを備

え付けている。 

 GNSS アンテナ保護用レドームは、径 17.6cm 高さ 5.5cm の GNSS アンテナが収容

可能である。 
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(2)-2-2.7．航行保安設備 

 本業務仕様書の内容を基に、航行保安設備の詳細設計を実施した。概要は以下の通りである。 

 標識灯は主灯 1 基と副灯 2 基で構成される。通常は主灯が作動し、主灯に消灯

等の異常が発生した場合には自動的に副灯へ切り換えるものとする。 

 標識灯用の電源は 2 系統としており、万一故障したときには副電源へ自動的に

切り換えるものとする。 

 主灯異常時、副灯点灯時、副電源切換時等の異常/復旧時及び、各システムの電

源電圧の情報を灯火情報管理盤に出力し、灯火情報管理盤からイリジウム衛星通信にてク

ラウドシステム※1 に送る。 

※1 灯火/位置監視システム(クラウドシステム)とは、ブイから送信されてくるデータ

を取得して、web ページで表示・閲覧を可能とするシステムである。 

 

(2)2-2．８．観測計器用電源 

詳細設計にて決定した観測システム構成図を図 2-2-2.9-1 に示す。 

 

図 2-2-2.9-1 観測システム構成図。 

 

図 2-2-2.9-1 に示した観測システムを構築するにあたり、太陽光パネルの必要電力・設置方

位・設置角度、蓄電池の必要容量を検討した。以下に検討結果を述べる。 

 太陽光パネルの設置方位は南向きとする。 

 2 系統の電源を配するものとし、1 系統あたり 92W×2=184W の太陽光パネルを配

置（2 系統で 368W）し、パネルの傾斜角度は 40°とする(水平方向を 0 度としている)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

傾斜⾓計 

⾵向⾵速計 

⽔圧計 

流向流速計 

GNSS アンテナ GNSS 受信機 モバイルルータ 

データ制御機 

プロトコルコンバータ 

テレメータ装置 
記録制御装置 

モバイルルータ 
基地局 

測定計器容器 京⼤桜島 屋外設置 

LTE 通信機 

GPS アンテナ(時刻同期⽤) 
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 1 系統あたりの蓄電池容量は 240Ah であり、発注者により選定された蓄電池

(CF12V60SDC)を用いる。この場合、1 系統あたりの蓄電池個数は 4 個(2 系統で 8 個)であ

る。このため、観測システムに供する蓄電池の総重量は、160 kg(20kg/個)である。 

 

(2)-2-2.9. 観測システム 

観測システム構成図は、図 2-2-2.9-1 に示す通りであるが、当初仕様からの変更点や補足事項

は、以下の通りである。 

 水圧計の出力は電流出力(アナログ出力)とされていたが、発注者により選定さ

れた水圧計の出力はデジタル出力である。協議の結果、後者の出力形式を採用することと

した。また水圧計は、水深 50 m の位置に設置されるため、水圧計からのデジタル出力を

長距離伝送に向いた通信規格である RS-485 形式とする。ここで仕様書の別紙 7 では、水

圧計からの出力は、テレメータ装置を介してモバイルルーターへ伝送されていたが、上記

の通り、デジタル出力形式への変更が生じた。このため、水圧計からのデジタル出力をプ

ロトコルコンバータによりイーサネット規格に変換し、LAN 通信によりモバイルルーター

へ伝送することとする。なお、観測装置の観測期間(供用期間)は 2 年間であることを踏ま

え、発注者との協議結果より、水圧計の点検交換を考慮しないものとする。 

 テレメータ装置への入力は電圧入力であるが、仕様書では傾斜角計からの観測

データを電流出力として取り出すものとしている。このため、傾斜角計からの電流出力を

電圧出力に変換する。ただし、今回発注者により選定された傾斜角計は、Jewell 

Instruments 社製の LCF-2330-L シリーズであるが、シングルエンド出力であるため、傾斜

角計の電圧の出力範囲を 2~10 V とする。これに伴って、当初仕様書ではテレメータ装置

側の入力は差動入力と指定されていたが、傾斜計については当該出力形式に合わせて、シ

ングルエンド入力とする。 

 風向風速計の出力電圧範囲は当初指定されていなかったが、発注者との協議結

果を踏まえ、±10V とする。 

 流向流速計の観測データは、イーサネットを介してモバイルルーターへ伝送さ

れるものであったが、流向流速計本体にデータがロギングされない。このため、データ制

御機によりデータをロギングし、LTE 通信機を用いて、陸上側の記録制御装置に伝送する

形式に変更した。データ制御機には、GPS アンテナが搭載されており、これは時刻同期用

として用いられる。流向流速計のデータは、RS-422 形式でデータ制御機に伝送される。 
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 (2)-2-3. 海底地盤変動観測装置の製作設置計画の提案 
 

(2)-2-3.1. 海底地盤変動観測装置の製作計画 

２章の基本設計結果に基づき、海底地盤観測装置の製作計画の検討を行った。図 2-2-3.1-1 に

示すように、海底地盤観測装置は、作業台、ピラー、浮体から構成される。 

 

図 2-2-3.1-1 海底地盤変動観測装置の概略図。 

 

表 2-2-3.1-1 に海底地盤変動観測装置の製作に関する全体工程表を示す。表 2-2-3.1-1 に関す

る留意事項は、以下の通りである。 

 本工程表には基台の製作業務は含まない。 

 観測装置の実海域への設置に伴い、関係各所への設置許可申請等の手続きは済んでいる

とする。 

 表 2-2-3.1-1 より、現状は製作工事の工期を 8 ヶ月と見込んでいるが、航路標識設備の

仕様変更や設置許可申請等の手続きの次第によっては、この限りではない。 

 機器の製作期間として最大 5 ヶ月を見込んでいる。ピラー・浮体に 6 ヶ月、作業台に 5

ヶ月の製作期間を見込んでいるが、表 2-2-3.1-1 では機器の製作完了後、その機器の組立・

設置、ケーブルの配線、機器の動作確認作業に 1 ヶ月の工期を費やすこととしている。この
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ため、ピラー・浮体に 7 ヶ月、作業台に 6 ヶ月の製作期間を確保している。 

 

表 2-2-3.1-1 海底地盤変動観測装置の製作に関する全体工程表(案)。 
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-a 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務 図面、2021。 

-b 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務 連結器に関する設計計

算書、2021。 

-c 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務 設計計算書(水深 50 m)、

2021、 

-d 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務 設計計算書(水深 54.28 

m)、2021。 

-e 海底地盤変動観測装置を対象とした各種解析結果に関する報告書、2021。 

-f 作業台全体図(鋼製)、2021。 

 

  

　　

・本工程表には，基台の製作業務は含んでいません．

・観測装置の設置に伴い，関係各所への設置許可申請等の手続きは済んでいるものとします．

・作業台製作には，観測機器や航路標識設備の取付作業を含んでいます．

製作図面照査

1ヶ月目 2ヶ月目

10　20 10　20

備

考

4 軸受製作

日付

作業内容

3 機器製作・輸送

2
ピラーおよび浮体の

製作・現地輸送

5 作業台製作

1

8ヶ月目3ヶ月目 4ヶ月目

10　20 10　20

11ヶ月目

10　2010　20 10　20

9ヶ月目 10ヶ月目 12ヶ月目5ヶ月目 6ヶ月目 7ヶ月目

10　20 10　20 10　20 10　20 10　20
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(2)-2-3-2.3 海底地盤変動観測装置の設置計画 
(2)-2-3-2.3.1．はじめに 

『令和元年度 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置準備調査業務 報告書』では、

十分な揚程を確保する起重機船を使用する施工方法が記載されている。そのため、全長 64m（ア

ンカーから頂部櫓まで）の観測装置を設置にするにあたっては、固定式起重機船（2200t 吊）が

必要となる。 

本検討においては、鹿児島近港で調達可能な全旋回式起重機船を使用して、揚程の不足を相

吊や固定治具艤装などによりコストダウンの可能性について比較検討し、観測装置の最適な設

置方法を選定する。 

 

(2)-2-3-2.3.2.設置方法比較検討 

『令和元年度 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置準備調査業務 報告書』で検討され

た施工方法に加え、以下に示す施工方法について比較検討を行う。 

 

CASE-1：機器一体一括設置方式（固定式起重機船 1 隻）  ※令和元年度検討 

CASE-2：機器一体一括設置方式（全旋回式起重機船 2 隻相吊）  ※新規検討 

CASE-3：浮力利用設置方式（全旋回式起重機船 2 隻相吊）  ※新規検討 

CASE-4：浮力利用設置方式（全旋回式起重機船 1 隻、固定治具艤装） ※新規検討 

 

検討結果を表 2-2-3.2.1 に示す。比較検討の結果、経済性と品質の評価に優れた【CASE-2：機器

一体一括設置方式（全旋回式起重機船 2 隻相吊）】を選定する。CASE-2 の施工ステップ図を図 2-2-

3.2.1～図 2-2-3.2.5 に、CASE-2 の設置作業タイムスケジュールを表 2-2-3.2.2 に示す。 
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表 2-2-3.2.1 設置方法比較検討表 
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図 2-2-3.2.1 CASE-2 施工ステップ図（その１） 
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①事前に各旋回FC係留用の事前アンカーを打設する。

②400t吊級旋回FCを係留する。

③台船上にて組立てた観測装置を曳航し、400t吊級旋回FCサイドに係留する。

④300t吊級旋回FCを係留する。

⑤吊具を各旋回FCフックに掛け準備をする。

⑥400t吊級旋回FCは上部側(2点吊=吊ビーム使用)を玉掛けし、300t吊級旋回FCはアンカー部(4点吊)にて玉掛けする。

　※吊点位置は仮定。
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　引っ張りあう及びひねり等が発生する場合があります。

　※対策として、係留索の取替え・旋回FC係留ウインチで徐々に曳き出す等、作業時間が大幅に掛かる場合があります。

②300t吊級旋回FCの能力(作業半径・ブーム長等)によりますが、フックを海中に巻下げ可能か・水面よりどこまで巻下げられるかが

　が大きなポイントとなります。
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図 2-2-3.2.2 CASE-2 施工ステップ図（その２） 

①400t吊級旋回FCと300t吊級旋回FCにて、相吊して台船曳き出しに支障の無い高さまで吊上げる。 ①曳船の曳航索を台船に取付け、ゆっくり曳き出す。

②旋回FC係留索が干渉する場合は、400t吊級旋回FC係留ウインチで台船を引き出し、300t吊級旋回FCは船首係留索を伸ばし

　状況に応じて、台船・400t旋回FC係船柱に取替えながら台船を曳き出す。

　※台船曳き出し時の300t吊級旋回FC船首係留索の取替え及び係留ウインチ操作時に旋回FCの動揺により品物を旋回FC同士

　　が引っ張り合いをする場合があります。
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図 2-2-3.2.3 CASE-2 施工ステップ図（その３） 

①各旋回FCフックを巻下げ、着水・進水させる。

①400t吊級旋回FCフックを巻上げながら、旋回・起伏操作で建て起こしする。

②品物を引っ張り・押し合うようなら、300t吊級旋回FC側も旋回・起伏・フック巻き下げ操作等で調整する。
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図 2-2-3.2.4 CASE-2 施工ステップ図（その４） 
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図 2-2-3.2.5 CASE-2 施工ステップ図（その５） 
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　※吊点位置は仮定。
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図 2-2-3.2.6 CASE-2 施工ステップ図（その６） 
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‹

①400t吊級旋回FCは、位置合わせを行い巻き下げる。

①400t吊級旋回FCフックを巻下げ着底させる。

②観測設備に振れ止め索を各旋回FCより取り張り合わす。

③観測設備上部吊点位置に人員を移動・配置させて玉掛解除を行う。

④振れ止め索を回収したら、各旋回FCを係留解除する。

STEP-9 観測設備　吊卸・着底・アンカー部　玉掛解除

 
67

‹

 
73

‹

40000

作業半径21m時の側面図

R18000

R21000 R30000
R21000 R30000

29
40

3

作業半径30m時の側面図

300t吊級旋回起重機船 300t吊級旋回起重機船

29
40

3

作業半径30m時の側面図

40000

作業半径21m時の側面図

定格総荷重表（300t吊旋回起重機船）

主巻フック

主巻フック

主巻フック

主巻フック

吊ビーム

吊ビーム

ƒ W ƒ u

11.4

47.844.4

’ ꞏ ‚ ³

Ž å      ’ è@Š i @‰×@d@ ton

36.938.7

40m

       ì @‹ Æ@” ¼@Œa@@‚
Š ª

34.8

52.0 64.457.4 73.3 85.1101.3

18.632.5 18.1 14.830.0 27.2 24.3 21.3

Ž åŠ ª‚ P‚ Q‚ O‚”ƒtƒbƒN

120.0

補巻き:31t定格総荷重

DL-50.0m

定格総荷重表（400t吊旋回起重機船）

ジブ長さ

43.6m

ジブ角度

主

巻

定格総荷重 ton

作業半径　 m

30° 40° 55° 60°

66.1 74.0 96.5 109.3

42.7 38.4 30.2 27.0

45° 50°

79.7 87.0

35.9 33.1

35°

69.6

40.7

ジブ長さ

43.6m

ジブ角度

主

巻

定格総荷重 ton

作業半径　 m

補巻き:40t定格総荷重

65° 70° 75° 77° 80°

127.1 153.2 194.6 218.7

23.7 20.2 16.6 15.1 12.9

DL-50.0m

50
0

00

62
4

62

68000

25
00

0

 DL }0.0m

400t吊旋回起重機船

6 4 2 A.P10 812

W

A.L

R

S.L

R

S.L

18 12141620242630
B.L

HOLD DK

32 2234 28F.P 36

HOLD COAMING

主巻フック

400t吊旋回FCは、旋回・起伏操作で調整

400t吊旋回起重機船

注)各船を近づけ過ぎると係留索が各船及び係留索に接触する
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62
46

2



 

2(2)-3-12 
 

表 2-2-3.2.2 CASE-2 設置作業タイムスケジュール 

  項　目 時刻

項　目 時刻

３日目

項　目 時刻

※現地事前アンカー設置･観測装置組立・機器設置（ケーブル配線含む）・資機材積込は別途事前作業

15:0013:00 14:00

1日目

7:00 8:00

旋回FC曳航(積込地～設置地)

朝礼・KYK

15マイル/5ノット

事前アンカー設置

事前アンカー設置

観測塔固縛解除
昼休憩

片付け

玉掛・吊上げ準備・吊具組立

備　　考

２日目

14:00 15:00 16:0012:00

朝礼・KYK
観測塔玉掛・吊上げ(２隻相吊)

3000t係留解除・移動

観測塔吊卸・着水
旋回FC位置合わせ

シンカー部玉掛解除・潜水士浮上

潜水士潜行

300t吊旋回FC係留解除

観測塔玉掛解除・潜水士浮上

観測塔吊卸・位置調整・設置

14:00

ROV潜行・着底確認
片付け

ROV準備

水深10m未満

朝礼・KYK

水深50m

観測塔作動確認 2時間想定

400t吊旋回FC係留解除
15マイル/5ノット

資機材荷卸し・片付け（積込地）

旋回FC曳航(設置地～積込地)

400t吊旋回FC係留(設置地)

15マイル/5ノット

3000t台船係留(設置地)

300t吊旋回FC係留(設置地)

昼休憩

観測塔建て起こし・盛替え

昼休憩

潜水士潜行

18:00

水深50m

水深30m
水深30m

17:00 18:00

水深10m未満

旋回FC係留（積込地）

13:007:00 8:00 9:00 15:00 16:00 17:00 備　　考

16:00 17:00 18:00 備　　考

13:00

9:00 10:00 11:00 12:00

7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

3000t係留解除・出域

10:00 11:00 12:00

旋回FC曳航準備・係留解除
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(2)-2-3.2.3.3.施工フロー 

(2)-2-3.2.3.2.で選定した全旋回式起重機船 2 隻による相吊方法による観測装置設置フローを図 2-

2-3.2.7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3.2.7 観測装置設置フロー 

 

  

組立ヤード整備

観測装置陸上組立

組立ヤード片付

事前アンカー回収

観測装置工場製作

観測装置海上運搬

観測装置陸揚げ

起重機船・台船回航

起重機船・台船回航 観測装置台船積込

観測装置海上運搬

事前アンカー設置 観測装置設置
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(2)-2-3.2.3.4.組立ヤード候補地 

組立ヤードの候補地としては、現時点では図 2-2-3.2.8 に示す３箇所が挙げられる。 

工場で製作された観測装置は、分割された状態で鹿児島まで海上運搬され、組立ヤードで一体化す

るため、ラフテレーンクレーン（50t 吊）を使用して陸揚げ・組立する。 

また、係留ブロック（4.0m×4.0m×1.1m：約 400kN）の設置にはオルテレーンクレーン 160t 吊を

使用するため、十分な地耐力が必要である。 

いずれのヤードも観測装置を設置する時期に使用できるか否かは現時点では不明であり、使用時

期・期間が決定された早い段階で、港湾管理者（鹿児島県）他、関係各所と調整し、確保する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3.2.8 組立ヤード候補地  
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(2)-2-3.2.3.5. 起重機船他作業船の調達計画 

観測装置設置には、2 隻の起重機船（400t 吊、300t 吊）を使用する。 

鹿児島県の在港する起重機船（表 2-2-3.2.3 参照）から選定し、調達する計画とする。 

なお、観測装置を積み込み、設置海域まで運搬する台船（3000t 積）を長崎より調達する計画とす

る。 

ただし、観測装置設置時期に起重機船を使用できるか否かは現時点では不明であり、設置時期が決

定された早い段階で、所有者に稼働予定を確認し、調達する必要がある。先に別件工事の稼働予定が

ある場合には代替可能な船を調達する必要が生じる。 

 

表 2-2-3.2.3 調達計画の起重機船（所在港、能力等：250t 吊以上） 

 

 

 

 

 

 

船　　名 所在港 所有者 能　　力 備　　考

海　　王 串木野港 （株）渡辺組 400t吊 調達予定

かの号 名瀬港 竹山建設（株） 310t吊

第33清海号 鹿児島港 （株）森山（清）組 300t吊 調達予定

801庄運丸 西之表港 米盛建設（株） 300t吊

第46美代号 西之表港 藤田建設興業（株） 300t吊

第8瑞穂丸 鹿児島港 南栄建設興業 270t吊

第250植福号 川内港 （株）植村組 250t吊
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(2)-2-3.2.3.6. 工程計画 

観測装置設置に伴う現地作業の工程を表 2-2-3.2.4 に示す。 

表 2-2-3.2.4 計画工程表（現地作業） 

※休日・荒天等による予備日は含まない。

作　業　内　容 日数

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

31

【アンカーブロック製作工事】

ヤード整備・片付け

64 5 7 8 ・・・・

ブロック製作・養生

45 463433 37 4732 35 36
備考

1 2 3

【組立工事】

観測装置組立
（メーカー機器設置・確認含む）

観測装置搬入 50t吊TC

設置地　係留準備(事前アンカー設置)

安全監視船・交通船

400t吊起重機船回航
(鹿児島～串木野)

84海里

【付帯工事】

係留資材等運搬

3,000t積台船回航(長崎～鹿児島) 168海里

観測装置設置
（メーカー作動確認含む）

起重機船等曳航
(設置海域～ヤード)

15海里

観測装置海上運搬
(ヤード～設置海域) 15海里

観測装置積込・設置準備

400t吊起重機船回航
(串木野～鹿児島)

38 39 40

【設置工事】

41 42 43 44

84海里

ヤード整備・片付け
（架台セット等）

※塗装が必要な場合は別途

（2set）
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(2)-2-3.2.3.7 海底地盤変動装置の撤去計画 

(2)-2-3.2.3.7.1．はじめに 

観測装置全長がアンカーから頂部櫓までが 64m であるため、設置方法の選定において、

鹿児島近港で調達可能な全旋回起重機船を 2 隻使用した相吊による設置方法を選定した。

そのため、相吊に必要な設計・製作上必要な配慮・設備は設置時に整えられている。し

たがって、運用中に撤去に支障が生じるような変状がなければ、設置の逆手順で撤去す

ることが基本となる。 

 

3.2.3.7.2．施工フロー 

観測装置撤去フローを図 2-2-3.2.9 に示す。 

 

 

図 2-2-3.2.9 観測装置撤去フロー 

 

  

観測装置陸揚げ解体ヤード整備

解体ヤード片付

観測装置解体

スクラップ搬出
産業廃棄物搬出

起重機船・台船回航

観測装置撤去

観測装置海上運搬

観測装置台船積込

事前アンカー設置

事前アンカー回収



 

2(2)-4-1 
 

(2)-2-４． 海底地殻変動観測装置 GNSS 測位実験 
海底地殻変動観測装置のための GNSS 観測システム開発の一環として、揺動する柱上に設置され

た GNSS アンテナから得られた測位結果を用いて、柱の基部の座標を推定するための処理方法の検

討を行った。観測装置設置地域では既往の研究から年 1cm 規模の垂直変動が観測されており、海

底地盤変動観測装置ではこの規模の地盤変動をとらえることを狙っている。 

 海底地盤変動観測装置では次の図 2-2-4-1 のように、海底に定置された基台に連結されて直立

する上部構造の海上部に GNSS アンテナが設置されて GNSS 衛星の観測を行い、火山性地盤変動に

ともなう海底の垂直変動及び水平変動を観測する。海底地盤変動観測装置の上部構造は浮力によ

って直立するとともに、直交する水平 2 軸の周りの運動を許す連結器で基台と連結される。GNSS

アンテナが上部構造とともに外力によって傾斜運動をするので、傾斜角の測定を目的とした傾斜

角計の搭載が必要であると考えられた。 

 

 

図 2-2-4-1. 海底地盤変動観測装置概略図 

 

 海底地盤変動観測装置では海底の連結器の位置を測位することが求められる。運動する柱上の

アンテナ測位結果から海底の連結器の座標を推定するためには、アンテナによる測位結果に加え
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てアンテナを載せている柱の傾斜角を計測する必要がある。目標とされる精度は横方向 1cm、垂

直方向 1cm 程度である。最終的に測位データは 1 日 1 データの出力が求められている。 

 本実験では揺動による観測塔傾斜変位の補正アルゴリズム検討のための基礎的なデータ取得を

目的として、1 軸を中心に卓越周期２～３．６秒で揺動する実験台上で GNSS 測位と傾斜角の測定

を行い、揺動軸位置の推定を行った。 

 

(2)-2-4.1．実験の仕様 

本実験では、次の図 2-2-4-2 に示すように 2 アンテナ GNSS 受信機と１傾斜角計を実験台のビー

ム AB に搭載した実験台を用意した。ビーム AB とピラーCE は直交するように組み立てられ、回

転軸 JK の周りに回転運動ができるようになっている。ビーム AB 及びピラーCE はカウンターウ

ェイト m1 の質量を調節することによって振動周期を変化させることができる。この実験台を海

底地盤変動観測装置上部構造にみたてた 

本実験では以下の３つの条件でデータ取得を実施した。 

 実験１：測位点（揺動中心）の位置決定 

 実験２：静的傾斜を与えた場合 

 実験３：動的傾斜を与えた場合 

 

図 2-2-4-2. 測位実験用実験台 
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つぎに実験台に搭載した機器の結線を下図 2-2-4-3 に示す。2 アンテナ GNSS 受信機 NovAtel 社

製 PwrPak7D に２台のアンテナ GNSS802 を組み合わせて使用し、傾斜角計 Jewell 社製 LCF-2330-

L-14.5/14.5-FB: Ser:3045123 をテレメータ装置 LT-7700 に接続して使用した。 

 

図 2-2-4-3. 測定装置結線図 

 

いずれも GNSS 受信機では２つのアンテナ G1 及び G2 の位置のそれぞれを 20Hz サンプリング

で得られた記録を用いて解析を行った。NovAtel 製受信機 PwrPak7D から出力された生データは以

下の手順で RINEX 型式に変換した。NovAtel 社の提供する変換ソフトウェア NovAtel convert を

用いて受信機出力データをアンテナごとの NovAtel OEM6 型式に変換し、さらにこれらの型式のデ

ータを RTKLIB パッケージに含まれるアプリケーション RTKConv を使用して RINEX 型式のデータ

を得て解析に使用した。なお、Leica 製受信機 GR-30 からは直接 RINEX 出力を得ることができた。

実験１及び２は測位結果をスタティック法で解析し、実験３では測位結果を PPK(ポストプロセシ

ングキネマティック)法で解析した。 

傾斜計はその Y 軸がビーム AB に平行になるように装着し 100Hz サンプリングで得られた記録
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を用いた。 

GNSS アンテナ変位量の記録として 4K ビデオカメラ 30fps の画像記録を取得し、画像解析ソフ

トウェア Dipp Motion V による変位量推定を行った。 

スタティック解析に用いる仮設基準点は黒神観測室敷地海側構内の基台にアンテナ AR-10 を設

置し、受信機 Leica GR-30 で記録を行った。 

 

実際の測位実験の様子を下の図 2-2-4-4, 図 2-2-4-5 に示す。 

  

図 2-2-4-4.  実験全景 

 

図 2-2-4-5. 実験台主要部。 
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(2)-2-4.2. 結果と考察 

[実験１．測位点 D0の座標の決定]（アンテナ G1 のみ使用） 

 

図 2-2-4-6. 実験 1 アンテナ取り付け法と測位点 

 

補助単管を用いてアンテナ G1 を回転軸 D の位置まで下げ GNSS 測位結果を取得する（図 2-2-

4-6, 図 2-2-4-7）。５分間データ取得。 

GNSS 測位結果は取得データのスタティック処理によりアンテナ G1 の座標を算出し、アンテナ

高 hG1Dとアンテナ偏芯量を補正して「測位点位置」とする。GNSS 測位データはスタティック法に

よって解析した。 

 

アンテナ偏芯量： 

軸 JK の北側方向 0.0108 m 

（取り付け面）軸 JK の上方 0.1005 m = 0.0243 + 0.0762 m 

（位相中心）軸 JK の上方 0.1522 m = 0.1005 + 0.0517 m 

 

測位解析結果 D0 

北緯 31.5835802 度 東経 130.7018495 度 楕円体高 93.4454 m 
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図 2-2-4-7. 実験 1 見取り図 
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[実験２．静的な傾斜を与えた場合] （アンテナ G1 と G2 を使用） 

ピラーCE の C 端にアンテナ G1 を装着し、アンテナ取り付け台の底面をピラーCE の C 端に合

わせる。さらに、アンテナ G2 を装着したビーム AB をピラーCE のアンテナ取り付け台の直下に

装着する。ピラーCE にはアナログ傾斜計（レベル）を装着し、傾斜角を直接測定する。 

ピラーCE をある角度に傾斜静止させて実際のビーム AB の傾斜角、GNSS 測位結果を取得する。

このときに得られた GNSS 測位結果はスタティック法で解析を行った。 

 

(a)                   (b) 

    

図 2-2-4-8. 実験 2 以降のアンテナ取り付け部。(a)C 端におけるアンテナ G1、(b) A 端におけ

るアンテナ G2。 

実験２以降のアンテナ取り付け部を図 2-2-4-8 に、実験台の状況を図 2-2-4-9 に示す。 

 

図 2-2-4-9. 実験 2 以降の実験台 
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表 2-2-4-1. 実験 2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実験の状況を表 2-2-4-1 に示す。 

測定量 

 それぞれの静止傾斜状態において GNSS 測位結果をスタティック解析によって得た。 

・アンテナ G1: 緯度 1 （度）, 経度 1 （度）, ジオイド高 1h   

・アンテナ G2: 緯度 2 （度）, 経度 2 （度）, ジオイド高 2h   

・アナログ傾斜角計指示値: A  （度） 時計回り＝北上がり 正 

・傾斜角計指示値: T  （度） 時計回り＝北上がり 正 

 

推定値 

 ・アンテナペア(G1G2)による傾斜角推定値: P  （度） 時計回り＝北上がり 正 

 

その他のパラメータ 

 ・アンテナ G1 回転面（実験台座標系）x 座標軸と真北方向のなす角:  =-8.1（度） （北か

ら時計回り 正） 

 ・実験台座標系における G1-G2 間の x 座標位置差： 12 1.0108dx    m（A→B 方向正。G1 基

準） 

 ・実験台座標系における G1-G2 間の y 座標位置差： 12 0.0543dy   m (東方向正、G1 基準) 

 ・アンテナ G1 と G2 の高さの差： 12 0.0897dH    m(上方向正、G1 基準) 

 ・アンテナ G1 の D0に対する x 方向（実験台座標系）オフセット量： 0.0108d    m 

                      
1

01 1 tan ( / ) 0.575dG D G d L       度 

設定角度（度） 開始時刻 終了時刻 レベルの読み

（度） 

傾斜角計出力極

性 

0 12:19:30 12:33 ●89.7 x- 

北上がり 1 12:47:30 12:55 ●89.0 x- 

北上がり 2.5 12:58:33 13:06 ●87.5 x- 

北上がり 5 13:09:30 13:17 ●85.0 x- 

北上がり 10 13:19:25 13:26 ●79.6 x- 

北上がり 12 13:29:40? 13:35 ●78.0 x- 

北下がり 12 13:39 13:45 77.0 X+ 

北下がり 10 13:48 13:54 80.0 X+ 

北下がり 5 14:00 14:05 85.0 X+ 

北下がり 3 14:10 14:16 87.0 X+ 

北下がり 1 14:18 14:24 88.7 X+ 

0(2 回目) 14:26 14:32 89.9 X+ 
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座標系 

2020/2/4 に座標系の整理を行い、「実験台座標系」を新たに定義して導入した。2020/2/4 以前

は「傾斜角計座標系」での記述であった。[実験台座標系傾斜角]＝-1×[傾斜角計座標系傾斜角]

の関係である。 

 

・真北座標系 ( , ,X Y Z  ); 真北を X 軸の正方向にとる。真東を Y 軸の正方向にとる。Z 軸の正

方向は鉛直上向き。原点は「測位点」。水平方向の偏角δ（度；X 軸から時計回りを正）、垂直方

向の傾斜角  （度；Z 軸から X 軸の負方向を正）。 

 

0

0

0

( )

( )

( )

i i

i i

i i

X k

Y k

Z h h





 

 

 

 
 

  (1) 

 ここに k  は緯度 1 度あたりの距離(m)、 k は経度 1 度あたりの距離(m)とする。 

・実験台座標系（ , ,x y z）;実験台に組付けたアンテナ G1 の回転面に xz 面を一致させた座標

系。ビーム AB を組み付けて水平にしたとき、ビーム A 端からみたビーム B 端方向を x 軸の正方

向とする。x 軸正方向から水平時計回り 90 度方向を y 軸正方向とする。 

 x 軸の X 軸に対する偏角 8.1    （度；真北座標系)で、xy 平面は XY 平面に一致する。垂

直方向の傾斜角の定義は真北座標系と同一である。 

 

cos sin

sin cos
i i i

i i i

i i

x X Y

y X Y

z Z

 
 

 
  


  (2) 

計測結果 

 計測結果を表 2-2-4-2 に示す。 

 

データ処理手順  

１．アナログ傾斜角計の読みを実験台座標系に換算する。 

２．アナログ傾斜角計の読み（実験台座標系） 0  に対して傾斜角計出力（ロガー入力電圧）E  

を整理して 0 とE  との関係を得る。また、同時に傾斜角計の変換係数  を検証する。結果

を図 2-2-4-10 に示す。 
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表 2-2-4-2. 実験 2 計測結果 

 

 

 

図 2-2-4-10. 傾斜角計出力と傾斜角 

 

LCF-2330-L-14.5/14.5-FB: Ser:3045123 X 成分 

推定変換係数   （絶対値）：0.2619V/deg → 0.5572 mA/deg. カタログ値 typ.:0.5517 

mA/deg, Min:0.5434 mA/deg, Max:0.5600mA/deg なので、推定値は規格の範囲内であった。 
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ビーム水平時 0E  ：5.6882V 

 

３．スタティック法による GNSS 観測結果を整理して、アンテナ G1 及び G2 の実験台座標を算出

する。 

 ３－１．真北座標系座標の算出 

G1: 

1 1 0

1 1 0

1 1 0

( )

( )

( )

X k

Y k

Z h h





 

 

 

 
 

、G2: 

2 2 0

2 2 0

2 2 0

( )

( )

( )

X k

Y k

Z h h





 

 

 

 
 

 (3) 

 ３－２．実験台座標系座標の算出 

G1: 

1 1 1

1 1 1

1 1

cos sin

sin cos

x X Y

y X Y

z Z

 
 

 
  


 , G2: 

2 2 2

2 2 2

2 2

cos sin

sin cos

x X Y

y X Y

z Z

 
 

 
  


 (4) 

 

４．実験２における静止傾斜のそれぞれの場合について傾斜角を算出する。 

 ４－１．傾斜角計による傾斜角推定値 T  の導出 

  傾斜角計変換係数 , 傾斜０度時の出力 0E , j 番目の静止状態の出力 jE  とする。 

 0( ) /Tj jE E      (5) 

 ４－２．アンテナペアによる傾斜角測定値 P の導出 

 
1 1

1 2 12 12 12sin (( ) / ) tan ( / )P z z dx dH dx       (6) 

５．アンテナ G1 の 1x  の値（実験台座標系）と傾斜角  を用いて、D0を推定する。 

 ５－１．アナログ傾斜角計による推定値 0dx   

 0 1 0cos( 90 )ddx x L        (7A) 

 ５－２．アンテナペア推定値による推定値 Pdx   

    1 cos( 90 )P P ddx x L       (7B) 

 ５－３．傾斜角計推定値による推定値 Tdx   

    1 cos( 90 )T T ddx x L       (7C) 

 測位点推定結果 kdx は、観測された G1 の x 座標 1x  と傾斜角測定結果 k  から下式を用いて推

定された。 

 1 cos( 90 )k k ddx x L        

 ここに d  は 0 01G D C  を、 L  は D0G1’の長さである。 

表 2-2-4-3 に GNSS アンテナペアにおける傾斜角測定結果 p  を、測位点推定結果 pdx  ととも

に整理する。 
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表 2-2-4-3. アンテナペア(G1G2)で求めた傾斜角 

 

 

上表の dx0, dxTでは推定された座標値のほとんどが 0.01m 以内に収まっている。また、アン

テナペアによる推定では傾斜角計のみによる推定よりも値の分散が大きくなる傾向がある。いず

れの場合も測位点推定結果はわずかに南方にずれることが示された。これは GNSS 測位結果に含

まれる誤差の可能性がある。 

統計をとると、平均値はいずれも 0.01m 以内である（表 2-2-4-4）。dxPは座標値の標本分散値

が dxTの 60 倍で、ばらつきの幅が大きい傾向が認められる。 

表 2-2-4-4. 傾斜角測定結果の統計量 

  
dx0 

(m) 
dxP (m) 

dxT 

(m) 

最小値 
-

0.009  
-0.028  

-

0.013  

平均 
-

0.007  
-0.009  

-

0.007  

最大値 
-

0.001  
0.057  

-

0.003  

標本分

散 

1×

10-5  
6×10-4  

1×

10-5  

 

アナログ傾斜測定とアンテナペア傾斜測定との比較 

 両者の関係をグラフとして図 2-2-4-11 に示す。 

θ0（度） dx0 (m) θP（度） dxP (m) θT（度） dxT (m)

0.3 -0.004 -0.08 -0.011 0.34 -0.003

1.0 -0.009 0.95 -0.010 1.30 -0.003

2.5 -0.009 3.83 0.016 2.64 -0.006

5.0 -0.009 8.52 0.057 5.06 -0.008

10.4 -0.009 9.74 -0.021 10.17 -0.013

12.0 -0.009 10.98 -0.028 12.01 -0.009

-13.0 -0.009 -14.02 -0.028 -12.94 -0.008

-10.0 -0.008 -10.55 -0.018 -10.10 -0.010

-5.0 -0.008 -4.70 -0.002 -5.15 -0.011

-3.0 -0.004 -3.94 -0.022 -3.07 -0.005

-1.3 -0.008 -2.27 -0.026 -1.29 -0.008

-0.1 -0.001 -0.49 -0.009 -0.17 -0.003
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図 2-2-4-11. アンテナペア傾斜測定結果と実傾斜角 

 

 静止状態におけるアナログ測定傾斜角に対するアンテナペア測定結果は約 4%の系統誤差と

0.06 度のバイアスが見られる 
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[実験３．動的な傾斜を与えた場合] （アンテナ G1 と G2 を使用） 

プラットホームを傾斜運動させて傾斜角、GNSS 測位結果を観測する。カウンターウェイトの量

を調節することでプラットホーム運動の固有周期を設定する。本実験の際の GNSS アンテナ配置

図は先述の実験２と同一である。 

動的な傾斜の実現は次のように行った。ピラーCE に初期振幅 10 度を与えたのちに開放して自

由振動を行った。 

ビデオ撮影点は軸 JK を延長した方角で C から距離 11.25m の地点であった。ビデオには実験

台の全景とともに電波時計の表示を写しこんでいる。 

ここで用いたデータに対する実験状況を下表 2-2-4-5 に示す。 

 

表 2-2-4-5. 解析に用いたデータと実験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：W:3.3×11×23cm の舗装用モルタル板。重量約 2kg。「8W」はこのコンクリート板 8 枚をカウ

ンターウェイト m1に載せたことを表す。 

追加錘サイズ：15×15×23 cm 直径 50mm の芯抜きありのコンクリート製。推定重量 11kg。10W+

ではカウンターウェイト m1に錘 10 個(10W)とともに搭載したことを 10W+として記載する。 

 

 GNSS 測位結果は PPK（Post-Processing Kinematics）法で処理を行った。 

 傾斜角計については下記のように観測とデータ整理とをおこなった。傾斜角計記録を再生して

振動開始時刻を確認し、傾斜角計から得られた WIN フォーマットデータをテキストデータに変換

した。また、テキストデータ化したファイルに間引き（リサンプリング）をほどこし、20 Hz サ

ンプリングと同等にしたデータセットも作成した。 

ビデオ撮影は 30fps で行った。撮影されたビデオに写しこまれた電波時計の表示をもとに解析

対象フレームを選択した。画像解析は Dipp-Motion V を用いてアンテナ基台 G1, G2 の動きを追

跡した。ビーム B 端を P1, アンテナ G1 基台を P2, アンテナ G2 基台を P3, 回転軸 D を P3, 背

景スケール０点を P4 とした（図 2-2-4-12～-14）。自動追跡ではカウンターウェイト 16kg(8W)の

とき、ターゲットサイズ 45×45 ピクセル、探索範囲 70×70 ピクセルとし、時間順追跡を行っ

た。カウンターウェイト 20kg(10W)及び 30kg(10W+)のときターゲットサイズ 62×53 ピクセル、

探索範囲 100×80 ピクセルとして逆時間順追跡を行った。これは順方向追跡ではターゲットの追

錘(W)個数、

GNSS データレ

ート、セット

ID 

開始時刻(ビデ

オによる判定) 

概略自由振動時

間 

8W, 20Hz, 1 14:45:20 2 分間 

10W, 20Hz, 1 15:10:26 2 分 20 秒間 

10W+, 20Hz, 1 15:19:33 3 分間 
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跡失敗が頻発していたが、アンテナの動きが止まってからの画像をテンプレートとして使用した

ほうが安定な結果が得られることによるものである。 

 

図 2-2-4-12. 実験３ 8W_20Hz_1 画像解析時マーカー設定 

 

 

図 2-2-4-13. 実験３ 10W_20Hz_1 画像解析時マーカー設定 
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図 2-2-4-14. 実験３ 10W+_20Hz_1 画像解析時マーカー設定 

 

 

 GNSS アンテナ G1 の画像解析結果による変位量と GNSS 測位結果による変位量の対比を次の図

2-2-4-15 に示す。固有周期の異なる３つの場合についてそれぞれを示す。 

 

(a)                   (b) 

 

(c) 
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図 2-2-4-15. GNSS 測位による変位量と画像解析による変位量。 (a)8W 20Hz_1、(b)10W 

20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 

 

 いずれの結果も画像解析による変位量と GNSS による変位量は 3%程度の差で対応することを示

している。したがって、GNSS 測位結果による変位量は真の値として扱って差しつかえないこと

を示している。 

 

つぎにアンテナ変位量の時系列について述べる。図 2-2-4-16(a)は 16kg(8W) 20Hz サンプリン

グの第一セット(8W-20Hz_1)の実験における、アンテナ G1 の動きの画像解析結果を Visual 

displacement としてグラフに示す。ピラーCE の固有周期は 3.5 秒であった。図 2-2-4-16(b)は

カウンターウェイト 20kg の場合を示す このときピラーCE の固有周期は 3.1 秒であった。図

2-2-4-16(c)は 30kg(10W+)のケースのアンテナ G1 の変位の画像解析結果を示す。30kg(10W+)の

場合のピラーCE の固有振動数は 2.6 秒であった。 
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図 2-2-4-16. 画像解析による変位測定結果。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 20Hz_1、(c)10WP 

20Hz_1。 

 

 複数の計測方法から導かれた傾斜角の時系列の比較を次の図 2-2-4-17 にまとめて示す。 
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(c) 

 

図 2-2-4-17. 傾斜角計測結果の比較。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 

 

 以上の図からピラーCE を運動させた測定では、いずれも傾斜角計による傾斜角測定結果が過

大であることが示された。 

x 軸に GNSS 振幅、y 軸に傾斜計からの推定振幅をプロットしたリサージュ波形（図 2-2-4-

18(a)～(c)）から GNSS 振幅に対する p-p 比率を推定した。 
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図 2-2-4-18. 傾斜角計推定値による変位量と GNSS による変位量。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 

20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1、(d)振幅比の周期依存性。 
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下の表 2-2-4-6 には GNSS に対する傾斜角計測定結果の p-p 比率を示す。また表 2-2-4-6 の結果

と固有周期の関係を図 2-2-4-18(d)に示す。 

 

表 2-2-4-6. GNSS 対傾斜角計測定結果 

画像解

析によ

る固有

周期

(s) 

カウン

ターウ

ェイト

質量

(kg) 

GNSS 変

位振幅

に対す

る p-p

比率 

3.5 16 1.31 

3.1 20 1.34 

2.5 30 1.54 

 

 このことから、振動周期が短いほど傾斜角計はより大きな変位量を結果として与えることが示

された。振幅推定値の過大率はおおむね周期の比率の平方根に比例しているように見える。また

振動周期が短いほどアンテナ G1 の振動の接線方向の加速度が大きいことから、接線方向の加速

度の影響と考えられる。このことは加速度運動する傾斜計は過大な傾斜角を与えることを示して

いる。したがって、傾斜したアンテナ基部の座標を求めるための GNSS 測位結果に対する補正量

の算出に傾斜角計による傾斜角計測結果を単独でそのまま用いると、補正量が過大になる可能性

が指摘される。 

 一方、先述のようにアンテナ G1 の測定結果として得られる変位量は真の変位量とみなせるの

で、つぎに二つのアンテナによる GNSS 測位結果を傾斜角の推定に用いた場合の傾向を調べる。

今回の実験ではピラーCE に直交して取り付けられているビーム AB の A 端にアンテナ G2 が搭

載されており、アンテナ G1 及び G2 の測位結果から傾斜角(Antenna pair dip)を求めることが

できる。アンテナ G1 の測位結果と実験 1 で決定した測位点の位置関係から決められる傾斜角

(Primary antenna dip) 0  に対する Antenna pair dip の量を下図 2-2-4-19 に示す。 

 
1

0 1 0sin (( ) / ) dx x L      (8) 
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(a)                                       (b) 

  

(c) 

 

図 2-2-4-19. 単一アンテナ（G1）vs アンテナペア測定(G1G2)。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 

20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 

 

 いずれの場合も Primary antenna dip より Antenna pair dip のほうが小さく推定される傾向

がある。両者のずれは周期が短くなるほど小さくなる傾向にあるように見受けられ、周期 3.6 秒

時に 6％の過小評価であったものが、周期 2.5 秒の時は 4%の過小評価であった。 

 最後にそれぞれの傾斜角推定結果θを用いた測位点推定結果について述べる。 

 複数の計測方法から導かれた傾斜角の時系列の比較を次の図 2-2-4-20 にまとめて示す。 
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(a) 

 
(b) 

 

(c) 

 

図 2-2-4-20. 傾斜角計による測定、単一アンテナ測定,アンテナペア測定(G1G2)による傾斜角

測定結果の差。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 
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 先述のようにアンテナ G1 の変位量は真の変位量とみなせるので、アンテナ G1 の位置と測位

点 D0の位置関係から決まる傾斜角 0 を真の値として扱うと、次のようなことがあきらかであ

る。 

 ・傾斜角計による推定傾斜角 T  は 30～50%過大になる傾向を示し、アンテナの運動の周期が

短いほどその量は大きくなる。 

 ・アンテナペア(G1-G2)による推定傾斜角 p  は 4～6%過少になる傾向がある。アンテナの運動

の周期が長いほど小さくなる傾向がうかがわれる。 

 ・傾斜角計による推定よりもアンテナペアによる推定のほうが真の値に対する差が小さい。 

 

 最後にそれぞれの傾斜角推定結果θを用いた測位点推定結果について述べる。 

いま実験台座標系において GNSS アンテナ G1 で求められた座標(x1, z1)から測位点 D0座標推定

値(dx0,dz0)を求めるとき、以下の式(9)を使用する。 

 
1

1

cos( 90 )

cos

j j d

j j

dx x L

dz z L

 



   

 
 (9) 

まず測位点位置水平方向の推定結果を図 2-2-4-21 に示す。dxP, dxTの定義は先の実験２と同

一であるが、dx0は既知の測位点からの水平変位量から式(8)で算出した傾斜角 0  を用いて計算

した推定値である。 
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(a) 

  

(b) 

 

(c) 

 

図 2-2-4-21. 異なる傾斜角測定法による測位点水平座標推定結果。傾斜角計、単一アンテナ,

アンテナペア測定(G1G2)。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 
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しかしいずれの結果も水平方向位置の時系列はアンテナの振動と同じ周期で振動しており、瞬間

値で見るとアンテナペアによる推定よりも傾斜角計による推定のほうが大きな値を示している。

下表 2-2-4-7 に整理した結果を示す。傾斜角計による推定では常に 10 センチメートルを超える

振幅が示され、10WP_20Hz_1（固有振動数 2.5 Hz）では片側 10 センチメートルを超える振幅が

示されている。一方、アンテナペアによる推定では常に振幅は 10 センチメートルを下回る残差

を示している。 

 

表 2-2-4-7. 振幅推定値 

水平方向 傾斜角計推定振幅（最

大―最小）(m) 

アンテナペア推定振幅

（最大―最小）(m) 

8W 20Hz_1 0.125 0.094 

10W 20Hz_1 0.170 0.052 

10W+ 20Hz_1 0.231 0.046 

 

 さらに、測位点水平方向推定の平均値を下表 2-2-4-8 に示す。 

表 2-2-4-8. 測位点水平座標推定平均値 

水平方向 傾斜角計平均位置 (m) アンテナペア平均位置(m) 

8W 20Hz_1 -0.009 -0.023 

10W 20Hz_1 -0.005 -0.007 

10W+ 20Hz_1 -0.014 -0.014 

  推定位置の平均値ではいずれの結果も GNSS のもつ推定誤差程度の量である。 
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つぎに垂直方向の推定結果の時系列を図 2-2-4-22 に示す。 

 (a) 

 

(b) 

 

(c) 

 

図 2-2-4-22. 異なる傾斜角測定法による測位点垂直座標推定結果。傾斜角計、単一アンテナ,

アンテナペア測定(G1G2)。(a)8W 20Hz_1、(b)10W 20Hz_1、(c)10WP 20Hz_1。 
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 これらの時系列をプロットした結果からは垂直方向の推定結果には測定方法による傾斜角推定

の差異が顕著ではないことがうかがわれる。 

垂直方向の振幅を下表 2-2-4-8 に示す。 

表 2-2-4-8. 測位点垂直座標推定値振幅 

垂直方向 傾斜角計垂直振幅（最

大値－最小値） (m) 

アンテナペア垂直振幅

（最大値－最小値） 

(m) 

8W 20Hz_1 0.047 0.055 

10W 20Hz_1 0.055 0.058 

10WP 20Hz_1 0.058 0.056 

 上表ではアンテナペアの垂直振幅のほうがわずかに大きめであることがうかがわれる。その差

は用いた GNSS 受信機が本来持っている誤差以下である。 

つぎに垂直方向の平均位置を下表 2-2-4-9 に示す。 

表 2-2-4-9. 測位点垂直座標推定平均値。 

垂直方向 傾斜角計平均垂直位置 

(m) 

アンテナペア平均垂直

位置 (m) 

8W 20Hz_1 0.031 0.029 

10W 20Hz_1 0.025 0.023 

10WP 20Hz_1 0.044 0.044 

  垂直方向の平均位置は両者とも同程度であり、目立った差異は認められない。 

したがって、垂直方向の推定結果には傾斜角推定方法の差異はあまり効いてこないことが示さ

れた。 

 また水平方向と垂直方向ともに推定位置の時系列が同じトレンドを示していることも注目され

る。トレンドの傾向が両成分に共通であることから、このトレンドは GNSS 衛星の配置の時間変

化などによる見掛け上のものであるか、あるいは処理法（PPK 法）の問題の可能性が考えられ

る。今回の実験では数分間の観測データであったが、今後より長期間の観測データを PPK 法によ

って解析した結果を検討することでこのトレンドの傾向を把握する必要がある。 

 

 

(2)-2-4.3. まとめ 

 以上のことから、本実験で試した傾斜角計出力による測位点推定の瞬間値は水平方向成分に大

きな残差を伴い、その残差は傾斜角計の運動周期が短いほど大きくなることが明らかになった。

もう一つの方法であるアンテナペアによる傾斜角検出は比較的よい結果を与えた。垂直成分の推

定に関して両者は顕著な差異を認めることはできなかった。また、両者とも平均値をとればすべ

ての成分でほぼ同等な結果を与えることも示された。また、各成分における測位点推定結果のず

れの量は時間とともにトレンドをもって変化する傾向が認められた。 
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このような傾斜角計の動特性は平社・石坂(2011)でも指摘されているほか、杉崎・他(2012)は

具体的に横方向加速度が傾斜計測定結果に与える影響を記述している。本題の海底地盤変動観測

装置の実機では回転軸からの距離が実験台の５０倍になり、GNSS アンテナの運動の速度および

加速度はさらに大きな値をとることから傾斜角計による傾斜角測定はさらに過大な結果をあたえ

ると考えられる。 

さらに実機では本実験の測位点にあたる位置座標が未知であることと、GNSS アンテナを設置

する台の揺動が単純な調和振動のみでないこととを考慮すると、運動するアンテナによる GNSS

測位結果の補正を傾斜角計に頼ることは適切ではないと考えられる。類似の先行研究では傾斜角

計に他の種類のセンサを組み合わせて運動体の傾斜角を推定している。平社・石坂(2011)は傾斜

角計にジャイロを併用して傾斜角の推定を行い、杉崎・他(2012)は傾斜角計に加速度計を併用し

て傾斜角の推定を行っているが、両者は複数種類のセンサを用いているために傾斜角を推定する

処理が複雑になる傾向がある。 

海底地盤変動観測装置では利用できる電源容量と通信回線の容量の制約からセンサの種類を増

やすことはなるべく避けたい。幸いなことに正副の複数の GNSS アンテナを用いた傾斜角測定で

は傾斜角計を用いた傾斜角測定より正確な結果を得られている。このことを考慮すると当初構想

していた２つの GNSS アンテナと１つの 2 成分傾斜角計からなるシステムよりは、１つの主 GNSS

アンテナと２つ以上の副 GNSS アンテナからなるシステムのほうが適切であると考えられ、令和

２年度で実施した詳細設計にさらに改良変更を加える必要がある。主アンテナ１に加えて姿勢検

出用アンテナ３の合計４アンテナ搭載として、海底地盤変動観測装置の GNSS アンテナ配置は次

の図のようなものを提案する。また陸上に比べてアクセスに困難がともなう海上での運用である

ことを考慮すると、この改良は GNSS 受信機系統の多重化にもつながりメリットがあるものと考

える。 

主副アンテナの組み合わせによる GNSS 観測法においては、図 2-2-4-22 に示されるような測位

結果の垂直方向成分のトレンドが顕著であることが示された。今後はさらに長期間の GNSS 観測

データを PPK 法により解析した結果を検討することで、測位点推定位置のトレンドの原因と傾向

を把握して対策を講じる必要がある。 
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図 2-2-4-23. GNSS アンテナ配置の改良案。 
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(2)-2-５ まとめ 
令和２年度は海底地盤変動観測装置の設置地点の決定、同装置の詳細設計、同装置の構成

を考慮した測位実験を行った。年度前半は関係機関との協議調整のうえ海底地盤変動観測
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装置の設置場所を姶良カルデラ南東部の新島北西沖に定めた。さらに海底地盤変動観測装

置の基台設計を具体化することを目的として定めた設置予定地点の海底採泥調査を実施し

た。年度後半は関係機関との協議結果および設置場所の海底地盤状況を反映し、令和元年度

の基礎設計をもとにした海底地盤変動観測装置の詳細設計を実施し、地盤変動観測に必要

な上下方向変動検出精度を確保できるように摩耗量の小さい連結器を組み込み、観測装置

頂上部の GNSS アンテナによる測定結果を傾斜角計の測定値で補正して観測装置基台の位置

を決定する方式を前提とした構造とした。さらに海底地盤変動観測装置の設置方式に関し

ても複数の方法について検討を施し、起重機船２隻相吊りによる機器一体一括設置方式を

採用する方針を定めた。 

海底地盤変動観測装置を模した支点を軸として運動する実験台に搭載した GNSS アンテナ

による測位結果と傾斜角計の測定結果から、運動軸位置を推定する手法の検証を目的とす

る測位実験を行った。測位実験の結果、実験台の静的な傾斜に対して傾斜角計は正しい傾斜

測定値を与えるが、実験台が運動している場合には周期が短いほど傾斜角計が過大な傾斜

角測定値を与えることがわかった。これに対して GNSS 主アンテナと副アンテナによる傾斜

角推定はよい結果を与えた。このことから海底地盤変動観測装置の傾斜角測定には副アン

テナ群による方法を採用することが望ましいと考えられる。 

後年度では傾斜角測定方式を変更した改良設計を実施することにより、高い観測精度の

海底地盤変動観測装置の設計に改良する必要がある。また、GNSS 測位結果解析方法につい

てもひきつづき検討と実験あるいは観測を通した実証が必要である。 
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(3) 活動的カルデラのシミュレーションモデルによる⽕⼭性地殻変動の検討 
火山における地表面変位速度の時間変化が変動源の体積変化率の時間変化を反映していると考

えることができる。本研究は、弾性層の下に粘弾性層があるという力学的 2 層構造を持つ線形マ

ックスウェル粘弾性モデルを、1914 年の大正噴火以降の地殻変動観測に適用して、姶良カルデラ

下でのマグマティックな変動源の体積変化の時間変化を制約した。その結果、水準や GNSS の観測

量は、深さ〜10km での変動源が、異なる期間において有意に異なる体積変化率を持つことを要請

することがわかった: (I)  〜9.0‐9.1×10‐3 km3/yr (1914‐1934)、(II)  〜15.2‐16.7×10‐3 km3/yr (1934‐1960)、

(III)  〜1.6‐3.6×10‐3 km3/yr  (1960‐1968)、(IV)  〜8.8‐11.5×10‐3 km3/yr  (1968‐1976)、(V)  〜‐1.0‐2.0×10‐3 

km3/yr (1976‐1997)、(VI)  〜6.9‐10.7×10‐3 km3/yr (1997‐ 2007)。また、地殻の粘性率をユニークに決定

することはできなかったが、〜5×1018 Pa s 以上であることはわかった。本研究で制約された各期

間における変動源の体積変化率を、DRE 換算された実際の噴出率と比較することにより、大正噴

火以降のマグマ蓄積量が〜0.4 km3以上のときにだけ有意な噴火を生じさせていたことがわかった。

また、〜0.4 km3以上の蓄積量があったとしても、噴火するかしないかは、短時間スケールにおけ

る瞬間的なマグマ供給率に依存しており、蓄積体積の大小には依存しないこともわかった。この

ように、本研究により、変動源へのマグマ供給率と排出率との関係といった、噴火ダイナミクス

を議論する機会が与えられた。 

 

(3)-1 はじめに 

火山噴火による災害規模の予測には、地下に蓄積されたマグマがあるか否かだけでなく、それ

がどの程度の体積で蓄積されているのかを知る必要がある。測地観測はこれまで、最後の噴火以

降のマグマ蓄積量(e.g., Nooner and Chadwick, 2009; Yamasaki et al., 2020)あるいは噴火間の特定の期

間におけるマグマ蓄積量(e.g., Newman et al., 2001; Hickey et al., 2016)を制約する機会を与えてきた。

いずれの場合にしろ、より詳細な蓄積体積はその体積変化率の時間変化を積分することで得られ

る。本研究は、九州南部の姶良カルデラ下のマグマティックな変動源の体積変化率の時間変化を、

1914 年の大正噴火以降の地殻変動観測から制約することを試みた。 

測地データの解析で想定される地殻レオロジーは、マグマ蓄積の推定に強く影響する。火山の

測地データによく採用されてきた弾性モデル(例えば、Mogi, 1958; Fialko et al., 2001; Dzurisin, 2003; 

Masterlark, 2007)は、マグマティックな変動源とそれに対する地表面の応答を関係づけ、地表の隆

起と沈下はそれぞれ、変動源の膨張と収縮を反映する：つまり、マグマ供給による表面の隆起、

およびマグマの排出による地表面の沈下が一対一で関係付けられる。 
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図 3-1 調査地域の位置図。三角形は桜島火山。十字は、Mogi (1958)が推

定した 1914 年の桜島噴火による地表面沈降の中心位置を示す。赤い破線

は姶良カルデラの縁の輪郭を描いたもの(Uto et al., 1997)。青い円は、この

調査で使用された水準データの場所を示す。緑の四角は、Iguchi et al. (2008)

によって報告された GNSS データの場所を示す。 

 

しかし、特に地温勾配が高い火山域においては、地殻の粘弾性が地殻変動に与える影響を考慮

することが必要になる(e.g., Newman et al., 2001)。そして、その粘弾性モデルは、弾性モデルほど

単純な振る舞いを示さない。一般的には、与えられた変動源の体積変化に対して、粘弾性緩和は

弾性応答を減少させる方向に作用する。マグマ定置に対する弾性応答、すなわち地表面隆起は、

粘弾性緩和が進むにつれて時間とともに減少する (e.g.,  Rundle,  1978;  Pearse  and  Fialko,  2010; 

Yamasaki et al, 2018)。また、噴火によるマグマ排出に対する応答、すなわち地盤沈下は、マグマの

再供給がなくても、粘弾性緩和によって回復することができる(e.g., Nooner and Chadwick, 2009; 

Segall, 2016; Yamasaki et al., 2020)。このような粘弾性地殻の振る舞いは、測地データから推測され

るマグマの供給と蓄積に影響を及ぼすはずである。 

Yamasaki et al. (2020)は、地殻の粘弾性レオロジーを採用して、桜島火山の 1914 年噴火後の姶良

カルデラ(図 3-1)の地表面回復を解析した。そこでは、変動源が一定のインフレーション率を持つ

として、第一近似的な観測挙動を十分に説明した。しかし、1975 年から 1997 年の期間に観測さ

れた地盤沈下と、その後の地盤回復、そしてその地盤回復に関しては特にその水平 GNSS 変位成分

を、一定のインフレーション率を仮定したモデルでは説明できないこと明らかにした。したがっ

て、変動源のインフレーション率の時間変化を導入して、測地観測データとのより良い整合性を

得るために、さらなる調査が求められていた。 

本研究は、Yamasaki et al. (2020)の研究を拡張したものである。ここでは、1914 年の桜島大正火

山噴火後の姶良カルデラにおける粘弾性地殻の地表面回復をシミュレートし、測地観測データと

のより高次のフィッティングを得ることを目指す。マグマの体積供給率に対する制約は、大正噴

火後から現在までの 6 つの異なる期間において与えることにする。また、1946 年の昭和噴火によ



 

2(3)-3 

る地盤沈下とそれに対する粘弾性応答も導入する。粘弾性モデルが 1976 – 1997 年の地盤沈下のた

めに質量欠損（マグマの排出による変動源の収縮）を必要とするのかどうか、そして 1997 年以降

の回復のためにマグマ供給速度のどれだけの増加が必要なのかをこの研究で確認する。また、マ

グマ蓄積の予測量と観測された噴火活動とを関係づけて、姶良カルデラの火山活動のダイナミク

スな側面についても議論する。 

 

(3)-2 モデル説明 

本研究では、並列化された有限要素コード oregano_ve  (e.g.,  Yamasaki  and Houseman,  2012; 

Yamasaki et al., 2020)を使用して、マグマティックな変動源の膨張/収縮に対する線形マクスウェル

粘弾性応答を計算した。粘弾性モデルの計算された振る舞いを測地観測データと比較して、変動

源の体積変化の時間変化を制約した。本研究で使用したモデルを図 3-2 に模式的に示す。モデル

の設定（サイズや境界条件）は、Yamasaki et al. (2020)で使用したものと基本的には同じである。た

だし、この研究では、変動源の体積変化率の時間変化をモデルに導入している。 

 

 

 

図 3-2 本研究で使用したモデルの概略図。  （a）3 次元有限要素モデル

の断面図。厚さ h = 11 の弾性層の下には、空間的に均一な粘性率 ηcの線

形マクスウェル粘弾性層がある。赤道半径が w = 2 km の扁球体として近
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似されたシル状のマグマティックな変動源は、深さ d = 11km にある。よ

り詳細なモデルの説明は、Yamasaki et al. (2020)でなされている。（b）各期

間におけるシル状のマグマティックな変動源のインフレーション率 Ω：Ω

は、（I）1914〜1934、（II）1934〜1960、（III）1960〜1968、（IV）1968〜1976、

（V）1976〜〜1997、（VI）1997 –  、の 6 つの異なる期間で一定であると

仮定し、測地データから制約される。 

 

(3)-2.1. レオロジー構造とマグマティックな変動源 

モデルは、厚さ h = 11 km の弾性層と、その下の空間的に均一な粘性率 ηcをもつ粘弾性層で構

成されている。深さ d = 11 km にあるマグマティックな変動源は、赤道半径が w = 2 km の扁平回転

楕円体で近似する。変動源の水平位置は、1914 年噴火時の地表面沈降を使ったMogi(1958)の結果

に従うが、その位置は、1996‐2007 年の GNSS 変位を使った Iguchi et al. (2008)の見積もりとほぼ同

じである。Yamasaki et al.  (2020)は、大正噴火の 40 年後に地表面が回復し、噴火前の 1892 年のレ

ベルになるという条件のもとで、d = h = 11km、w = 2 km、ηc =  〜5×1018 Pa s と制約しているが、そ

れにより測地観測(e.g., Omori, 1916; Eto et al., 1997)は、二乗平均平方根誤差が数 cm 以下の精度で、

説明されている。本研究では、変動源の深さと赤道半径は、Yamasaki et al. (2020)によって制約され

たものと同じであると仮定する。ただし、粘弾性地殻の粘性率 ηcは可変パラメータと見なし、1018

〜1020 Pa s の範囲で値を変化させる。 

粘弾性火山変動をモデル化するために、この研究とは異なるレオロジー構造がしばしば採用さ

れているが、それは、変動源としてのマグマ溜りが弾性媒体内に埋め込まれ、その周囲を力学的

弱領域としての粘弾性シェルが覆っている、というようなものである(e.g., Dragoni and Magnanensi, 

1989; Newman et al., 2001; Del Negro et al., 2009; Gregg et al., 2013; Segall, 2016; 2019)。この種のレオ

ロジー構造では、粘弾性シェルの厚さは、マグマ溜りの成熟度に依存する。有意な粘弾性シェル

を形成させるには、熱伝導の特徴的な時間スケールと比較して、かなり長い期間が必要であり、

さらに、マグマ溜りを高温に維持する必要もある。しかし、姶良カルデラの下では、そのように

成熟したマグマ溜りの存在は明らかにされていない(e.g., Miyamachi et al., 2019)。さらに、地震学

的証拠は、姶良カルデラの下における地震の発生が約 10 km より浅いところに制限されているこ

とを示す(e.g., Hidayati et al., 2007)。これは、レオロジー構造が、主に深さとともに温度が上昇する

ということに支配されており、特定の深さの熱源によっては支配されていないことを示唆してい

る。そのため、本研究においては、弾性層の下にある粘弾性層で応力緩和が発生するという力学

的層構造モデルを採用している。 

また本研究では、レオロジー構造の水平方向の不均一性は無視する。空間スケールが変動源（こ

の研究では 2w = 4 km）の数倍以上ある不均一性は、地表面の変形に大きな影響を与えない(e.g., 

Yamasaki and Kobayashi, 2018; Yamasaki et al, 2021)。モデル化された粘弾性層は、約 30〜40 km を超

える深さでマントルの粘性を持っている必要があるが(e.g., Alanis et al, 2012)、Yamasaki et al. (2018)

は、変動源が地殻中部よりも浅く、水平方向のサイズが地殻中部までの深さに比べて小さい場合、

マントルの粘性率は大きな影響を与えないことを明らかにしている。 
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(3)-2.2 制約に用いる測地観測 

水準と GNSSにより得られた測地データは、姶良カルデラとその周辺で得られている(e.g., Omori, 

1916; Eto et al., 1997; Iguchi et al., 2008; Yamamoto et al., 2013)。水準データは、国土地理院に保管さ

れている水準データベース（国土地理院テクニカルレポート、B3‐No.1‐52）を再解析して用いてい

る。また、変動源の中心から 30km 未満の距離にある利用可能なすべてのデータを使用する。 

水準データが示す大正噴火後の地表面変位の特性に応じて、データは次の 6 つの異なる期間に

分割する：(I) 1914 ‐ 1934, (II) 1934 – 1960, (III) 1960 – 1968, (IV) 1968 – 1976, (V) 1976 – 1997, (VI) 1997 

– 2007。地表面は、I、II、IV、VI の期間では隆起を、III、V の期間では沈下する傾向にある。Iguchi 

et al. (2008)によって報告された GNSS 変位データは、GNSS が 1995 年から調査地域に設置されたた

め、1914 年の噴火後の姶良カルデラの地表面回復のごく最近の変動のみを記述していることにな

る。期間 VI においては、GNSS 変位場と水準データの両方を用いて、最適モデルを制約する。 

 

(3)-2.3 大正・昭和噴火に対する粘弾性応答 

(3)-2.3.1 大正噴火に対する粘弾性応答 

大正噴火後のマグマティックな変動源の時間に依存した膨張に対する粘弾性地表面変位を計算

する。しかし、噴火後の地表面変位は、マグマの再供給に応じた変位だけではない。大正噴火に

対する粘弾性応答による変位も含める必要がある。噴火による粘弾性変位は、実際には、噴火前

の変動源の膨張に対してどの程度の粘弾性緩和が発生したかに依存する(e.g., Yamasaki et al., 2020)。

しかし、大正噴火前の測地データが不十分であるため、噴火に対する粘弾性緩和を適切に制約す

ることができない。したがって、本研究では次の 3 つのケースについて検討する。 

 

ケース 1：このケースは、Yamasaki et al. (2020)の仮定にしたがったものである。大正噴火後の粘弾

性変位は、噴火前において粘弾性モデルの振る舞いが弾性モデルの予測から逸脱した分だけ、現

れるとする。噴火前と噴火後の両方で一定のインフレーション率を仮定し、1914 年の噴火により

沈下した地表面は、1954 年の時点で、噴火前の 1892 年時点でのレベルに回復すると仮定してい

る(Yamasaki et al, 2020)。この仮定は、1914 年の噴火による変位のみを評価することを目的として

いるだけで、もちろん、インフレーション率は噴火後の各期間で可変とし、測地データから制約

する。 

 

ケース 2：このケースでは、大正噴火に対する粘弾性変位が発生しないという、一つの極端な場合

を検討する。これは、噴火前における変動源のインフレーション率が粘弾性緩和速度よりもはる

かに速い場合などに相当する。 

 

ケース 3：噴火直前には、マグマ供給によって蓄積された弾性応力が完全に緩和され、粘弾性地殻

が応力平衡状態に達しているという、もう一つの極端な場合を、このケースで検討する。この場

合、噴火後の粘弾性変位は、噴火時の変動源の収縮体積にのみ依存する。地表面で測定された大

正噴火時の噴出量 Vm(DRE)は、約 1.54 km3である(e.g., Ishihara et al, 1981)。しかし、マグマ圧縮率

(βm)と変動源圧縮率(βc)によっては、変動源の収縮体積(ΔVg)が Vmと一致する必要はない(e.g., Rivalta 
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and Segall, 2008; Amoruso and Crescentini, 2009; Anderson and Segall, 2011; Kozono et al., 2013)。ΔVgと

Vmの比は、次のようにマグマ圧縮率や変動源圧縮率と関係付けられる：Γ = Vm/ΔVg = 1 + βm/βc (e.g., 

Segall, 2010)。Yamasaki et al. (2020)は、変動源のインフレーション率が噴火前と噴火後で同じ一定

値を持つと仮定して、Γ14〜3.5 を導き出している（Vm = 1.54 km3と ΔVg = 0.44 km3という小数点以

下２桁までの値を考慮に入れてここでは Γ を算出）。このケース 3 では、大正噴火時の変動源の収

縮体積を ΔVg = Vm/Γ14として、Γ14 = 1、2、3、4、および 5 の 5 つの異なる値について検討する。 

 

(3)-2.3.2 昭和噴火に対する粘弾性応答 

1946 年の昭和噴火に対する応答、つまり地盤沈下とそれに対する粘弾性応答も本研究で導入す

る。昭和噴火時の噴出量(DRE)は、Vm = 0.188 km3と試算されている(e.g., Ishihara et al., 1981)。その

噴火時の Γ の値がわからないため、本研究では、変動源の収縮体積を ΔVg = Vm/Γ46として、Γ46 = 1、

2、3、4、および 5 の 5 つの異なる値の場合で検討する。実際には、昭和噴火直前に供給されその

まま噴出したマグマ量がどの程度あったのかは知りようもないので、ΔVg = Vm/Γ46に対する粘弾性

応答は過大評価している可能性があるが、本研究で対象としている期間におけるマグマ供給量の

最大値と思われる 0.01 km3 (Iguchi et al., 2019)が昭和噴火時供給されそのまま排出されたとしても、

それによる影響は小さい。 

 

(3)-2.4 変動源の体積変化率の時間変化 

モデルに時間に依存したインフレーション率（Ω）を導入する。Yamasaki et al. (2020)で制約され

た最適モデルからの逸脱を、測地データとのより良い適合により評価する。本研究の主な目的は、

1976 年以降の供給率を制限することである；昨年度研究により見出された課題として。ただし、

観測された変位と一致する 1976 年の変位を得るために、1976 年以前の Ω も制限する。 

水準データが示す地表面上下変動の特徴から分割された６つの異なる各期間において、インフ

レーション率 Ω は一定であると仮定する。単純な 1 次元グリッド探索により、それぞれの期間に

おける最適な Ω を制約する。測地データへのフィッティングは、二乗平均平方根誤差により評価

する。この場合、各期間における誤差 ε は次のようになる： 

 

ε = [(1/n)Σj=1,n(uo ‐ up)2]0.5                    (1) 

 

ここで、uo と up はそれぞれ観測された変位と予測された変位であり、n は uo と up が比較される

地表面点の数。最適なモデルは、6 つの異なる期間の ε の平均値である εa が最小化されるように

決定する。期間 VI では、水準と GNSS 変位の両方へのフィッティングを考慮して誤差を評価する。

したがって、鉛直変位に関しては、n は水準点と GNSS 観測点の両方の合計となる。また、GNSS 変

位の北向きと東向きの成分は別々に評価する。したがって、6 つの期間の垂直成分と期間 VI の 2

つの水平成分の ε の合計を 8 で除算して、εaを導出する。 

期間 II において、その周囲の観測点に比べて極端に小さい隆起量を示す地点は誤差の評価から

除外した。期間 V においても、負の変位の大きさが地点 2474 におけるそれよりも大きい場所は ε

の評価から除外した。また、Ω の最小値を、Iguchi et al. (2019)によって報告された 6 つの期間のそ
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れぞれにおける最大の噴出量と設定した：(I)  Ω >  〜0.0×10‐3 km3/yr、(II)  ‐3.81×10‐3 km3/yr、(III)  ‐

3.31×10‐3 km3/yr、(IV) ‐3.91×10‐3 km3/yr、(V) ‐11.76×10‐3 km3/yr、および(VI) ‐3.47×10‐3 km3/yr。 

 

(3)-3 解析結果 

図 3-3 は、大正噴火に対する粘弾性変位の 3 つの異なるケースにおける平均誤差 εaを ηcの関数

としてまとめたものである。いずれの場合も、ηcが大きいモデルほど εaは小さくなり、〜2.2cm に

収束していく。ケース 1 の場合、ηc ≥  〜5×1018 Pa s のモデルで、εaの差は〜0.2cm 以下に限られて

しまう。逆に、ケース 2 の場合、εaの差を〜0.2cm 以下に限定するためには、ηcは〜5×1019 Pa s よ

り大きくする必要がある。一方、ケース 3 の場合、εaは Γ14にも依存し、Γ14が大きいほど小さくな

る。Γ14が〜4‐5 の場合、つまり、大正噴火時で ΔVg =  〜0.3‐0.4 km3のとき、ケース 1 の場合と同等

の平均誤差 εaが得られる。また、本研究においては、仮定した Γ46の各ケースにおける平均誤差 εa

は有意に変わらないことを確認している。以下では、ケース 1 におけるモデルの振る舞いを記述

する。ケース 2 と 3 における振る舞いは付録 A と B で記述する。 

 

 

図 3-3 （a）ケース 1、（b）ケース 2、および（c）ケース 3 のそれぞれ

における平均誤差 εaを ηcの関数として表示。Γ46 = Vm/ΔVg = 1 を 1946 年の

噴火に適用している；ここで Vm は地表面で測定された噴出体積（DRE）

であり、ΔVgは変動源の収縮体積。ケース 3 の場合、1914 年の噴火時の変

動源の収縮体積 ΔVg = 1.54/α km3が与えられる；ここで、α=（赤）1、（青）

2、（緑）3、（紫）4、および（オレンジ）。 
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図 3-4 は、ケース 1 の各期間で予測された鉛直変位のプロファイルを変動源からの距離の関数

として示している。1946 年の昭和噴火時には、Γ46 = 1 を適用している。Γ46 > 1 のモデルは、これ

と非常によく似た振る舞いを見せることを確認している。ηc = 1018 Pa s のモデルの場合、予測され

た振る舞いは、I と II の最初の 2 つの期間における観測量から有意に逸脱している。ηc ≥ 5×1018の

モデルの場合、予測される変動パターン、その振幅および波長は、おおむね観測結果と一致して

いる。 

 

 

図 3-4 ケース 1 において予測された鉛直変位プロファイル；変動源から

の距離の関数としてプロットしている。（a）1914‐1934、（b）1934‐1960、

（c）1960‐1968、（d）1968‐1976、（e）1976‐1997、および（f）1997‐2007。

Γ46 = 1 が昭和噴火には適用されている。ηc =  （赤）1018 Pa s、（青）5×1018 

Pa s、（緑）1019 Pa s、（紫）5×1019 Pa s、（オレンジ）1020 Pa s、（灰色）∞。 

水準データは、国土地理院に保管されているデータベース（国土地理院テ

クニカルレポート、B3‐No.1‐No.52）に基づいている。GNSS は、Iguchi et al. 

(2008)により報告されている。 

 

より詳細には、各期間のフィッティングは ηcによって系統的に変化する（表 1）。ηc ≥  〜5×1018 

Pa s の場合、I と II の最初の 2 つの期間においては、ηcが高いほど εaは大きくなり、それ以降のそ

れぞれの期間(III‐VI)においては、ηcが高いほど εaは小さくなる。一方、ηc = 1018 Pa s の場合、ε が

ηc =  〜5×1019 – 1020 Pa s で得られた最小値に匹敵する期間 V を除いて、平均誤差はどの期間におい
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ても、他の ηcに比べて最も大きくなる。しかし、いずれの場合も、ηc ≥  〜5×1018 Pa s では、誤差

の差は 1cm に満たない程度でしかない。 

モデルの振る舞い、特に近地の振る舞い（変動源上付近の動作）も、期間に応じて系統的に変

化する。1960 年以前の期間では、ηcが小さいほど近地での鉛直変位が大きくなる。しかし、その

後の期間においては、ηc が小さいほど鉛直変位は小さくなる。これらの振る舞いの違いは、粘弾

性緩和を誘発させる要因の違いによって生じる。1914 年の噴火後の最も早い時期には、1914 年の

噴火による変動源の収縮に粘弾性挙動が支配されるが、その後の期間においては、マグマの再供

給に粘弾性挙動は支配される。 

期間 III における予測量は、ηcへの依存性を示している。ηc ≤  〜1019 Pa s および≥〜5×1019 Pa s の

場合の粘弾性モデルはそれぞれ、ε を最小化するために地表面の沈降と隆起を要請する。観測量

は、変位量が距離とともに減少することを示しており、ηc ≥ 5×1019 Pa s のモデルとより調和的であ

る。しかし、いずれにせよ、遠地でみせる地盤沈下は、どのモデルでも説明することはできない。 

期間 V においては、ηc ≤  〜1019 Pa s のモデルは、遠地において隆起を予測し、約 7 km の距離で

の近地においては、観測よりも大きな沈降を予測する。このことが、ηc  ≥  〜5×1019 Pa s を持つモ

デルより大きな誤差を生み出す（表 1 参照）。しかし、粘性率の違いによる二乗平均平方根誤差の

差は〜0.9cm でしかない。 

ここで、予測量と観測量との比較により、変位ベクトルの空間分布を確認しておく（図 3-5 を

参照）。ηc = 5×1019 Pa s、昭和噴火時の Γ46 = Vm/ΔVg = 1 を適用している。期間 I と II では、遠地にお

ける変位の特徴が東側と西側で異なっている。これを、軸対称変動源を適用した本研究の粘弾性

モデルでは説明できない。このような詳細な偏差は認識できるが、全体的な振る舞いは、どの期

間においても観測データと整合的であることを示している。またここに、観測量との整合性は、

異なる粘弾性地殻粘性率ηc ≥  〜5×1018 Pa sを持つモデルなら大幅に変化しないことを記しておく。 

 

 

図 3‐5 ケース１において予測された変位ベクトルの空間分布（黒：レベ

リング、青：GNSS、赤：予測）。（a）1914‐1934、（b）1934‐1960、（c）1960‐
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1968、（a）1914‐1934、（c）1960‐1968、（d）1968‐1976、（e）1976‐1997、

および（f、g）1997‐2007。Γ46 = 1 が昭和噴火には適用されている。変位成

分は、（a、b、c、d、e、および f）垂直、（g）水平である。 

 

図 3-6 は、地点 2469 に対する地点 2474 での時間に依存した鉛直変位を示している（それぞれ

の位置については図 3-1 を参照）。ここでは、予測量として、Omori (1914)、Eto et al. (1997)、Yamamoto 

et al.  (2013)の公表データと比較している。この図は、観測データへの予測量の適合性をよく反映

している。Γ46 = 1 であると仮定したときの、観測データとの比較を図 3‐5（a）に示している。ηc = 

1018 Pa s のモデルは、I と V の両方の期間で、悪いフィッティングを示している；その後の期間 VI

でのフィッティングの悪さは、1997年時点での相対隆起量が観測のそれよりも小さいためであり、

期間内の相対隆起量の増分それ自体は観測量と同等である。 

ηcは大正噴火後の最も早い段階、期間 I で〜5×1018 Pa s を要請する。それ以上の ηcでは、相対

隆起量は観測よりも小さくなっていく。図 3‐3 でも説明したが、粘性率が高く弾性モデルに近づ

くにつれ、変動プロファイルは観測からずれてくる。このように、弾性モデルに近いモデルで見

られるフィッティングの悪さは、変位プロファイルの違いによるもので、それを、変動源の体積

変化率の時間変化がより複雑なものにして解決することはできない；どのような時間変化であれ、

1934 年の時点でマグマ供給によりどれだけの体積増加があったかに依存するのみである。 

いっぽう、期間 V では〜5‐10×1019 Pa s のときにより良いフィッティングが得られる。しかし、

この場合、ηc = 5×1018 – 1019 Pa s という低い粘性率を持つモデルのフィッティングの悪さは、1976

年時点での相対隆起量が、観測よりも有意に小さくなっていることにも一因がある。また、フィ

ッティングの悪さは、仮定したそれぞれの期間の長さを調整することで改善されるうる。実際の

観測量は、決められた期間における変位増分のみである。地表面隆起を見せる期間 IV がもう少し

長く続いており、その後の沈降を見せる期間 V が現在の想定よりも短いとしても、観測量との齟

齬は生じず、相対隆起量のフィッティングも改善される。 
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図 3-6 ケース 1 における地点 2469 に対する BM2474 での鉛直表面変位

の時間変化：（黒丸）観測  および（実線）予測。観測量は公開された水準

データ(e.g., Omori, 1916; Eto et al., 1997; Yamamoto et al., 2013)。点線は 1946

年の噴火に対する粘弾性応答による予測変位。点波線は 1914 年の噴火に

対する粘弾性予測変位で、これには噴火後のマグマの再供給に対する応

答は考慮されていない。Γ46 = Vm/ΔVg =  （a）1、（b）2、（c）3、（d）4、お

よび（e）5。  ηc = （赤）1018 Pa s、（青）5×1018 Pa s、（緑）1019 Pa s、（紫）

5×1019 Pa s、（オレンジ）1020 Pa s、（灰色）∞。 

 

図 3-6 は、また、Γ46への依存性も示しており、Γ46 = Vm/ΔVg = 2、3、4、および 5 の他の 4 つの異

なる値の時の結果を示している。与えられた Vmに対する ΔVgは、Γ46が小さいほど大きくなる必要

があるため、Γ46が小さいほど Ω が大きくなることを本研究では確認している。また、1946 年の昭

和噴火での ΔVgが大きいほど、噴火に対する粘弾性応答はより大きな地表面回復を引き起こす（破

線を参照）。1946 年の噴火直後のデータへの適合性は、ηcと Γ46の組み合わせに依存する。Γ46は、

ηcが低い場合に、より小さくなる必要がある。たとえば、ηc =  〜5×1018 Pa s の場合は、Γ46 =  〜1‐

2、ηc ≥  〜5×1019 Pa s の場合は、Γ46 ≥〜2 となる。 

推定された変動源のインフレーション率 Ω を時間の関数として、そして、Iguchi et al. (2019)によ

って報告された噴出量（DRE）と比較して、図 3‐7（a）に示している。本研究で使用した測地デー

タは 2007 年までに限定されているため、2007 年以降の Ω は、1997‐2007 までの Ω をそのまま外

挿することにより得ている。また、Γ46 = 1 を昭和噴火に適用している。実際に変動源に供給される

マグマ体積供給率は、正のインフレーション率を示す場合、測地学的に必要なインフレーション

率に Γ をかけたものと観測された噴出率の両方の合計と見なすことができる。いっぽう、負のイ

ンフレーション率を示す場合、観測された噴出率から負のインフレーション率に Γ をかけたもの
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を差し引いたものが、供給率になる。1946 年の昭和噴火には、1914 年の噴火以降に蓄積されたマ

グマの一部を消費すると考えている。期間 II での Ω の振る舞いは Γ46 に依存する。観測された変

位増分を得るには、Γ46を大きくするごとに、より低い Ω が必要となる。ただし、それ以降の期間

では、Γ46 ≤ 5 の範囲での Ω は、ここで詳細に説明する必要がないほどに、非常に類似した振る舞

いを示す。 

 

 

図 3-7 （a）測地データから推定された各期間におけるシル状のマグマ

ティック変動源のインフレーション率 Ω。水色は、Iguchi et al. (2019)によ

って報告された噴出量（DRE）の時間変化を示している。（b）1914 年の大

正噴火以降のマグマティック変動源の体積変化 ΔV。ηc = （赤）1018 Pa s、

（青）5×1018 Pa s、（緑）1019 Pa s、（紫）5×1019 Pa s、（オレンジ）1020 Pa s、

（灰色）∞。1946 年の昭和噴火時には Γ46 = 1 が適用されている。 

 

期間 I において、Ω は ηc = 1018 Pa s の場合に最も低くなる。ただし、それ以降の期間では、Ω は

ηcが低いほど高くなる；これは、マグマの再供給に対する粘弾性応答が 1914 年の噴火に対する粘

弾性応答を上回って地表面変動を支配しているためで、ηc が低いほど粘弾性緩和による地表面の

沈下が大きくなるためである。期間 V では、観測された地盤沈下を説明するために Ω の低下が要

請される。ηc が〜1018 Pa s と非常に低くない限り、変動源のインフレーションはほとんど必要と

されない。しかし、より詳細には、ηc ≥  〜5×1019 Pa s の場合、変動源の収縮が必要となる。いっぽ

う、ηc ≤〜1019 Pa s の場合、それまでの変動源のインフレーションに対して緩和しうる弾性応力が

十分に蓄積されているため、変動源がインフレーションを見せていても、そのインフレーション

率が減じられることで、地盤沈下が予測されることになる。 

推定された Ω は、Iguchi et al.  (2019)による噴出量 Ve（DRE）と比較することができる。1960 年

以前の Ve は比較的小さく、例外的なケースは 1946 年の噴火だけであり、それ以外は、非常に低
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い噴火活動を見せる。噴火活動は、しかし、1960 年頃から活発になり、1985 年にピークに迎えた

後に減少しはじめ、1997 年から 2009 年にかけて非常に静かになり、2010 年から 2016 年に一時的

に再活発化している。測地データが要請する変動源のインフレーション率が最も低い期間に、噴

出量が比較的大きくなっている。 

推定された Ω は、図 3-7（b）に示すように、1914 年の噴火以降のマグマティックな変動源の累

積体積変化（ΔV）を導き出す。ここでは、Γ46 = 1 が予測量に適用されている。  Γ46 > 1 のモデルは、

期間 II でのみ大幅に異なる動作を示す。しかし、より大きな Γ46 の場合でより小さな Ω が予測さ

れ、この期間における ΔV は大きく変わらない。また、他の期間においては、Ω の振る舞いは非常

に似ているため、Γ46 の各ケースについてここで詳しく説明する必要はない。 

1946 年の噴火直前の ΔV は、ηc = 1018、≥〜5×1018 Pa s の場合で、それぞれ〜0.25、〜0.4 km3であ

る。これは、1914 年の噴火時の収縮体積 ΔVg =  〜0.39  ‐ 0.59 をわずかに下回っている（表 3 を参

照）。ΔV は 1946 年の噴火によって減少するが、その後、1958 年頃に〜0.25‐0.4 km3になり、その

頃から噴火が再開し始める（図 3-7a を参照）。   

2020 年の ΔV は、ηcが高いモデルほど小さくなる。例えば、ηc =  〜1018 Pa s の場合は、ΔV =  〜

0.95 km3で、ΔVgの約 2.5 倍。  ηc ≥  〜5×1019 Pa s の場合は、ΔV は ΔVgに匹敵する。マグマの再供給

に対する粘弾性緩和は、与えられた時間間隔では、ηc が低いほど大きくなる。そのため、観測さ

れた変位増分を得るには、変動源をよりおおく膨張させる必要がある。 

 

(3)-4  議論 

この研究では、1914 年の噴火後の姶良カルデラ下のマグマティックな変動源のインフレーショ

ン率の時間変化を制約した。一定のインフレーション率を仮定した Yamasaki et al. (2020)の最適モ

デルからの逸脱を、6つの異なる期間のそれぞれでインフレーション率が一定であると仮定して、

測地データを最もよく説明するように制約した。一定のインフレーション率を持つ以前のモデル

では説明できなかった、期間 V での地盤沈下とその後の期間 VI での回復を説明できた。本研究の

結果はまた、マグマ蓄積量と関係づけて噴火活動を議論する機会を与える。以下では、その他い

くつかの点についても議論する。 

 

(3)-4.1 姶良カルデラの下の有効地殻粘性率 

本研究では、地殻の粘性率をユニークに制約することはできなかった。しかし、ηc = 1018 Pa s の

モデルを除外することはできた。Yamasaki et al. (2020)においては、噴火前後の Ω が一定であると

仮定して、1914 年の噴火後の全体的な地表面回復を説明するには、ηc =  〜5×1018 Pa s が要請され

ることが示された。しかし、Ω が可変であるとした本研究においては、ηc =  〜5×1018 Pa s はあり得

る地殻粘性率の最小値でしかないことを明らかにした。この最小値は、北海道東部の屈斜路カル

デラの下で推定された値よりも少なくとも 1 桁ほど大きい(Yamasaki et  al., 2018; Yamasaki  and 

Kobayashi, 2018)。姶良カルデラと屈斜路カルデラ下の有効地殻粘性率の違いは、地球物理学的に

イメージされたマグマの存在と変動源との相対的位置関係を反映しているのかもしれない。屈斜

路カルデラの下では、〜5 – 20 km の深さ範囲に、大きなマグマ蓄積を示す地球電磁気学的イメー

ジが得られている。InSAR によって検出された地表面変動(Fujiwara et al., 2017)は、変動源がその蓄
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積マグマの直上、深さ〜5‐6 km にあることを要請している(Fujiwara et al., 2017; Yamasaki et al., 2018)。

てその役割を果たしていると考えられる(Yamasaki and Kobayashi, 2018)。一方、姶良カルデラの下

では、変動源の深さが〜10‐11km であるのに比べて、Vs (S 波速度)の大幅な減少が見られる最も浅

い深さは〜15 km である（本報告書 1‐1 章を参照）。変動源と弱領域としてのマグマが存在する深

さの差はわずか〜4‐5km 程度だが、Yamasaki and Kobayashi (2019)は、それだけ距離で離れていれば

地球物理学的にイメージされたマグマの存在が低粘性領域として働くのは難しいことを示してい

る。また、Miyamachi et al. (2019)の地震学的イメージは、測地学的に制約された変動源の周りで、

よりに高い速度を示している。 

 

(3)-4.2 1976‐1997 年に卓越する地表面沈降 

1976 年から 1997 年の期間 V において、水準データは地表面の沈下が卓越していたことを示し

ている。本研究は、ηc  ≤ 1019 Pa s の粘弾性モデルの場合、インフレーション率の低下が要請され

る；変動源のインフレーションは継続するが、その速度が低下することを要請する。このことは、

地表面の沈下がマグマの排出だけでは説明できないことを意味する。ある程度のマグマを供給す

る必要があるが、供給されたマグマの一部のみを排出する必要がある。 

いっぽう、ηc  ≥  〜5×1019 Pa s のモデルの場合、変動源の収縮のみが地表面を押し下げることが

できる弾性モデルと同様に、変動源を収縮させる必要がある。しかし、この時期の噴出率は、測

地学的に必要なデフレーションよりもはるかに高い(Iguchi et al., 2019)。変動源が実際の噴出体積

と同じくらい収縮している場合、測地データは満たされない。測地学的に必要なデフレーション

率は、1914 年の噴火以降に蓄積されたマグマの消費率を表している。したがって、噴火したマグ

マの大部分は新しく供給されたマグマで賄われている必要があり、噴出量は新しく供給されたマ

グマよりも大きくなければならない。これらのことは、Γ が非常に大きくない限りそうである；例

えば、1985 年の噴出率は〜0.01 km3/yr である一方、要請される変動源のデフレーション率は〜

0.001 km3/yr である。したがって、すでに蓄積されたマグマの排出だけで地殻変動を説明するには、

Γ が 10 以上でなければならず、その値は大正噴火時のそれに比べて３倍ほど大きい。 

 

(3)-4.3 1914・1946 年噴火時の収縮したボリュームと噴火ボリューム 

1914 年の大正噴火に対する粘弾性変位に関するケース 1 の場合、1914 年の噴火での収縮体積

ΔVgは、ηcに依存し、Vmと ΔVgの比率 Γ14は〜2.5 ‐ 3.5 の範囲にある。ケース 2 は、1914 年の噴火

に対する粘弾性応答が現れないと想定されているため、ΔVgについては言及できない。一方、ケー

ス 3 の場合、Γ14はパラメータ α に相当する。平均誤差 εaは、α=  〜4‐5 の場合に、ケース 1 と同等

の誤差となることを示している。α がさらに大きい場合、εa はケース 2 の誤差に近づいていくと

予想される。α = Γ14 =  〜4‐5 の場合の変動源の収縮体積は、ケース 1 の場合の約 1.5 倍である。一

方、1946 年の昭和噴火では、Γ46は、ηcに応じて変化するが、〜1‐2 の範囲である可能性も、この

研究で示された。  その場合、Γ14は Γ46よりも大きいことになる。 

1914 年と 1946 年の噴火時の Γ = Vm/ΔVgの比率の違いは、マグマの圧縮率の違いによって説明す

ることができる。しかし、この比率はまた、マグマが排出される変動源の深さにも依存し、変動

源が浅いほど、その比率は大きくなる傾向がある(e.g., Kilbride et al., 2016)。実際、Araya et al. (2019)
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の岩石学的研究は、1914 年に噴出したマグマの深さを〜0.92 – 3.2 km と推定している。しかし、

彼らの研究では、Mogi(1958)の研究にしたがい、変動源の深さはあくまでも〜10 km であるとし、

そこから上昇したマグマが、より浅いところにすでに存在していたマグマを地表に押し出したと

説明している。より決定的な議論は、1946 年に噴火したマグマがどの深さからやってきたのか、

また、そのマグマの圧縮性の特徴に関する岩石的推論を必要とする。 

 

(3)-4.4 マグマ蓄積量と噴出率 

本研究の結果は、Iguchi et al. (2019)の噴出率と比較することにより、噴火のダイナミクスについ

ても言及することができる。1914 年の噴火後においては、マグマ変動源内でのマグマ蓄積体積 ΔV

が〜0.4 km 未満のとき、噴火活動は非常に低いことがわかった。1946 年の噴火は、その臨界値あ

たりで発生している。その後、ΔV が再び臨界値付近に達した 1958 年頃まで、噴火活動は非常に

低い。 

また、噴出率は ΔV と明確に相関していないこともわかった；つまり ΔV が大きいからといって

噴出率も高くなるわけではない。噴火が起こるかどうかは、むしろより深いところからの短時間

の瞬間的なマグマ供給率に依存しているようである。ただし、このことも、ΔV が〜0.4 km3より大

きい場合にのみ当てはまる。例えば、マグマの体積供給速度は 1985 年には〜(0.01 – 0.001Γ) km3と

見なすことができるが、それを上回る供給速度(〜0.0 + 0.015Γ km3/yr)を要請する 1950 年には ΔV は

〜0.4 km3より小さく、有意な噴火は生じていない。 

地表面の沈下が卓越する期間には、新たに供給されたマグマのどれだけが放出されるのかは、

ηcに依存する。ηc ≤ 1019 Pa s、ηc ≥ 5×1019 Pa s のそれぞれの場合、放出されるマグマの体積は、供

給されるマグマの体積よりも小さく、そして大きくなる。しかし一方で、地表面膨張期には、噴

出マグマ量は常に供給されたマグマ量よりも小さい。もし噴火のダイナミクスがそういうもので

あるなら、ηcは〜1019 Pa s 未満になるように制約されるのかもしれない。 

本研究は、噴火を生じさせるにはどれだけのマグマ供給速度が必要であるのかを明らかにはし

ていない。実際、これは本研究の範囲を超えている。しかし、そのことを明らかにするためには、

変動源の周囲の応力の状態など、地殻内のダイナミクスの側面に注意を払う必要がある。そして、

そこにおいてはもちろん、粘弾性緩和が応力状態に及ぼす影響を定量的に評価することも重要と

なる。 

 

(3)-5 まとめ 

本研究では、弾性層の下に空間的に均一な粘性率を持つ粘弾性層があるという線形マクスウェ

ル粘弾性層構造モデルを使って、姶良カルデラの下のマグマティックな変動源へのマグマ体積供

給率の時間変化を、1914 年の大正噴火後の測地観測から制約した。水準データは、その主な特性、

つまり隆起または沈下に応じて、6 つの異なる期間に分割し、各期間の変動源のインフレーショ

ン率は一定であると仮定した。また、Iguchi et al. (2008)によって報告された GNSS データは、垂直

方向と水平方向の両方の変位成分を含むが、1996 年以降の期間においてのみ使用した。この研究

で得られた主な結論は次のとおりである： 
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1）有効地殻粘性率は一意に制約することはできなかったが、その最小値は制約できた；〜5×1018

〜1020 Pa s 以上である必要がある。 

2）変動源の膨張/収縮率 Ω は、ηcに依存するが、その範囲は〜9.0‐9.1×10‐3 km3/yr (1914‐1934)、〜

15.2‐16.7×10‐3 km3/yr  (1934‐1960)、〜1.6‐3.6×10‐3 km3/yr  (1960‐1967)、〜8.8‐11.5×10‐3 km3/yr  (1967‐

1976)、〜‐1.0‐2.0×10‐3 km3/yr (1976‐1997）、〜6.9‐10.7×10‐3 km3/yr (1997‐)である；ここで Ω は ηcが

低いほど高くなる。 

3）1976 年から 1997 年の期間に観測された地表面沈降は、特に地殻の有効粘性率 ηcが〜1019 Pa s

以下の場合、粘弾性緩和を必要とする；変動源は膨張するが、粘弾性緩和により地表面沈降を得

る。それ以外の ηcの場合、つまり ηcが〜5×1019 Pa s より大きい場合は、変形源の収縮が必要とな

る。 

4）Vm（地表で測定されたマグマの噴火 DRE 体積）と ΔVg（変形源の地質学的に必要な収縮体積）

の比率は、1946 年の噴火時よりも 1914 年の噴火時の方が大きい可能性がある。これは、変化す

るマグマの圧縮率の違い、あるいは噴出したマグマが放出されるマグマ溜りの深さの違いを反映

しているかもしれない。 

5）姶良カルデラでは、1914 年の大正噴火以降のマグマ蓄積量と噴出率との間に 1 対 1 の相関関

係はない；つまり、蓄積量が多いほど、噴火率が高くなるという関係はない。噴火活動は、短時

間の瞬間的なマグマ供給によって制御されているようであるが、それも、蓄積されたマグマ体積

が〜0.4 km3 より大きい場合においてのみで、それ以下の蓄積量における噴火活動は非常に低い。 

 

(付録 A.) 1914 年の噴火に対する粘弾性応答に関するケース 2 におけるモデルの振る舞い 

ここでは、1914 年の噴火に対する粘弾性変位が現れないと仮定したケース 2 におけるモデルの

振る舞いについて説明する。図 3‐A1（a）は、BM2469 に対する BM2474 での鉛直変位の時間変化

を、Omori (1916)、Eto et al., (1997)、Yamamoto et al. (2013)等による公開データと比較して示してい

る。これにより、観測データへの予測量のフィッティングがよく反映される。1946 年の噴火には

Γ46 = 1 が適用されている。大正噴火以降の変動初期のフィッティングは、特に ηc ≤  〜1019 Pa s の

場合で、ケース 1 のフィッティングよりも悪い。これは、測地観測データが、1914 年の大正噴火

に対する粘弾性変位を必要としていることを示す。大正噴火に対する粘弾性応答による地表面の

隆起は、噴火後のマグマ再供給によって引き起こされたものとは異なるプロファイルを持ち、観

測データとのより良い適合性を見せる。図 3‐A1（a）に示す結果は、1914 年の噴火による粘弾性

変位がない場合、半波長が大きくなり、BM2474 と BM2469 の変位差が小さくなることを示してい

る。このことは、1946 年の噴火後の相対変位が、観測量よりもはるかに小さいという結果に至り、

観測データへの適合性を著しく低下させる。いっぽう、ηc  ≥  〜5×1019 Pa s の場合の振る舞いは、

ケース 1 の場合と大きく異ならない。 

 



 

2(3)-17 

 

図 3‐A1 ケース２における予測モデルの振る舞い。（a）地点 2469 に対す

る地点 2474 での鉛直変位の時間変化：（黒丸）観測および（実線）予測。

（b）測地データから推定された各期間のシル状のマグマティック変動源

のインフレーション率 Ω。水色は、Iguchi et al. (2019)によって報告された

噴出量（DRE）の時間変化。（c）1914 年の噴火以降のマグマティック変動

源の体積変化 ΔV。ηc =  （赤）1018 Pa s、（青）5×1018 Pa s、（緑）1019 Pa s、

（紫）5×1019 Pa s、（オレンジ）1020 Pa s、（灰色）∞。昭和噴火時には、Γ46 

= 1 が適用されている。 

 

図 3-A1（b）は、予測された変動源のインフレーション率 Ω を時間の関数として示している。

一般的な振る舞いは、ηcが低いほどより高い Ω が必要になるという、ケース 1 の場合と同じであ

る。ただし、大正噴火後の早い段階においては、ηc = 1018 Pa s のモデルでさえ、より高い ηcを持つ

モデルよりも高い Ω を必要とする。これは、1914 年の噴火に対する粘弾性緩和が地表面の隆起を

いっさい促進しないためである。 

図 3-A1（c）は、1914 年の噴火以降のマグマティックな変動源の蓄積体積量（ΔV）の時間変化

を示している。ΔV は、ηc ≤ 1019 Pa s の場合、ケース 1 よりも大きくなる。これは、1914 年の噴火

に対する粘弾性地表面隆起が生じないからである。しかし、ηc ≥ 5×1019 Pa s の場合、モデルの振る

舞いに有意な差は認められない。 

 

(付録 B) 1914 年の噴火に対する粘弾性応答に関するケース 3 のモデルの振る舞い 
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ここでは、ケース 3 における粘弾性モデルの振る舞いについて説明する。図 3-B1 は、Γ14 = 1 で

の相対隆起量の時間変化を予測したものを示している；変動源の収縮体積（ΔVg）は、1.54 km3の

噴出マグマの DRE 体積（Vm）と等しい。また、Γ46 = 1 を昭和噴火に適用している。大正噴火後の

相対変位は、特に粘性率が低い場合、ケース 1 よりも大きい（図 3-B1（a））。これは、Γ14 = 1 とし

たケース 3 の方が、ΔVgが大きく（表 3‐3 参照）、また、期間 Iにおいては有意な噴火活動が見られ

ないため、Ω の下限をゼロに設定しているためである。このことは、弾性モデルにより近い ηc = 

5×1019および 1020 Pa sの場合でも見られることである。ΔVg = 1.54 km3は非常に大きいため、1914

年の噴火に対する粘弾性変位が総変位に与える影響も十分な大きさになるからである（点波線を

参照）。要請されるインフレーション率は、1914 年の噴火に対する大きな粘弾性変位によって、減

少する（図 3-B1（b）を参照）。したがって、ΔVは、ケース 1 よりも小さく、2020 年の ΔVは〜0.5 

km3 以下となる（図 3-C1（c）を参照）。しかし、粘弾性緩和によって引き起こされた地表面隆起

の半波長は、マグマの再供給によるものよりも小さく、地点 2474 における地点 2469 に対する相

対隆起を強める。このことは、それ以降の変動においても現れ、観測量との全体的な地表面変位

へのフィッティングが悪化し、予測される相対的な地表面隆起は、一般的に、観測量よりも大き

くなる。 

図 3-B2 は、ケース３において Γ14 = 5 としたときの予測モデルの振る舞いを示している；ΔVg = 

1.54/5 =  〜0.3 km3を 1914 年の噴火に適用している。また、Γ46 = 1 を昭和噴火に適用している。モ

デルの振る舞いは、ケース 1 の振る舞いに似ている。しかし、ある程度の有意な偏差は依然とし

て認識できる。ΔVgはケース 1 よりも小さい。しかし、それでも、ηc = 1018 Pa sの場合を除いて、

1914 年の噴火に対する粘弾性変位は、ケース 1 よりも大きいため、全期間を通じて要請される Ω

はより小さい。ケース 1の場合の 1914 年噴火に対する粘弾性緩和は、その噴火のために沈降した

地表面を、噴火直前の高さにまでに戻すことはできない。地表面回復は、粘弾性モデルが 1914 年

の噴火前において弾性応答から逸脱した分だけ期待される。一方、ケース 3 の場合、粘弾性緩和

は地表面を元の高さにまで回復させる可能性を持つ（弾性層に配分された応力分は回復できない

が）。1914 年の噴火に対する粘弾性変位の寄与が大きいほど、特に ηc ≥ 5×1019 Pa sの場合、相対変

位のデータへの適合が改善される。また、2020 年の ΔVは、任意の ηcで〜0.6  ‐ 0.75 km3となり、

Γ14 = 1 の場合よりも大きくなることもここに記しておく。 

いっぽう、ηc = 1018 Pa sを持つモデルは異なる振る舞いを示し、1914年の噴火に対する相対粘

弾性変位はケース 1 の場合よりも小さくなる。ケース 1の場合でも、ηc = 1018 Pa sのモデルは、噴

火前のマグマ供給に対する弾性モデルから大幅に逸脱するので、粘弾性緩和による噴火後の相対

地表面回復は、ηc が大きい場合よりも大きくなるはずである。それにもかかわらず、ケース 1 よ

り小さな Ω が全期間を通して必要とされているのは、1914 年の噴火に対する粘弾性応答による地

表面隆起のプロファイルがケース 1 と 3 の場合で異なるためと考えられる。 
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図 3-B1  図 3-A1 と同じ図、ただしケースの３の場合で、Γ14 = 1 が適用されている。 

 

 

図 3-B2 図 3-B1 と同じ図、ただし Γ14 = 5 が適用されている。 
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(4) 委員会等の開催 
 令和２年度は外部評価委員会を２回開催した。開催日時と会場を以下に示す。 

 

第一回外部評価委員会 

令和 2 年 7月 2 日（月） 14 時～16 時 

場所：オンライン 

 

第二回外部評価委員会 

令和 3 年 1 月 7 日（水） 10 時 30 分～12 時 30 分 

場所：オンライン 

 

 また、令和２年度外部評価委員は以下の 4氏に委嘱した。 

 

東京大学地震研究所・教授  森田裕一  

九州大学大学院理学研究院・教授  清水 洋  

東北大学大学院理学研究科・教授  三浦 哲  

防災科学技術研究所・総括主任研究員 藤田英輔  

 

a. 第一回外部評価委員会の内容の要点 

 第一回外部評価委員会では令和２年度の研究計画の全般の内容と個別の研究計画について紹介

があった。委員からは本研究に関連するこれまでの個々の研究成果に対する質問と今後の展望に

関する質問がなされた。 

 地震観測による地殻構造調査・地震観測計画の紹介に対してトモグラフィのグリッドサイズと

深さ 15km 付近の S 波低速度体のサイズに関する質問があった。これに対して今後グリッドサイズ

を 3km にしてより分解能を高めてゆく取り組みをするとともに、深さ 15km 付近の S 波低速度体の

サイズは 4km×4km よりも大きいとの説明が担当者からなされた。 

 地震観測による地殻構造調査・地殻構造研究計画ではレシーバ関数のインバージョン解析を実

施する計画が提案された。この提案に対して前年度までの内容との違いと先項の内容との違いに

ついて質問がなされた。担当者からはこれまでは標準的速度構造を仮定して Ps 変換波の共通変換

点でレシーバ関数の振幅を重合していたが、令和２年度に試みる方法では、観測点ごとに到来方

向別に行ったレシーバ関数の波形インバージョンから 1 次元 S 波速度構造を求め、その S 波速度

をそれぞれの波線に沿って、3 次元的にマッピングする計画であることが回答された。また、レシ

ーバ関数解析で沈み込み形状などを反映させるための大まかな S 波速度構造解析。地震波速度イ

ンバージョン解析は特に浅部から深部に向けて高解像度の速度構造を得るための解析であるとの

説明があった。 

 長期連続反射法の有効性の検討では、振源として用いるエアガンの作動回数に関する質問、孔

中地震計の深度に関する質問、通常の人工地震探査との違いについて質問があった。これに対し

て、基礎実験における発振計画の説明、孔中地震計設置予定点における一般的な地質状況の説明、
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ターゲットとなる反射面（深さ約 15km）の説明、時間方向の分解能に重点を置くことなどが説明

された。また委員からは速度構造、RF、反射法の 3 つの解析でターゲットが決まれば監視に有効

であり、カルデラの火山活動モニタリングとなると長期（10 年、100 年）監視となるであろうと

のコメントが出された。 

 火山性地殻変動データの蓄積では令和２年度新設 GNSS 観測点について提案が行われるととも

に、観測データの解析について進捗状況と展望が紹介された。委員からは観測値時系列に現れた

ギャップについての質問、新島観測点の改良の意義と解析手法に対する質問があった。これに対

してギャップ発生の理由が電源トラブルに起因する欠測であること、新島観測点はアンテナ環境

の悪化による改良であること、１年周期の見かけの変動を取り除くための処理をしているとの回

答がなされた。今後、水準測量および降灰量を考慮して解析を行うことも回答された。 

 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測の検討では令和２年度に海底地盤変動観測装置の詳細

設計に取りかかることと、海底地盤変動観測装置に関連した測位実験について計画の提案があっ

た。委員からは本項目のコンセプト、目標とする測位精度、測位実験に使用する装置の構造に関

する質問がなされた。これに対して、海底地盤変動観測装置は本プロジェクトのなかでは技術的

な検討に重きを置くために、まず姶良カルデラの中央ではなく桜島に近い場所への設置を計画し

ていること、測位精度の目標は年 1 cm の変動量の検出にあることが説明された。また、実験装置

の構造に関して鋼材で構成することや実験メニュー、実験台の保持および運動機構について回答

が行われた。 

 シミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討の計画では、1934 年以降のマグマだまり

の体積の時間変化を制約し、姶良カルデラ下のマグマ供給系を明らかにすることが提案された。

委員からは粘弾性効果によって地下で収縮しなくても沈降変動が出現することに対するコメント、

既往の溶岩流を伴った２回の噴火活動に対する Compressibility 値の違いに関する質問、観測デ

ータ取り扱いに関する質問などがなされた。これに対して２回の噴火活動ごとのcompressibility

の違いは複数の異なるマグマだまりが活動した可能性を示唆していること、各期間ごとに水準測

量データの解析をおこなったこと、との回答があった。担当者からはさらに今後は２変動源での

解析を行なう必要があるとの回答を行った。 

 研究担当者は質疑に対応することを通して、今後の研究の方向性を確認した。 

 

b. 第二回外部評価委員会の内容の要点 

 第二回外部評価委員会では各研究項目の進捗状況について報告がなされ、専門性および品質保

証の立場から質疑が行われた。 

 姶良カルデラにおける地震観測による地殻構造調査の一環として地震観測によるインバージョ

ンの成果について、地震観測の維持状況、姶良カルデラ北部・西部への広帯域地震計観測点の新

設、姶良カルデラの地震波速度構造の高精度化の取り組みについて報告があり、姶良カルデラの

速度構造解析についてはデータの蓄積による地震波線の追加により、深さ 15 km 付近にグリッド

サイズより大きい顕著な S 波低速度領域が存在し、深さ 10km 付近には顕著な速度異常は認められ

なかった、ということが報告された。これに対して委員からは低速度体位置と地盤変動圧力源位

置が異なることへの解釈に関する質問、浅い場所の P 波低速度体の解釈に対する質問などがなさ
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れた。これに対して深さ１０km の高速度域の存在は確実で力源として十分作用しうること、また

地盤変動圧力源位置推定に用いた前提を考慮すべきであるとの回答が得られた。また、浅部で P

波速度が選択的に低下することに対するコメントも委員から出された。 

 もう一つの地殻構造調査としてレシーバ関数による構造調査では、観測点ごと到来方向ごとに

レシーバ関数を波形インバージョンして求められた 1 次元 S 波速度構造を、それぞれの波線に沿

って、3 次元的にマッピングし、姶良カルデラ南縁の桜島を中心とする S 波地震波速度構造を得

た。姶良カルデラの内側と外側とでは上部地殻の S 波地震波速度構造が著しく異なる。上部地殻

は標準的な値に比べて低速度であるのに下部地殻は高速度。姶良カルデラ内側では中部地殻に速

度の逆転が存在して標準より低速度であることが報告された。委員からは、推定された速度構造

図の見方に関する質問、中部地殻の速度値および不連続面深度に関するコメントなどが出された。

速度構造図の見方に関する追加説明も行われた。 

 長期連続反射法の有効性の検討では、令和２年１２月に姶良市住吉池でエアガン発振実験を行

った。また、エアガン実験観測のための孔中地震計アレイの構築を姶良カルデラ南縁の桜島地区

行った。エアガン実験では利用可能なエアガンを組み合わせて最大 2550cui のエアガンセットを

利用したが、その結果、4500 cui を用いなくとも 1050cui で桜島まで届く人工地震波を発生する

ことが可能。1050cui のほうが 2550 cui より深部反射の検出に有利である点が報告された。 

 この報告に対して委員から小さいエアガンのほうが良いのは、複数のエアガンを組み合わせ

ることによるバブルの影響のキャンセル効果が大きいと指摘があった。 

 火山性地殻変動データの蓄積の報告では、GNSS 観測の維持継続、姶良カルデラ西部に大崎ヶ鼻

観測点の新設、既設点２点の機器更新、キャンペーン観測の実施、姶良カルデラへのマグマ供給

量の推定について報告があった。これに対して委員から弁天島観測点のデータに関する質問のほ

か、GNSS で求めた鉛直変位と水準測量による鉛直変異の整合性、地盤変動圧力源モデルのアップ

デートの必要性などの指摘があった。弁天島観測点に関しては観測データの一貫性が確認できた

ことと、観測データはドリフトではなく地盤変動の反映の可能性があることが回答された。また、

GNSS 観測結果と水準測量とは矛盾がないことの説明があった。複数の変動成分を組み合わせれば

圧力源形状の議論ができるとのコメントも出された。さらに委員からは火山灰噴出量の推移と水

平距離変化の推移の間の時間ずれに対する指摘、図の凡例の誤記の指摘があった。 

 海底地盤変動観測の検討の項目に関して、海底地盤変動装置の設置場所決定、海底地盤変動装

置の詳細設計実施、海底地盤変動観測装置の測位実験について報告があった。関係機関との協議

の結果、海底地盤変動観測装置の設置場所は新島の北西に決まった。また、現在、設置予定地点

の採泥調査を実施し、基台設計に反映させている。詳細設計は 1 月末には報告がなされる予定で

あることが報告された。また、測位実験は 1 月下旬を予定しており、実験台搭載機器（傾斜角計、

GNSS 受信機）の試運転ずみであることが報告された。委員からは装置搭載予定の傾斜角計の温度

係数や計測目的、必要とされる精度について質問があり、担当者が傾斜角計の搭載目的が GNSS 測

位結果の補正に必要であること、その分解能は 0.02 度が必要であることを説明した。 

 シミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討は以下の内容の報告があった。1914 年以

降のマグマ溜まりの体積の時間変化を制約し、姶良カルデラ下のマグマ供給系をより明らかにす

るために、噴火イベントに対する３種類の基本粘弾性応答の重ね合わせで地盤変動パターンを説
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明し、1914 年以降の力源体積変化速度と地殻の粘性率とを求めた。その結果、粘性率は時期によ

って異なることが明らかにされた。力源体積変化速度の推定は粘性率に依存し、高粘性率ほど増

加速度は小さい。1975-1997 の地表収縮は粘弾性緩和の効果が含まれている可能性がある。力源に

おける体積収縮量対地表への噴出量比が時期によって異なり、かつ今回求められた粘性率も時期

によって異なることから、1914 年噴火の場合とそれ以降の活動における力源またはマグマ排出源

が活動している可能性が指摘された。これに対して委員からは媒質構造の確認、噴出物の上載効

果の検討の有無について質問がなされた。これに対して粘弾性層の上に弾性層が乗る構造である

こと、上載加重による効果の検討はまだなされていないとの回答があった。 
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ユニバーサルジョイント

外力

Fmax= kN

Fv= kN

Fh= kN

Fmin= kN

判定

軸 ＜ OK

軸径d= ＜ OK

軸長l= ＜ OK

＜ OK

軸受け ＜ OK

軸受幅b= ＜ OK

軸受径D= ＜ OK

ｼﾞｮｲﾝﾄﾘﾝｸ ＜ OK

ﾘﾝｸ長L= >400 ＜ OK

ﾘﾝｸ幅b= ＜ OK

＜ OK

アイプレート ＜ OK

板厚t= ＜ OK

高さh= >150 ＜ OK

幅B= ＜ OK

溶接長Lw= ＜ OK

開先サイズS= ＜ OK

許容応力 せん断 引張 破断 疲労限

35.1 SNCM630 327 566 1079 410

62.0 SS400 120 210 400

50.9

26.3

照査値 許容値

9.8 566曲げ

150 9.6 327

376 5.2 15

せん断

ねじり疲労

10.1 22

0.0 1

300 1.4 100

回転曲げ疲労

170 0.0 0

浮体
側

4.8 210

500 1.6 120はし抜け

300
ｱﾝｶｰ
側

22.3 120

10.9 120

主せん断

はし抜け

軸付
近

53.9 210

38 9.0 120

200
鋼管
付近

10.5 210

300 4.5 120

700
溶接
線

2.3 120

10 6.9 120軸方向

軸直角

PV値

面圧P

摺動速度V

引張

引張

はし抜け

引張+曲げ

せん断

鋼管

ｼﾞｮｲﾝﾄﾘ

ﾝｸ

鋼管
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1.外力の算定

Fv= kN

Fh= kN

Fmax= kN

Fmin= kN

2.軸の照査

軸径d= mm

軸受幅b= mm

軸長l= mm

F= kN

1)軸受け要求仕様

pv= < N/mm2・m/s OK

軸受け最大面圧

p= F/db = < N/mm2 OK

摺動速度

v= ωA = < m/s OK

ω= [rad/s]

A= γ×d/2= [m]

(ω:角振動数,γ:変位角,A:摺動面の振幅)

35

50.9

62

26.3

150

300

0.0052 0.15

1.28

0.00408

376

62

0.0072 1.2

1.4 100
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2)鉛直方向に最大張力が加わった場合

つりあい状態

軸径d= mm

軸受幅b= mm

軸長l= mm

F= kN

せん断

τ= F/A = < N/mm2 OK

曲げ

σ= M/Z = < N/mm2 OK

R= F/2 = kN

M= R(l-b)/2 = kNmm

Z= (1/32)πd3 = mm3

150

300

31.0

1178

331340

376

62

3.5 327.05

3.6 566.48

b

l

F

↑浮体側

↓ｱﾝｶｰ側

b

l

剛
体

F/2

R

M
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3)水平方向の外力が最大となる場合

つりあい

軸径d= mm

軸受幅b= mm

軸長l= mm

ﾘﾝｸ長L= mm

Fv= kN

Fh= kN

曲げ

σ= σ1 + σ2 = < N/mm2 OK

Fhによる応力

ﾓｰﾒﾝﾄはFの作用位置で最大となる

σ1= Mmax/Z = N/mm2

Mmax= F(l-b)b/2l = kNmm

Z= (1/32)πd3 = mm3

外力(軸受けから受ける力)

F= M/b = kN

M= Fh × L = kNmm

支持反力R1(R2作用点まわりのﾓｰﾒﾝﾄつりあい)

R1= Fb/l = M/l

ただし安全側をとって作用半径l→bとし

R1= M/b = = kN

500

35

50.9

9.8 566.48

7.8

150

300

376

2572.1

331340

84.833

25450

84.8

b

L

Fh

Fv

l

b

R1

F

R2

l/2

b/2

R1

F

R2

左
右
対
称

5 / 14



Fvによる応力

せん断

τ= (R+Fv)/A = < N/mm2 OK

(偏心を考慮し、2A→Aとした)

R= max(R1,R2) = kN

曲げ

σ2= M/Z = N/mm2

R= Fv/2 = kN

M= R(l-b)/2 = kNmm

4)疲労照査

i)ねじり疲労照査

τ= 16T0eq /πd3 = N/mm2 < τal OK

疲労許容

τal= τm /Sm + τa /Sa = N/mm2

疲労限界 安全率

τm= N/mm2 Sm=

τa= N/mm2 Sa=

ii)回転曲げ疲労照査

σ= 32M0eq /πd3 = N/mm2 < σal OK

疲労許容

σal= σm /Sm + σa /Sa = N/mm2

疲労限界 安全率

σm= N/mm2 Sm=

σa= N/mm2 Sa=

327.05

84.8

2.0

17.6

667

5.25

9.6

22.1

20.2 2

23.9 2

14.9

13.2 2

16.6 2

10.13
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複合荷重による相当ﾓｰﾒﾝﾄ

相当ねじり

T0eq= Tmeq + Taeq =

相当曲げ

M0eq= Mmeq + Maeq =

公式

Teq= (A2 + T2)1/2

Meq= (1/2)(A+(A2 + T2)1/2)

(ただしA= M+|P|d/8 )

P:軸方向荷重

M:曲げﾓｰﾒﾝﾄ

T:ねじりﾓｰﾒﾝﾄ

平均相当

Tmeq= kNmm

Mmeq= kNmm

平均荷重

Tm= kNmm (完全両振り)

Mm= kNmm

Pm= kNmm

片振幅相当

Taeq=

Maeq=

片振幅(=最大値-平均値)

Ta= μFmax×d/2 - Tm = kNmm (最大摩擦)

μ= (摩擦係数:カタログより0.1～0.2程度)

Ma= kNmm ([case1,case2のうちの最大]-Mm)

Pa= kNmm

3476

1940

1821.8

930

0.2

1703

0

3357.7

1536

1536

0

1536

0
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疲労許容の求め方

下図のように、交点(σa,σm)から、

疲労限界における片振幅σa,平均応力σmを求め、

疲労許容σalを求める。(σ→τについても同様)

τa /τm= Taeq /Tmeq =

σa /σm= Maeq /Mmeq =

上図より交点

τm= τw/ (τa/τm + τw/τb)= N/mm2

τa= τm( τa/τm )= N/mm2

σm= σw/ (σa/σm + σw/σb)= N/mm2

σa= σm( σa/σm )= N/mm2

1.26

1.19

13.2

16.6

20.2

23.9

σ_w0

(τ_w0)

σ_B

(τ_B)

σ_w

(τ_w)

σ_b

(τ_b)

σ_m

(τ_m)

σ_a

(τ_a)

O
平均応力

片振幅

(疲労限界における)

σa / σm = const

(τa / τm = const)

疲労限度線図
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τb= ξ2 τB =

τB= σB/2 =

ξ2= 表面効果

τW= ξ1 ξ2 /βt × τW0=

ξ1= 寸法効果

βt= 切欠係数(ねじり)

τW0= σW0/2 =

両振り疲労限界(片振幅値)

σb= ξ2 σB = N/mm2

σB=

ξ2= 表面効果

σW= ξ1 ξ2 /βb × σW0=

ξ1= 寸法効果

βb= 切欠係数(回転曲げ)

σW0=

両振り疲労限界(片振幅値)

24.6

0.3

377.7

539.5

0.7

17.2

0.3

2.5

3.5

410.0

205.0

755.3

1079

0.7
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3.ジョイントリンクの照査

リンク部材に軸受け用のハウジング穴を設けるものとする。

リンク部材の断面積が最小となるハウジング穴周辺の照査を行う。

軸受径D= mm

軸受幅b= mm

1)鉛直方向に最大張力が加わった場合

t= mm

F= kN

引張

σ= a×F/2bt = < N/mm2 OK

a= (応力集中係数)

はし抜け

τ= F/2bt = < N/mm2 OK

170

300

65

62

4.8 210

3

1.6 120

t

bF
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2)水平方向の外力が最大となる場合

軸受幅b= mm

t= mm

ﾘﾝｸ長L= mm

Fv= kN

Fh= kN

i)断面1

τ= √((σ1+σ2)/2)2+τ2 = < N/mm2 OK

引張

σ1= aFv/2bt = N/mm2

せん断

τ= aFh/bt = N/mm2

曲げ

σ2= aM/Z = N/mm2

M= Fh*L = kNmm

Z= 2(1/6)tb^2 = mm3

ii)断面2

τ= τ1+τ2 = < N/mm2 OK

はし抜け

τ1= Fv/2bt = N/mm2

ねじり

τ2= (1/2)×aM/3bt2 = N/mm2

65

500

35

50.9

22.3 120

300

0.9

10.0

2.7

7.8

39.2

25450

2.0E+06

10.9 120

t

b

L

Fh

Fv

↑浮体側

↓ｱﾝｶｰ側

(軸受け)

引張

はし抜け
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4.浮体側/ｱﾝｶｰ側構造の照査

板厚t= mm

B= mm

軸径d= mm

F= kN

1)鉛直方向に最大張力が加わった場合

引張

σ= a(F/2)/A = < N/mm2 OK

a= (応力集中係数)

はし抜け

τ= (F/2)/2A = < N/mm2 OK

2)水平方向の外力が最大となる場合

i)軸付近

F= R1 + Fv/2

= kN

R1= kN

Fv= kN

引張

σ= aF/A = < N/mm2 OK

a= (応力集中係数)

はし抜け

τ= F/2A = < N/mm2 OK

38

300

150

62

210

3

9.0 120

16.3 210

3

2.7 120

102

84.8

35

53.9

B

F

↓浮体側

/ｱﾝｶｰ側

Fv ↑ｼﾞｮｲﾝﾄ

R1

Fh×L

はし抜け

12 / 14



ii)鋼管付近

t= mm

B2= mm (=B:安全側)

h= mm

Fv= kN

Fh= kN

引張+曲げ

σ= σ1 + σ2 = < N/mm2 OK

引張

σ1= Fv/2A=

曲げ

σ2= Fh×h/2Z =

Z= (1/6)tB22 =

せん断

τ= Fh/A= < N/mm2 OK

38

300

200

35

50.9

10.5 210

1.5

8.9

570000

4.5 120

B2

Fv

Fh

h

引張+曲げ、

せん断
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4.浮体側/ｱﾝｶｰ側構造の溶接線長の照査

1)水平外力が軸と直角に作用する場合

荷重作用位置h= mm

B3= mm

Fv= kN

Fh= kN

溶接線長Lw= kN

隅肉サイズS= mm

せん断

τ= (Fm+Fv/2)/4A= < N/mm2 OK

A= Lw×S/√2= mm2

Fm= M/B3= [kN]

M= Fhh= [kNmm]

2)水平外力が軸方向に作用する場合

荷重作用位置L= mm

B2= mm

せん断

τ= (Fm+Fv/2)/4A= < N/mm2 OK

A= Lw×S/√2= mm2

Fm= M/B2= [kN]

M= FhL= [kNmm]

200

376

35

50.9

700

10

300

6.9 120

4949.7

118.8

35630

2.3 120

4949.7

27.1

10180

700

鋼管

ｼﾞｮｲﾝﾄﾘ

ﾝｸ
L

Fh

Fv

B2

Lw

τ

Fv

Fh

h

B3

τ
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入力

施設概略図 機器重量 [kg] 上部鋼管 照査値 許容値 判定

櫓＆航路標識 [kg] 曲げ 50.1 ＜ 210 OK

櫓φ [m] せん断 1.07 ＜ 120 OK

t [mm] 座屈 3.02 ＜ 45.0 OK

L [m] 薄肉円筒 1.67 ＜ 210 OK

高さ方向 0.83 ＜ 210 OK

シェル圧壊 75.7 ＜ 2.E+10 OK

上部鋼管φ [m] 圧縮 50.9 ＜ 210 OK

t [mm] 引張 47.1 ＜ 210 OK

+ 乾舷部L [m] 二軸応力状態 0.06 ＜ 1.2 OK

喫水部L [m]

m 浮力体φ [m] 照査値 許容値 判定

浮力体全高L [m] 余剰浮力 35.67 ＞ 10.66 OK

(斜板高L) [m]

斜板φ [m]

尾筒 照査値 許容値 判定

曲げ 46.2 ＜ 210 OK

せん断 0.27 ＜ 120 OK

座屈 - ＜ - OK

薄肉円筒 9.22 ＜ 210 OK

尾筒φ [m] 高さ方向 4.61 ＜ 210 OK

t [mm] シェル圧壊 528 ＜ 3.E+10 OK

L [m] 圧縮 48.0 ＜ 210 OK

(うち,バラスト区間) [m] 引張 46.2 ＜ 210 OK

バラスト密度 [t/m3] 二軸応力状態 0.06 ＜ 1.2 OK

海水,ｺﾝｸﾘ

ジョイントリンク [mm角]

ジョイント上端位置 [m]

アンカー [ton]

l: [m]

w: [m]

h: [m]

密度 [t/m3]

φ558.8x12.7

200

3.1

6

0.5588

3700

4.31

16

41.5

0

3.5

20.75

0.5588

φ558.8x16

12.7

3

10

3

0.5588

4.287

3

1.557

2.3

3

50

32.2

300

2.0

0.6

構
造

水
圧

合
力

構
造

水
圧

合
力

尾
筒

長
:Lφ

L.W.L

海底

喫
水
部

:
L

乾
舷
部

:
L

φ

φ

斜
板

高
:L

浮
力
体
高
:
L

斜
板
高

:
L

φ

φ

櫓
高
さ

:
L

H.W.L

フランジ

接合位置

フランジ

接合位置
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入力

浮力体ﾌﾚｰﾑ構造

高

浮体 [mm]

円柱 [mm]

斜板 [mm]

径

浮体径 [mm]

底板 [mm]

中央鋼管 [mm]

水密区画数

n 個

上面鋼板

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

Ox曲げ 98.9 ＜ 210 OK

Oy曲げ 45.9 ＜ 210 OK

A曲げ 201 ＜ 210 OK

B曲げ 144 ＜ 210 OK

せん断 1.76 ＜ 120 OK

補強リブ(赤)

FB 90 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

曲げ(外側圧縮) 34.2 ＜ 210 OK

曲げ(内側引張) 134 ＜ 210 OK

せん断 32.4 ＜ 120 OK

二軸応力 1.18 ＜ 1.2 OK

底板

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

Ox曲げ 82.3 ＜ 210 OK

Oy曲げ 38.2 ＜ 210 OK

A曲げ 168 ＜ 210 OK

B曲げ 120 ＜ 210 OK

せん断 2.0 ＜ 120 OK

補強リブ(赤)

FB 90 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

曲げ(外側圧縮) 43.5 ＜ 210 OK

曲げ(内側引張) 174 ＜ 210 OK

せん断 48.0 ＜ 120 OK

二軸応力 1.01 ＜ 1.2 OK

円錐 [mm] OK ← 円錐シェル 照査値 許容値 判定

周方向 41.2 ＜ 210 OK

径方向 19.9 ＜ 210 OK

二軸応力 0.03 ＜ 1.2 OK

圧壊 0.11 ＜ 1.20 OK

12

2300

600

9

9

3000

558.8

8

558.8

3500

………

6
0
0

2
3
0
0

6
0
0

3
5
0
0

3000

558.8
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入力

側板

t [mm] OK ← 円筒シェル 照査値 許容値 判定

シェル円周 16.4 ＜ 210 OK

シェル長手 8.20 ＜ 210 OK

圧壊 98.4 ＜ 3423 OK

補強リングn 本 OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

パネル周 [mm] Ox曲げ 55.6 ＜ 210 OK

パネル高 [mm] Oy曲げ 55.6 ＜ 210 OK

上端節L0 [mm] A曲げ 124 ＜ 210 OK

一般節Li [mm] B曲げ 124 ＜ 210 OK

下端節Ln [mm]

補強リング

[a] L 100 50 9 OK ← シェル構造 照査値 許容値 判定

梁曲げ(側板) 42.7 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 152 ＜ 210 OK

梁せん断 40.8 ＜ 120 OK

シェル円周 33.4 ＜ 210 OK

円周座屈 33.4 ＜ 103 OK

合力(円周) 76.1 ＜ 210 OK

[b] FB 100 9 合力(長手) 115 ＜ 210 OK

二軸応力 0.81 ＜ 1.2 OK

補強リブ(赤)

FB 75 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

梁曲げ(側板) 40.1 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 148 ＜ 210 OK

梁せん断 37.1 ＜ 120 OK

合力(円周) 107 ＜ 210 OK

合力(長手) 48.3 ＜ 210 OK

二軸応力 0.63 ＜ 1.2 OK

287.5

575

9

575

1179

287.5

4

……

側
板

パ
ネ

ル

n本

[a]案

側
板

[b]案

側
板

1179
5
7
5

Li

Ln

L0
2
8
7
.
5

2
8
7
.
5
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入力

水密隔壁

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

上辺 [mm] パネルA0曲げ 108 ＜ 210 OK

下辺 [mm] 　〃　An曲げ 129 ＜ 210 OK

パネルB(斜底板) 148 ＜ 210 OK

せん断 4.57 ＜ 120 OK

補強リブ(隔壁の両面)

n= 本

FB 125 9 OK ← はり 照査値 許容値 判定

梁曲げ(隔壁) 103 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 175 ＜ 210 OK

梁せん断 31.9 ＜ 120 OK

補強リブ(隔壁の両面) 二軸応力 1.16 ＜ 1.2 OK

FB 75 6 OK ← はり 照査値 許容値 判定

L [mm] 梁曲げ(隔壁) 109 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 170 ＜ 210 OK

梁せん断 41.6 ＜ 120 OK

※赤リブは中央に配置 二軸応力 1.06 ＜ 1.2 OK

575

1212

0

9

3

n+2

L

L

1212
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1.設計条件

１．設計条件

1)施設の位置

鹿児島県錦江湾

2)気象・海象条件

① 水深 ｈ　= + m

② 設計波浪 最大波高Hmax= m

有義波高H1/3= m 有義波周期　Ｔ1/3 = sec

波長　　Ｌ= m

③ 設計風速 Ｕ10  = m/sec ， Ｕmax = m/sec

Ｕ60  = m/sec

④ 海水流速（潮流速） Knot〔 m/sec〕

⑤ 吹送流速 Knot〔 m/sec〕

⑥ 海水密度 t/m3

⑦ 空気密度 kg/m3

0.26

1.7 0.86

4.9

37

39

50

5

2.5

1.25

1.03

0.5

30

28.5

4.287
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2.諸元|3.係留設計

２．施設諸元

鋼材密度ρS= [t/m3]= [kN/m
3
]

上部鋼管厚t= [mm]

尾筒管厚t= [mm]

側板厚t= [mm]

隔壁厚t= [mm]

抗力係数、設計流速など

その他定数等

重力加速度g= [m/s2]

海水密度ρO= [t/m3]= [kN/m3]

空気密度ρ= [kg/m3]= [N/m
3
]

生物付着量 [N/m2](水中)

生物付着厚 [mm]

ﾊﾞﾗｽﾄ密度ρb= [t/m3]= [kN/m3]

0.44 0.86 1.62

70

10.1

0.23

排水容積

V[m
3
]

32.5

2.45

0.74

19.7

5.09

νT[m/s]

5.09

0.03

50.0 --

77.0

16

80

0

区間長

L[m]

4.31

10.0

水深(上端)

Z[m]

3.0

3.5

20.75

0.0

3.0

部位
外径

D[m]

3.1

0.54 3.81

0.5588

0.5588

6.5

27.25

0.300 2.0 48.0

-14.31

0.5588 -10.0

表面積

A[m
2
]

42.0

17.6

5.27

33.0

36.4

36.4

喫
水

上部鋼管

浮力体

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

乾
舷

櫓

上部鋼管

アンカー

喫
水 尾筒(バラスト)

ジョイント

部位

尾筒(空所)

ジョイント

乾
舷

櫓

上部鋼管

上部鋼管

浮力体

吹送流速

νB[m/s]

抗力係数

CD

-

3.0

0.5588

20.75

12.7

9

9

7.85

--

-

-

0.86

0.80

0.75

0.39

潮流速

-

-

-

12.31.25

1.60

0.97

0.59

0.02

0.002

0.0

14.50

2

0.26

0.25

0.25

0.16

2.10

14.50

1

2 -

-

1

1

波の流速

νw[m/s]D'[m]

- -

-

生物付着後

質量係数

CM

-

-

排水容積

V'[m
3
]

-

--

13.36

風速

U10[m/s]

39.0

39.0

-

-5.59

自重

[t]

4.29

2.08

0.76

7.04

5.28

5.28

2.02

投影面積外径

A'[m
2
]

0.70 1.15

27.10

7.96

1.03

9.81

2

0.70

0.70

2

2

1

10.993.14

7.96 2

2
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2.諸元|3.係留設計

３．係留設計

1)浮体の傾き

波、風(および吹送流)による変動外力が作用していないとき

係留索の傾きφは、５．安定性より

φ= [deg]= [rad]

・潮流による水平力

F0= (1/2)ρ0Σ(CDA')νT
2 = [kN]

・余剰浮力

N= FN - WS - WL = [kN]

ただしFN:浮力(付着生物の体積を含まない)、

WS:構造物自重(質量)、WL:付着生物重量(水中重量)

★

(全余剰浮力)=

(全余剰浮力-上部鋼管浮力)=

上表「★」より、浮力体が余剰浮力の大部分を占める。この浮力体は常に

水中にあることから、当該構造物は中層浮魚礁に類似するものとし、

以下の検討は、中層浮魚礁の設計手順を参考とする。

浮力体

-

-

7.5

69.1

WS[kN]

42.1-

1.35

浮力

FN[kN]

潮流力

F0[kN]

水平

-3.3

1.36

2.9151.4

ジョイント 0.04 5.4 0.30 19.8 -14.7

合計

35.7

鉛直

乾
舷

尾筒(バラスト)

櫓

上部鋼管

生物重量

WL[kN]

-

-

喫
水

2.9151.40.40

尾筒(空所)

-

1.36

43.1

0.07

0.48

7.4

199.1

部位

0.37

20.4

0.0236

51.8

51.8

上部鋼管

余剰浮力

N[kN]

自重

-42.1

0.42

-20.4

-3.3

43.1

2.64

-0.5

127.4
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2.諸元|3.係留設計

2)ジョイント部の荷重

施設に潮流が作用してφ傾いた状態でつりあっているとき、

施設に風、吹送流、波による外力が一時的に作用することを考える。

外力作用中、φは1)からほとんど変化しないものとし、

最も不利な状況として、波外力は1)と同方向に作用するものとする。

施設のピッチ回転については、角速度は十分に小さいものとし、

向心すなわち施設長手方向としては無視できるものとする。

施設に作用する、長手方向の流体力は

Fw= ±FD =± [kN]

FD= (1/2)ρ0Σ(CDA')νW
2 = [kN]

表.波の粒子速度による抗力

以上より、ジョイント部の最大荷重は

Tmax= N/cosφ + FWmax = [kN]

(N/cosφ:余剰浮力と潮流力の合力)

乾
舷

櫓 -

上部鋼管 -

上部鋼管

喫
水

波抗力

FD[kN]

10.7

10.7

長手方向

浮力体 5.32

54

合計 10.7

2.77

尾筒(空所) 2.57

尾筒(バラスト) 0.00

ジョイント 0.00

部位

Fo

FwN

T

φ

Fo

Fw

N

T
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2.諸元|3.係留設計

3)アンカー必要重量の算定

係留基礎に、重力式アンカーを用いる。必要最低質量は、下記[a][b]より

Wmax= [ton]

[a]静止摩擦力が最小となる場合

上記2)のφ方向にジョイント部最大荷重が、

水平方向に風、吹送流が作用する場合

W≧ [Tmax(fsinφ+μcosφ)+fF]/μ(1-ρO/ρS)

= [kN]= [ton]

滑動安全率f=

摩擦係数μ= (安全側を採用)

ｱﾝｶ-密度ρs= t/m3

水平外力F= [kN]

[b]滑動方向の外力が最大となる場合

すなわち、鉛直方向に余剰浮力が、

水平方向に風、吹送流、潮流、波による外力が作用する場合

W≧ (fF'+μN)/μ(1-ρO/ρS)

= [kN]= [ton]

水平外力F'= [kN]

鉛直力N= [kN

外力F水平方向

0.00

57.9

0.48 4.23

0.40 1.160.00

0.00

10.7 45.9

波抗力

[kN]

-

-

2.77

[kN]

- -

潮流力 吹送流力

[kN]

-

0.07 0.79-

-

-

-

-

0.37 3.66

-

2.3

部位

302 30.8

1.2

0.5

1.3635.7合計

鉛直方向

余剰浮力

N[kN]

-42.1

-20.4

-0.47

127.4

-3.33

45.9

57.9

35.7

5.32

2.57

外力F'

任意方向

-3.33

-14.7

風荷重

[kN]

0.04

25.4

10.6

乾
舷

櫓

上部鋼管

喫
水

上部鋼管

浮力体

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

ジョイント

316 32.2

32.2

参照図書①MF21 pp48
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2.諸元|3.係留設計

4)余剰浮力の照査

緊張係留方式では、係留索に大きな衝撃力が加わらないよう、

余剰浮力を十分に確保し、係留索に緊張状態を維持させる必要がある。

係留張力が最も小さくなるとき、係留索方向の力のつり合い式から

Tmin= Ncosφ + (Fw)min ＞

⇔ N ＞ (Fw)max /cosφ

∴ N= ＞ [kN] … OK

※ただし、ここで施設が有する余剰浮力は、波の影響を考慮し、

上部鋼管の排水容積(浮力)を加味しないものとする。

35.7 10.7

0.0
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4.構造照査

４．構造照査

施設が潮流を受け、傾斜φでつりあい状態にあるとき、風と波が一時的に作用し、

施設に加速度が生じることを考える。簡単のために以下のような前提を設ける。

① 質量mの施設が、水平方向に流体力Wを受け、加速度aで運動する。

このとき、Wとaの方向は同じとする。すなわち、座標系を

施設構造に固定したとき、施設構造に作用する慣性力maとWの方向は、

互いに反対となる(下図右)。

(慣性ﾓｰﾒﾝﾄI、角加速度γ、見かけのﾄﾙｸNの関係も同様に考える)

② 施設固定座標系において、見かけのﾄﾙｸNは、

構造に対して曲げﾓｰﾒﾝﾄとして現れるから、角加速度γは考慮するものとする。

③ 施設の傾斜方向の動揺振幅(変位)は十分に小さいものとする。かつ、外力周期が

大きいことから、傾斜運動の角速度はごく小さい。

そのため、角速度に相関する遠心力とコリオリ力は無視できるものとする。

④ 施設長手方向の変位および加速度はごく小さく、無視できるものとする。

⑤ 施設の初期傾斜φおよび、浮体と水粒子の相対速度の影響は

十分に小さいものとし、考慮しない。
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4.構造照査

1)外力等条件の整理(水平方向)

各物理量は、図の矢印の向きを正とする。

地球固定座標系において

水平方向の運動方程式

m・a= W - FT + F0 … [1]

回転方向の運動方程式(重心まわり)

I・γ= ∫ (w・z) dz + FT・hg + M0 - MI … [2]

(z:重心原点、h:係留環原点)

浮体固定座標系において

水平方向のつりあい式

W= Fa + FT + F0 … [3]

回転方向のつりあい式(重心まわり)

N= ∫ (w・z) dz + FT・hg + M0 - MI … [4]

各式を比較して

Fa= m・a … [5]

N= I・γ … [6]

h 
= 
0

i
 
=
 
0

z
 
=
 
0

水平力

F_T

加速度a

角加速度γ

浮体重心G

地球固定座標系
流

体
力

W

水平力

F_T

慣性力Fa

見かけのトルクN

浮体固定座標系

流
体

力
W

M_0

M_I

F_0

M_0

M_I

F_0

加速度a

角加速度γ
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4.構造照査

2)施設のsurge方向およびpitch方向運動による断面力

浮体を櫓側から順に分割し、断面i-1～iを「区間i」とする。

区間i中央に固定した座標系において、同区間を下図右のような自由物体として考え、

断面iにおける断面力を求める。

区間iは、区間i固定座標系において静止している。

せん断力Fi、ﾓｰﾒﾝﾄMiはそれぞれ以下の通り。

区間iの水平方向のつりあいから

Fi + Fai = Fi-1 + Wi

⇔ Fi = Fi-1 + Wi - mi (a + ziγ) … [7]

ここで、区間iに作用する慣性力は

Fai = miai = mi (a + ziγ) … [8]

(zi :区間i重心の位置(浮体高さ方向、浮体重心原点、上向き正))

区間i重心まわりのﾓｰﾒﾝﾄのつりあいから

Mi + Ni = Mi-1 + ( Fi-1 + Fi ) Li/2

⇔ Mi = Mi-1 + ( Fi-1 + Fi ) Li/2 - I'iγ … [9]

ここで、区間iに作用する見かけのﾄﾙｸは

Ni = I'iγ … [10]

(I'i :区間iの慣性ﾓｰﾒﾝﾄ(区間iの重心まわり))

(Li :区間iの長さ)

水平張力F_T

加速度a

角加速度γ

慣性力Fa

見かけのトルクN

流
体

力
W

h 
= 
0

i
 
=
 
0

z
 
=
 
0

F_i-1

M_i-1

F_i

流体力:W_i

慣性力:Fa_i

=m_i * a_i

M_i

見かけの

トルク

Ni =

I'_i * γ

加速度a_i 

= a + z_i * γ

角加速度γ

W_i+1

F_i

M_i

M_0

M_I

F_0

※浮力体には尾筒部を貫通させる。浮力

体に加わる断面力に対する強度は、尾筒

の鋼管のみで確保する。
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4.構造照査

また、境界条件として

櫓の天井面(i=0)において

天井面に作用する外力

F0 = 0 [kN] … [11]

天井面に作用するﾄﾙｸ

M0 = 0 [kN・m] … [12]

係留環(i=I)において

係留環に作用する水平力

FI = FT … [13]

係留環に作用するﾄﾙｸ

MI = [kN・m] … [14]

(いずれも施設端面における流体粒子の影響は無視する)

i

1

2

3

4

5

6

7

水平張力＠ジョイント

0

IiI'i

慣性ﾓｰﾒﾝﾄ[t・m2]

mizi
2[kN]

0.48

0.40- 0.00

- 2.57

部位
[kN] [kN] [kN]

波抗力 潮流力風荷重

0.07

0.37

上部鋼管 -

乾
舷

櫓

上部鋼管

喫
水

浮力体

261

3428

200

200

10546

60.7

3228

2.77

25.4

吹送流力 質量

mi[t]

4.29

2.08

- -

-

-

-10.6 -

570

尾筒(バラスト)

0.683

尾筒(空所)

5.58

- 5.32

0.79

0.02 2.05ジョイント - 0.00

3.66

4.23

1.16

0.00

2850

735

118

581

9.22

17.4

5.58

0.620

11.6

2841

1170.81

7.31

2573

718

28

2572

1.33
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4.構造照査

i)風と波が、潮流と同方向であるとき

水平張力を FI= [kN] (潮流力のみ)と仮定する。

式[1]より、慣性力m・aを未知量として

m・a= W - FI + F0 = [kN]

(a= [m/s
2
] (= G))

W= [kN]

重心まわりに作用するﾄﾙｸは

式[2]より

I・γ= ΣWizi + FILg - MI = [kN・m]

γ= N/I = [rad/s
2
]

ここで、

FILg = [kN・m] (Lg:係留環-重心距離)

ΣWizi = [kN・m]

i

0

1

2

3

4

5

6

7

18.3

-2.46 0.0625

20.8 -0.963 137

11.4

0.890 2.53 10.5

1.54

3.53

9.70 18.3

1.06

-12.3 -0.8941.55

2.04

Fi[kN]

浮力体

ジョイント

5.90

0.0915

0.843

1.59

0.0567

56.3 40.3

0.21

10.1

7.27 11.4

3.63 1.64

-1.68

0.0229 4.18 -6.64

10.6 4.24

9.34 14.9

[kN・m]

13.3

0

9.41

せん断 ﾓｰﾒﾝﾄMi

0

121.3

-0.947 10.1

10.6

91.5

見かけﾄﾙｸ

Ni[kN・m]

-

-3.39

18.8

7.77

73.4

6.56

断面力(区間下端)

56.5

1.33

965

- - -

慣性力[kN]

mia mi(ziγ) Fai

喫
水

57.8

部位
水平外力

Wi[kN]

(櫓天井面) -

尾筒(空所)

乾
舷

48.6

916

尾筒(バラスト)

櫓 25.4 8.75

上部鋼管

上部鋼管

57.8
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4.構造照査

ii)風と波が、潮流と逆方向であるとき(潮流:右向き、風と波:左向き)

水平張力を FI= [kN] (潮流力のみ)と仮定する。

式[1]より、慣性力m・aを未知量として

m・a= W - FI + F0 = [kN]

(a= [m/s
2
] (= G))

W= [kN]

重心まわりに作用するﾄﾙｸは

式[2]より

I・γ= ΣWizi + FILg - MI = [kN・m]

γ= N/I = [rad/s
2
]

ここで、

FILg = [kN・m] (Lg:係留環-重心距離)

ΣWizi = [kN・m]

i

0

1

2

3

4

5

6

7

iii)各部断面力

以上、i)ii)の各表より、浮体が水平およびピッチ方向に運動する時、

浮体構造に作用する、せん断荷重および曲げﾓｰﾒﾝﾄの最大値はそれぞれ

上部鋼管 |S|max= [kN] |M|max= [kN・m]

尾筒 |S|max= [kN] |M|max= [kN・m]

-15.2

-104-7.47 -1.45

-7.42

-3.23

-137

1.19

-36.8

11.6

156

-0.77

mia

-5.39

-1.64

-56.5

0

Fi[kN]

せん断

mi(ziγ)

-11.6

-20.3

137

-0.05

- -

見かけﾄﾙｸ

-56.4

-10.6

-0.17 -16.7

3.64

-0.81

-9.85 -16.7
喫
水

(櫓天井面)

-4.24

櫓

-

乾
舷

ジョイント 6.07

尾筒(空所)

上部鋼管

3.05

-0.0836

-55.2

Fai

慣性力[kN]

-3.49

3.64

-0.76

-8.61 -14.9

-6.32

0.02

上部鋼管

尾筒(バラスト)

部位
水平外力

浮力体

-18.0

-2.46

-0.21

-

Wi[kN]

-881

-11.4

Ni[kN・m]

11.2

1.88

-0.97

1.54

-930

1.33

断面力(区間下端)

-0.06

0.104

-14.3

-10.0

-100

-156

[kN・m]

ﾓｰﾒﾝﾄMi

0

-4.18

-11.4

-10.6

-55.2

-9.23

48.6

-

-2.04

-25.4 -8.76
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4.構造照査

3)施設のheave方向運動による断面力

浮体は係留索方向(≒浮体長手方向)にはほとんど静止しているものとし、

地球固定座標系において、つりあい状態であるとする。

区間iの高さ方向のつりあいは

Ti = Σ( FNj - mjg )cosφ ± FWi )

ここで

Σ … j=1～iの総和

Ti … 区間i下端面における引張力(下向き正)

i)生物付着前

i

1

2

3

4

5

6

7

ii)生物付着後

i

1

2

3

4

5

6

7

上表より、浮体が上下方向(浮体長手方向)に運動する時、

浮体構造に作用する引張方向の力は

上部鋼管 Tmax= [kN] Tmin= [kN]

尾筒 Tmax= [kN] Tmin= [kN]

断面力(区間下端)

-65.7

-42.1

42.9

-42.1

-62.5

[kN]

-62.5

72.6

71.8

68.5

56.4

50.5

47.1

-65.7

53.8 32.4

47.1

7.9

51.8 2.1

51.8

[kN]

-62.5

断面力(区間下端)

[kN]

42.1

20.4

-42.1

-60.3

74.8

76.5

76.0

57.8

57.3

61.7

-

0.0

重力mig

-42.1

-62.5

[kN]

5.3

浮力FNi

-42.1

20.1

尾筒(バラスト)

199.1 69.1

7.4 7.5

櫓

部位

2.8

重力mig

乾
舷 上部鋼管

上部鋼管

喫
水

ジョイント

喫
水

ジョイント

42.1

-

部位

-

浮力FNi

51.4

51.4

-

乾
舷

櫓

5.41

71.7

54.7

-5.41 19.8

2.6

0.0

0.0

76.5

波抗力FDi

[kN][kN]

7.4

199.1

51.4

51.4

上部鋼管

54.7

浮力体

波抗力FDi

-64.7

60.2

20.4

2.2

-60.2

-

5.1

[kN] [kN]

浮力体

尾筒(空所)

-

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

-

上部鋼管

-
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4.構造照査

4)強度照査

以上2)3)より、設計荷重等を下表にまとめる

i)上部鋼管

 [a]発生応力度

σ= |P|max/A + |M|max/W

= ＋ = ＜ N/mm
2 … OK

τ= |S|max / 0.5A = ＜ N/mm2 … OK

[b]座屈照査

荷重表より、 座屈照査する

σ1= |Pmax|/A = ＜ N/mm2 (座屈応力) … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＞ k:断面2次半径 [mm]

圧縮力

Pmax= [kN]

13.0

65.7

141

2.1

193.1

3600

45.0

11.6 137

4 156

|S|max[kN]

曲げ|M|max

12.7

W[cm3]

2909

断面定数

27316

210

120

- 558.8

45.0

92.0

1.07

65.7

断面積

A[cm2]

218

鋼管外径

φ[mm]

板厚

t[mm]

558.8i)上部鋼管

ii)尾筒

[kN・m]

せん断

-

76

Tmax[kN]

引張

1E+06 6700

圧縮

Pmax[kN]

3.02

3.02 47.1 50.1
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4.構造照査

ii)尾筒

[a]発生応力度

σ= |T|max/A + |M|max/W

= ＋ = ＜ N/mm
2 … OK

τ= |S|max / 0.5A = ＜ N/mm
2 … OK

[b]座屈照査

荷重表より、 座屈照査しない

σ1 = |Pmax|/A = ＜ N/mm2 (座屈応力) … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )
2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＞ k:断面2次半径 [mm]

圧縮力

Pmax= [kN]

###### 5.6

###### 6700

5.6 2.1

454 92

41.5

2.80

0.27

43.4

-

192

120

46.2 210
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5.安定性

５．安定性の確認

傾斜がごく小さい時の静的安定性について検討する。

O:原点(任意)、B:浮心、G:重心、K:キール(浮力体底面)

施設が海底に係留されている時、

浮力体は常に水面下に位置し、浮力及び浮心位置は常に一定である。

復元ﾓｰﾒﾝﾄと転倒ﾓｰﾒﾝﾄの合成が、復元方向であればよい。

以下、点R(尾筒下端)まわりのﾓｰﾒﾝﾄについて、

波などによる喫水の変動を考慮し、ここでは

上部鋼管の浮力を加味しない。

潮流力のみ作用するとき、浮体の傾きφは

φ= [deg]

で平衡(つりあい)状態となる。

[補足]

重心および浮心の位置は常に一定であるため、合計ﾓｰﾒﾝﾄの方向は常に上記のφに

復元する方向にはたらき、施設は転覆しない。

潮流力 -41

10

1971

-1667

-41

20

3883

-3284

-41

1.35 5

989

-837-2260

-41

307

-262

力[kN]

31.1

1.35

36.6

-1.3

浮力

自重

喫
水

潮流力

[kN]

-

-

0.07

0.37

0.48

0.40

0.0

浮力

[kN]

-

-

7.4

部位

51.4

51.4

51.8

51.8

尾筒(上)

尾筒(下)

乾
舷

69.1199.1

112 263 558

浮体の傾きφ[deg]

ﾓｰﾒﾝﾄ(復元方向正)[kN・m]

36.9

0 267

19.8

0

-41

-41 0

区間中心

位置[m]

62.2

55.0

自重※

[kN]

42.1

20.4

7.5 48.5

45.3

33.1

12.4

1.0

櫓

浮力

自重

潮流力

中心[m]

上部鋼管

上部鋼管

浮力体

ジョイント

復元ﾓｰﾒﾝﾄ

5.409

浮心:B

重心:G

回転中心:R

ﾓｰﾒﾝﾄ合計
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6.水圧照査(その1)

６．水圧に対する強度照査

1)浮力体-上面板

浮力体上面が、基本水準面から m の水深に位置しているとする。

このとき、鋼板が受ける流体力は、 静水圧:P1= kN/m2

i)四辺固定板の照査

中央の鋼管および隔壁で区切られたパネルを長方形とみなし、

四辺固定板モデルとして強度照査する。

四辺固定板(短辺:a[mm],長辺:b[mm])に等分布荷重qが作用した場合の

曲げﾓｰﾒﾝﾄは、次式から求められる。

7.3

73.6

B

A
O

x

y

b

a

23 / 61 ページ



6.水圧照査(その1)

ａ

ｂ

ｔ

Mx

My

Mx

My

Mx

My

Mx

My

σx OK

σy OK

σx OK

σy OK

OK

3000 1179

縦横比 ｂ／ａ 1.7

1179 パネル板厚 (mm) 9

作用圧力(kN/m2) 73.6

パネル形状 (mm)
680

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0392680

0.0182

Ａ点 -0.0799

Ｂ点 -0.0571

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
1.335

558.8

0.620

Ａ点 -2.72

Ｂ点 -1.94

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
) 1.8

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点
98.9

45.9

Ａ点 201

Ｂ点 144

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

220

A B

O

x

y

My

0

X

Y

Mx
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6.水圧照査(その1)

ii)補強材(赤)の照査

単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 90 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Web. PL × 6

ｅ = mm

W1 = mm3

W2 = mm
3

発生応力度(点A:はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/W2= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

93500 4628250 377250

-3600221

38.5 1405279

90663

210

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

73.6 0.680 50.1

50.1 0.700 3.1

50.1 0.700 17.5

1889 49.5 93500 4628250 12750

90 540 0 0 0 364500

23228

34.2 210

134 210

32.4 120

2429

680

0.486 λ = 105

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)
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6.水圧照査(その1)

iii)二軸応力状態の照査

点Aにおける二軸応力

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σy = N/mm2 ：径方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm
2 ：せん断応力度

τa = N/mm2 ：許容応力度

-34.2

210

32.4

120

1.18 1.2

201.5

補強材

Skin PL

σy

σx

σy

σx
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6.水圧照査(その1)

2)浮力体-底板

浮力体底面が、基本水準面から m の水深に位置しているとする。

このとき、鋼板が受ける流体力は、 静水圧:P1= kN/m2

i)四辺固定板の照査

ａ

ｂ

ｔ

Mx

My

Mx

My

Mx

My

Mx

My

σx OK

σy OK

σx OK

σy OK

OK

10.8

109

作用圧力(kN/m2) 109

パネル形状 (mm)
680

3000 1179

縦横比 ｂ／ａ

1179 パネル板厚 (mm) 12

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0392

Ａ点 168

Ｂ点 120

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

1.96

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

-0.0799

Ｂ点 -0.0571

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
1.975

558.8

0.917

Ａ点 -4.03

Ｂ点 -2.88

82.3

38.2

1.7

680

0.0182

Ａ点

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
)

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点

220

A B

O

x

y
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6.水圧照査(その1)

ii)補強材(赤)の照査

単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 90 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 12

2 - Stf. PL × 6

ｅ = mm

W1 = mm3

W2 = mm
3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/W2= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

105

0

74.1 0.700 4.5

74.1 0.700 25.9

680

0.486 λ =

A(mm
2
)

48.0 120

109.0 0.680 74.1

6550667 394722

y(mm) Ay(mm
3
) Ay

2
(mm

4
) I(mm

4
)

2519 51.0 128444 6550667 30222

0 364500

3059 128444

-5395227

42.0 1550162

103344

25836

43.5 210

174 210

90 540 0

210
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6.水圧照査(その1)

iii)二軸応力状態の照査

点Aにおける二軸応力

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σy = N/mm
2 ：径方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

1.01 1.2

168

-43.5

210

48.0

120

補強材

Skin PL

σy

σx

σy

σx
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6.水圧照査(その1)

iv)斜板としての照査

斜板の外観図は、以下の通りである。

D1 mm

mm D2 mm mm

①円錐ｼｪﾙとしての照査

q･x･cosφ0

Nθ = = N/mm at x = mm

sin
2
φ0 = N/mm at x = mm

Nθ

→σθ = = ＜ N/mm
2 at x = mm … OK

t = ＜ N/mm2 at x = mm … OK

q･x cosφ0 h0
2

Ns = 1- = N/mm at x = mm

2 sin
2
φ0 x

2

Ns

→σs = = ＜ N/mm2 at x = mm … OK

t

ここで、q ： 静水圧(= N/m㎡)

cosφ0 =

sinφ0 =

h0 ： 円錐切欠き高さ(= mm)

t ： ｼｪﾙ厚(= mm)

3000

600

1220.6 558.8 1220.6

69.0 137

370 737

7.67 210 137

41.2 210 737

179 737

19.9 210 737

0.109

0.897

0.441

137

9
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6.水圧照査(その1)

②二軸応力状態の照査

σΘ
2 σΘ σL σL

2

- + = ≦ … OK

σa σa σa σa

σΘ = N/mm
2 ：周方向膜応力度 ※引張方向正

σL = N/mm
2 ：長さ方向膜応力度※引張方向正

σa = N/mm2

③座屈照査

r1 t 2.5

Pk = 2.4･E・ ･ = N/m㎡ ＞ q … OK

L' r1

ここで、Ｅ ： 弾性係数(= N/mm
2 
)

r1 ： 外周半径(= mm)

r2 ： 内周半径(= mm)

L' ： 円錐辺長(= mm)

0.029 1.2

-41.2

-19.9

210

1.20

200000

1500

279.4

1671

底板Skin PLσΘ

σL

σL

σΘ

31 / 61 ページ



6.水圧照査(その1)

kN/㎡

φ0= 26 deg

D1=

d1

q= kN/㎡

h0= L'=

D2=

137 1671

558.8

3000

109.0

3000

737 600

109.0

静水圧

NΘ

x

NΘ

Ns

Ns
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6.水圧照査(その1)

3)浮力体-側板

側板の強度は静水圧,潮流力,波力の合成作用力に対して確保するものとする。

i)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m3 ：海水の密度

g = m/s
2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V
2

2

= kN/m2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec

m/sec

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

7
2
8
7

98.4 75.7

9
5
8
7

2
3
0
0

98.4

7
2
8
7

73.6 7.3 73.6

9
5
8
796.8 9.587

53
001.52 5.300

23
00

1.0

1.03

23
00

1.03

9.81

9.587 96.8

30
00

2.12 3.0 2.12

0.969 3.0

0.693 5.3

0.255 3.0

l/a= 1.167 1.52

2.03

1.72

0.253 5.3

0.804 3.0

0.770 5.3

浮
力

浮
力

体
浮

力
体
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6.水圧照査(その1)

ii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

0.0984

1500

p・r

16.4 210

1500

9

t

p・r

8.20 210

2・t

0.0984

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ
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6.水圧照査(その1)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= [(π/α)
2 － 1] ＝ N/mm

2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
) (iii)②にて後述)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

α:隔壁配置角(= π/ 4 = deg)

L: 補強材配置間隔(= mm) (iii)①にて後述)

98.4

E・I

3.42

L・r
3 3423

200000

2E+06

1500

45

575

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その1)

iii)変形後の強度照査

漂流物の衝突等、想定外の荷重によって側板の円筒形状が巨視的に崩れた場合

(上記ii)の各式が適用できなくなった場合)について、検討する。

①側板パネルの照査

ｱｰﾁ形状が崩れた箇所の側板を平板と見做し、

隔壁と補強材で支持された四辺固定板モデルとして照査する。

補強材は高さ方向に 4 列配置する。

a

b

t

ML

補強材: Mθ

4 列 ML

Mθ

ML

Mθ

ML

Mθ

σL OK

σθ OK

σL OK

σθ OK

OK

98.4

パネル形状 (mm)
575

2300 288 590

作用圧力(kN/m2)

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0231

0.0231

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 -0.0513

1179 縦横比 b/a 1

575 パネル板厚 (mm) 9

288

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.75

0.75

Ａ点 -1.67

Ｂ点 -1.67

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
) 2.15

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点
55.6

55.6

Ａ点 124

Ｂ点 124

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

四辺固

定

パネル

…

………

B

A
O

x

y

b

a

●

A

B ●

My

0

X(:=L)

Y(:=θ)

Mx
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6.水圧照査(その1)

②補強材(青)の照査

側板が受ける水圧pに対し、補強材と側板(有効幅λ)が成すﾌﾚｰﾑによって、

浮力体が変形後の形状を維持できることを確認する。

補強材のｱｰﾁ形状が崩れている状態を想定する。

◆ﾌﾚｰﾑについて、単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
/8 = kN.m

最大せん断力

S= × /2 = kN

リブサイズ

L- 100 x 50 x 9 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Web. PL × 9

3 - Stf. PL × 9

ｅ= mm

W1= mm
3

W3= mm3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ3= M/W3= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

56.6 1.179 9.8

56.6 1.179 33.4

98.4 0.575 56.6

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

353 3173 50.0 158630 7931520 21415

576

0.244 λ = 176

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

50 450 -50.0 -22500 1125000 3038

91 819 0 0 0 565178

30.6 5487207

229590

64480

42.7 210

4442 136130 9056520 589631

-4158944

152 210

40.8 120
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6.水圧照査(その1)

◆ｼｪﾙ構造としてのﾌﾚｰﾑの照査

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

ここで

πrL: 半径r高さLの円柱が変形した時の投影面積の最大値

n: 補強材の本数

◆ｼｪﾙ応力に対する座屈照査

補強材方向

σθ= ＜ [N/mm2] … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＜ k:断面2次半径 [mm]

n・2A

33.4 102.9

1.2E+06 6700

102.9

p・πrL

33.4 210

92 35.1

2.1

1.179

70.4
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6.水圧照査(その1)

◆パネル応力、はり応力、ｼｪﾙ応力の合成

σθ= + ＝ ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σL = - ＝ ＜ N/mm2 (引張) … OK

◆A点(はりの中央)における二軸応力状態

σ↑
2 σ↑ σL σL

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σθ = N/mm2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σL = N/mm
2 ：長さ方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm
2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

21042.7

115 210

0.81 1.2

-76.1

124

210

40.8

120

124 8.20

33.4 76.1

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その1)

③補強材(赤)の照査

◆単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 75 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. PL × 6

ｅ= mm

W1= mm3

W2= mm
3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

58.0 0.575 16.7

590

0.513 λ = 86

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

98.4 0.590 58.0

58.0 0.575 2.40

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

173 1553 42.0 65211 2738842 10480

75 450 0 0 0 210938

2003 65211 2738842 221418

-2128317

32.6 831943

59852

16186

40.1 210

148 210

37.1 120

40 / 61 ページ



6.水圧照査(その1)

◆パネル応力、はり応力、ｼｪﾙ応力の合成

σθ= - ＝ ＜ N/mm
2 (引張) … OK

σL = + ＝ ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

◆B点(はりの中央)における二軸応力状態

σ↑
2 σ↑ σL σL

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σθ = N/mm2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σL = N/mm2 ：長さ方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm
2 ：許容応力度

τ = N/mm2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

124 16.4 107 210

40.1 8.20 48.3 210

0.63 1.2

124

-48

210

37.1

120

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その1)

4)浮力体-隔壁

外板の亀裂から浮力体内に浸水した状態を想定する。

浸水時においては、静水圧 kN/m2 が内部隔壁に作用するものとする。

浮力体は常に水面下にあることから、浸水区画は満水であるとして検討する。

i)水圧分布

fw = ρ0･g･z kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

= kN/㎡ at z = m

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

g = m/s
2 ：重力加速度 kN/㎡

mm

kN/m2

パネルB1 mm

kN/m2

パネルA1 mm

kN/m2 補強材:

… … 3 列 …

kN/m2

パネルAn mm

kN/m2

パネルB2

mm

kN/m2

mm

1
0
7
8
7

1.03

9.81 109.0

109.0

73.6

73.6 7.29

7
2
8
7

109.0 10.79

606

3
5
0
0

575

102.9

600

109.0

0

73.6

600

79.7

575

85.5

97.1

補強リブ

パネルB1 パネルAn

隔
壁

浸
水
区
画
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6.水圧照査(その1)

mm

kN/㎡ kN/㎡

mm

kN/㎡

kN/㎡

606

102.9

60
0

102.9

109.0

0.0

6.1

606
6
0
0

5
7
5

73.6

79.7

97.10.0

6.1

0.0

5.8

73.6

73.6

97.1

97.1

102.9

102.9

606

73.6

73.6

0

35.4

73.6

109.0

四辺固定板

0 Y

X

My

0

X

Y

Mx

四辺固定板

0 Y

X

パネルB1 パネルAn

四辺固定板

0 X

Y

パネルB2 全体パネル

+＝

+= +=

+=
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6.水圧照査(その1)

ii)パネル照査

[a]全体パネル

全体パネル外縁線に加わるせん断荷重は

S=( p1 ＋ p2 )/2× A

= [kN]

せん断応力

τ= S/(L×t)= ＜ [N/mm2] … OK

ここで

外縁の線長 L=

隔壁の板厚 t=

(簡単のため、パネルは長方形と見做した)

[b]パネルA1～An

水密隔壁を四辺固定板にモデル化して強度照査する。

四辺固定板に水圧分布qが作用した場合の曲げﾓｰﾒﾝﾄは

M=β・q・a2

ここで、βは以下の通り。

387.2

1204.57

9424

9

B

A
O

x

y

b

a

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

※下表では、短辺方向をx軸とする
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6.水圧照査(その1)

◆パネルB1

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

[kN/mm2] 73.6

パネル形状 (mm)
600

パネル形状 (mm)
600

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 6.1 等分布荷重

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.0 縦横比 ｂ／ａ 1.0

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.0115 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.359

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.359

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.040

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.612

0.025 0.612

Ａ点 -0.101

Ａ点 100.7

Ｂ点 5 Ｂ点 100.7

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
3.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
45.3

1.9 45.3

Ａ点 7.5

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.3

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
48

47

Ａ点 108

Ｂ点 105
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6.水圧照査(その1)

◆パネルAn

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

パネル形状 (mm)
575

パネル形状 (mm)
575

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 5.8 等分布荷重 [kN/mm2] 97.1

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.1 縦横比 ｂ／ａ 1.1

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.01150 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.647

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.647

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.035

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.742

0.022 0.742

Ａ点 -0.089

Ａ点 122.0

Ｂ点 4 Ｂ点 122.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
2.6

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
54.9

1.6 54.9

Ａ点 6.6

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.6

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
58

57

Ａ点 129

Ｂ点 126
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6.水圧照査(その1)

◆パネルB2

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

パネル形状 (mm)
600

パネル形状 (mm)
600

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 6.1 等分布荷重 [kN/mm2] 102.9

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.0 縦横比 ｂ／ａ 1.0

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.01150 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.900

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.900

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.040

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.856

0.025 0.856

Ａ点 -0.101

Ａ点 140.8

Ｂ点 5 Ｂ点 140.8

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
3.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
63.4

1.9 63.4

Ａ点 7.5

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.8

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
66

65

Ａ点 148

Ｂ点 145
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6.水圧照査(その1)

iii)補強リブ強度(青)

単純支持梁として照査する。

なお補強リブは隔壁の両面に取り付けるが、曲げの引張(浸水区画の外)側の

リブのみ有効であるとして照査する。

λ2= λ1=

L= mm

9

9

作用荷重 q1= × = kN/m

設計断面力 M= × 2/8= kN.m

S= × /2= kN.m

リブサイズ FB 125 x 9 〔SS400〕

フランジの片側有効幅

mm

→ mm

mm

→ mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. FB × 9

ｅ= mm

W1= mm
3

W2= mm3

発生応力度 σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

1.212 35.9

1212 180 180

125

102.9 0.575 59.2

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

360 3237 67.0 216903 14532526

2b2= 575

b2/l= 0.24 λ2 = 180

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

0 0 1464844

175 210

31.9 120

50

105275

62109

103 210

5234456

4362 216903 14532526 1486696

-10784767

21852

125 1125 0

2b1= 575

b1/l= 0.24 λ1 = 180

59.2 1.212 10.86

59.2

側壁

鋼管
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6.水圧照査(その1)

iv)二軸応力度の照査

はりの中央において

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σy = N/mm2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm
2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm2

210

31.9

120

1.16 1.2

148.2

-103.2

補強材
Skin PL

σy

σx

σx

σy
側
板

↑

浮
体
中
央

↑

49 / 61 ページ



6.水圧照査(その1)

iv)補強リブ強度(赤)

①単純支持梁として

なお補強リブは隔壁の両面に取り付けるが、曲げの引張(浸水区画の外)側の

リブのみ有効であるとして照査する。

λ2= λ1=

L= mm

9

6

作用荷重 q1= × = kN/m

設計断面力 M= × 2/8= kN.m

S= × /2= kN.m

リブサイズ FB 75 x 6 〔SS400〕

フランジの片側有効幅

mm

→ mm

mm

→ mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. FB × 6

ｅ= mm

W1= mm
3

W2= mm3

発生応力度 σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

90 90

75

102.9 0.606 62.4

0.600 18.7

2b1= 606

b1/l= 0.51 λ1 = 90

600

221873

-2236445

33 843107

25650

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

180 1620 42.0 68040 2857680 10935

75 450 0 0 0 210938

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

16489

109 210

170 210

41.6 120

2070 68040 2857680

2b2= 606

b2/l= 0.51 λ2 = 90

62.4 0.600 2.81

62.4

側壁

鋼管
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6.水圧照査(その1)

②二軸応力度の照査

はりの中央において

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σy = N/mm2 ：パネル応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm
2

τa = N/mm2

210

41.6

120

1.06

-109.4

126.0

1.2

補強材

Skin PL

σy

σx

σx

σy
側
板 ↑

浮
体
中
央

↑
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6.水圧照査(その2)

5)上部鋼管

上部鋼管は、円筒ｼｪﾙとしてモデル化する。

i)鋼管緒元

φD= [mm]

t= [mm]

I= [mm4] 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ

ii)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下[a][b]の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m
3 ：海水の密度

g = m/s2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

558.8

12.7

0 0

7.287

8E+08

75.7

0

3.8

7.287 73.6

73.6

1.03

9.81

3
0
0
0

72
87

75.7

上
部
鋼
管

上
部
鋼
管
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6.水圧照査(その2)

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V2

2

= kN/m
2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

3.80

2.12

3

5.37

2.12

1.0

1.03

3.80 0

l/a=

3

3
0
0
0

0.257 0

0.255 3

0.855 0

2.03 3

1.603 0

0.969 3

2.72 0

0.804

上
部
鋼
管
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6.水圧照査(その2)

iii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

0.0757

t

p・r

2・t

0.833 210

p・r

279.4

0.0757

279.4

12.7

1.67 210

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ
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6.水圧照査(その2)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= ＝ N/mm
2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

75.7

3EI

r
3

279

2E+07

2E+10

200000

8E+08

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その2)

iv)二軸応力状態

①合成荷重

ii)-①および２．構造照査より

σθ= [N/mm2] (圧縮)

σL = + = ＜ [N/mm2] (圧縮) … OK

+ = ＜ [N/mm2] (引張) … OK

τ = [N/mm2]

②二軸応力状態の照査

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σL = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σθ = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm
2

1.67

50.1

1.2

120

0.833

1.07

21050.9

47.1 0.000 47.1 210

-50.9

-1.67

210

1.07

0.06

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その2)

6)尾筒

尾筒は、円筒ｼｪﾙとしてモデル化する。

i)鋼管緒元

φD= [mm]

t= [mm]

I= [mm4] 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ

ii)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下[a][b]の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m
3 ：海水の密度

g = m/s2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

558.8

16

1E+09

528 110

1.03

9.81

4
1
5
0
0

528

109 10.787 109

4
8
0
0
0

10
78
7

52
28
7

6
5
0
0

52.287 528

528 52.287

41
50
0

尾
筒

尾
筒
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6.水圧照査(その2)

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V2

2

= kN/m
2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

0.02 48

4
1
5
0
0

1.0

1.03

0.20 48

0.586 6.5

0.001 48

l/a= 74.3 0.02

1.59 6.5

0.034 48

0.253 6.5

0.162 48

0.752 6.5

4
8
0
0
0

6
5
0
0

1.30 6.5 1.30

尾
筒
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6.水圧照査(その2)

iii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

9.22 210

t

p・r

4.61 210

0.5282

279.4

p・r

2・t

0.5282

279.4

16

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ
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6.水圧照査(その2)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= ＝ N/mm
2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

528

3EI

3E+07

r
3 3E+10

200000

1E+09

279

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その2)

iv)二軸応力状態

①合成荷重

ii)-①および２．構造照査より

σθ= [N/mm2] (圧縮)

σL = + = ＜ [N/mm2] (圧縮) … OK

= ＜ [N/mm2] (引張) … OK

τ = [N/mm2]

②二軸応力状態の照査

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σL = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σθ = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm
2

4.6143.4 48.0 210

9.22

46.2

46

-9.22

210

0.3

120

0.27

0.06 1.2

210

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ

61 / 61 ページ



 

 

 

 

添付資料 d  

設計計算書（最高潮位） 

 

  



もくじ

設計結果の概略 … 3

１．設計条件 … 7

２．施設諸元 … 8

３．係留設計 … 9

1)浮体の傾き

2)ジョイント部の荷重

3)アンカー必要重量の算定

4)余剰浮力の照査

４．構造照査 … 13

1)外力等条件の整理(水平方向)

2)施設のsurge方向およびpitch方向運動による断面力

3)施設のheave方向運動による断面力

4)強度照査

５．安定性の確認 … 22

６．水圧照査 … 23

1)浮力体-上面板

2)浮力体-底板

3)浮力体-側板

4)浮力体-隔壁

5)上部鋼管

6)尾筒

参照図書

① MF21 浮魚礁設計・施工技術基準 (社)マリノフォーラム21(平成4年3月)

② 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年版 (社)全国漁港漁場協会

③ 道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編 (社)日本道路協会(平成14年3月)



入力

施設概略図 機器重量 [kg] 上部鋼管 照査値 許容値 判定

櫓＆航路標識 [kg] 曲げ 58.3 ＜ 210 OK

櫓φ [m] せん断 1.29 ＜ 120 OK

t [mm] 座屈 2.74 ＜ 45.0 OK

L [m] 薄肉円筒 1.67 ＜ 210 OK

高さ方向 0.83 ＜ 210 OK

シェル圧壊 75.7 ＜ 2.E+10 OK

上部鋼管φ [m] 圧縮 59.2 ＜ 210 OK

t [mm] 引張 55.6 ＜ 210 OK

+ 乾舷部L [m] 二軸応力状態 0.08 ＜ 1.2 OK

喫水部L [m]

m 浮力体φ [m] 照査値 許容値 判定

浮力体全高L [m] 余剰浮力 35.07 ＞ 8.80 OK

(斜板高L) [m]

斜板φ [m]

尾筒 照査値 許容値 判定

曲げ 54.5 ＜ 210 OK

せん断 0.36 ＜ 120 OK

座屈 - ＜ - OK

薄肉円筒 9.22 ＜ 210 OK

尾筒φ [m] 高さ方向 4.61 ＜ 210 OK

t [mm] シェル圧壊 528 ＜ 3.E+10 OK

L [m] 圧縮 56.0 ＜ 210 OK

(うち,バラスト区間) [m] 引張 54.5 ＜ 210 OK

バラスト密度 [t/m3] 二軸応力状態 0.08 ＜ 1.2 OK

海水,ｺﾝｸﾘ

ジョイントリンク [mm角]

ジョイント上端位置 [m]

アンカー [ton]

l: [m]

w: [m]

h: [m]

密度 [t/m3]

φ558.8x12.7

200

3.1

6

0.5588

3700

4.31

16

41.5

0

3.5

20.75

0.5588

φ558.8x16

12.7

3

10

3

0.5588

4.287

3

1.459

2.3

3

50

30.2

300

2.0

0.6

構
造

水
圧

合
力

構
造

水
圧

合
力

尾
筒

長
:Lφ

L.W.L

海底

喫
水
部

:
L

乾
舷
部

:
L

φ

φ

斜
板

高
:L

浮
力
体
高
:
L

斜
板
高

:
L

φ

φ

櫓
高
さ

:
L

H.W.L

フランジ

接合位置

フランジ

接合位置
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入力

浮力体ﾌﾚｰﾑ構造

高

浮体 [mm]

円柱 [mm]

斜板 [mm]

径

浮体径 [mm]

底板 [mm]

中央鋼管 [mm]

水密区画数

n 個

上面鋼板

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

Ox曲げ 98.9 ＜ 210 OK

Oy曲げ 45.9 ＜ 210 OK

A曲げ 201 ＜ 210 OK

B曲げ 144 ＜ 210 OK

せん断 1.76 ＜ 120 OK

補強リブ(赤)

FB 90 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

曲げ(外側圧縮) 34.2 ＜ 210 OK

曲げ(内側引張) 134 ＜ 210 OK

せん断 32.4 ＜ 120 OK

二軸応力 1.18 ＜ 1.2 OK

底板

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

Ox曲げ 82.3 ＜ 210 OK

Oy曲げ 38.2 ＜ 210 OK

A曲げ 168 ＜ 210 OK

B曲げ 120 ＜ 210 OK

せん断 2.0 ＜ 120 OK

補強リブ(赤)

FB 90 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

曲げ(外側圧縮) 43.5 ＜ 210 OK

曲げ(内側引張) 174 ＜ 210 OK

せん断 48.0 ＜ 120 OK

二軸応力 1.01 ＜ 1.2 OK

円錐 [mm] OK ← 円錐シェル 照査値 許容値 判定

周方向 41.2 ＜ 210 OK

径方向 19.9 ＜ 210 OK

二軸応力 0.03 ＜ 1.2 OK

圧壊 0.11 ＜ 1.20 OK

12

2300

600

9

9

3000

558.8

8

558.8

3500

………

6
0
0

2
3
0
0

6
0
0

3
5
0
0

3000

558.8
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入力

側板

t [mm] OK ← 円筒シェル 照査値 許容値 判定

シェル円周 16.4 ＜ 210 OK

シェル長手 8.20 ＜ 210 OK

圧壊 98.4 ＜ 3423 OK

補強リングn 本 OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

パネル周 [mm] Ox曲げ 55.6 ＜ 210 OK

パネル高 [mm] Oy曲げ 55.6 ＜ 210 OK

上端節L0 [mm] A曲げ 124 ＜ 210 OK

一般節Li [mm] B曲げ 124 ＜ 210 OK

下端節Ln [mm]

補強リング

[a] L 100 50 9 OK ← シェル構造 照査値 許容値 判定

梁曲げ(側板) 42.7 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 152 ＜ 210 OK

梁せん断 40.8 ＜ 120 OK

シェル円周 33.4 ＜ 210 OK

円周座屈 33.4 ＜ 103 OK

合力(円周) 76.1 ＜ 210 OK

[b] FB 100 9 合力(長手) 115 ＜ 210 OK

二軸応力 0.81 ＜ 1.2 OK

補強リブ(赤)

FB 75 6 [mm] OK ← はり 照査値 許容値 判定

梁曲げ(側板) 40.1 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 148 ＜ 210 OK

梁せん断 37.1 ＜ 120 OK

合力(円周) 107 ＜ 210 OK

合力(長手) 48.3 ＜ 210 OK

二軸応力 0.63 ＜ 1.2 OK

287.5

575

9

575

1179

287.5

4

……

側
板

パ
ネ

ル

n本

[a]案

側
板

[b]案

側
板

1179
5
7
5

Li

Ln

L0
2
8
7
.
5

2
8
7
.
5
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入力

水密隔壁

t [mm] OK ← 四辺固定板 照査値 許容値 判定

上辺 [mm] パネルA0曲げ 108 ＜ 210 OK

下辺 [mm] 　〃　An曲げ 129 ＜ 210 OK

パネルB(斜底板) 148 ＜ 210 OK

せん断 4.57 ＜ 120 OK

補強リブ(隔壁の両面)

n= 本

FB 125 9 OK ← はり 照査値 許容値 判定

梁曲げ(隔壁) 103 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 175 ＜ 210 OK

梁せん断 31.9 ＜ 120 OK

補強リブ(隔壁の両面) 二軸応力 1.16 ＜ 1.2 OK

FB 75 6 OK ← はり 照査値 許容値 判定

L [mm] 梁曲げ(隔壁) 109.40 ＜ 210 OK

梁曲げ(補強材) 170.17 ＜ 210 OK

梁せん断 41.57 ＜ 120 OK

※赤リブは中央に配置 二軸応力 1.06 ＜ 1.2 OK

575

1212

0

9

3

n+2

L

L

1212
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1.設計条件

１．設計条件

1)施設の位置

鹿児島県錦江湾

2)気象・海象条件

① 水深 ｈ　= + m

② 設計波浪 最大波高Hmax= m

有義波高H1/3= m 有義波周期　Ｔ1/3 = sec

波長　　Ｌ= m

③ 設計風速 Ｕ10  = m/sec ， Ｕmax = m/sec

Ｕ60  = m/sec

④ 海水流速（潮流速） Knot〔 m/sec〕

⑤ 吹送流速 Knot〔 m/sec〕

⑥ 海水密度 t/m3

⑦ 空気密度 kg/m3

0.26

1.7 0.86

4.9

37

39

50

5

2.5

1.25

1.03

0.5

30

28.5

4.287
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2.諸元|3.係留設計

２．施設諸元

鋼材密度ρS= [t/m3]= [kN/m
3
]

上部鋼管厚t= [mm]

尾筒管厚t= [mm]

側板厚t= [mm]

隔壁厚t= [mm]

抗力係数、設計流速など

その他定数等

重力加速度g= [m/s2]

海水密度ρO= [t/m3]= [kN/m3]

空気密度ρ= [kg/m3]= [N/m
3
]

生物付着量 [N/m2](水中)

生物付着厚 [mm]

ﾊﾞﾗｽﾄ密度ρb= [t/m3]= [kN/m3]

0.44 0.86 1.62

70

10.1

0.22

排水容積

V[m
3
]

32.5

1.40

1.79

19.7

5.09

νT[m/s]

5.09

-0.03

50.0 --

77.0

16

80

0

区間長

L[m]

4.31

5.7

水深(上端)

Z[m]

7.3

3.5

20.75

0.0

7.3

部位
外径

D[m]

3.1

0.54 3.81

0.5588

0.5588

10.787

31.537

0.300 2.0 52.3

-10.02

0.5588 -5.7

表面積

A[m
2
]

42.0

10.0

12.79

33.0

36.4

36.4

喫
水

上部鋼管

浮力体

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

乾
舷

櫓

上部鋼管

アンカー

喫
水 尾筒(バラスト)

ジョイント

部位

尾筒(空所)

ジョイント

乾
舷

櫓

上部鋼管

上部鋼管

浮力体

吹送流速

νB[m/s]

抗力係数

CD

-

3.0

0.5588

20.75

12.7

9

9

7.85

--

-

-

0.86

0.74

0.68

0.32

潮流速

-

-

-

12.31.25

1.60

0.50

0.30

0.01

0.002

0.0

14.50

2

0.26

0.25

0.25

-0.16

5.09

14.50

1

2 -

-

1

1

波の流速

νw[m/s]D'[m]

- -

-

生物付着後

質量係数

CM

-

-

排水容積

V'[m
3
]

-

--

13.36

風速

U10[m/s]

39.0

39.0

-

-3.19

自重

[t]

4.29

1.27

1.57

7.04

5.28

5.28

2.02

投影面積外径

A'[m
2
]

0.70 2.79

27.10

7.96

1.03

9.81

2

0.70

0.70

2

2

1

10.993.14

7.96 2

2
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2.諸元|3.係留設計

３．係留設計

1)浮体の傾き

波、風(および吹送流)による変動外力が作用していないとき

係留索の傾きφは、５．安定性より

φ= [deg]= [rad]

・潮流による水平力

F0= (1/2)ρ0Σ(CDA')νT
2 = [kN]

・余剰浮力

N= FN - WS - WL = [kN]

ただしFN:浮力(付着生物の体積を含まない)、

WS:構造物自重(質量)、WL:付着生物重量(水中重量)

★

(全余剰浮力)=

(全余剰浮力-上部鋼管浮力)=

上表「★」より、浮力体が余剰浮力の大部分を占める。この浮力体は常に

水中にあることから、当該構造物は中層浮魚礁に類似するものとし、

以下の検討は、中層浮魚礁の設計手順を参考とする。

浮力体

-

-

15.4

69.1

WS[kN]

42.1-

1.47

浮力

FN[kN]

潮流力

F0[kN]

水平

-3.3

1.41

2.9151.4

ジョイント 0.04 5.4 0.30 19.8 -14.7

合計

35.1

鉛直

乾
舷

尾筒(バラスト)

櫓

上部鋼管

生物重量

WL[kN]

-

-

喫
水

2.9151.40.37

尾筒(空所)

-

1.41

53.1

0.17

0.46

18.1

199.1

部位

0.36

12.5

0.0257

51.8

51.8

上部鋼管

余剰浮力

N[kN]

自重

-42.1

1.02

-12.5

-3.3

53.1

2.64

1.6

127.4
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2.諸元|3.係留設計

2)ジョイント部の荷重

施設に潮流が作用してφ傾いた状態でつりあっているとき、

施設に風、吹送流、波による外力が一時的に作用することを考える。

外力作用中、φは1)からほとんど変化しないものとし、

最も不利な状況として、波外力は1)と同方向に作用するものとする。

施設のピッチ回転については、角速度は十分に小さいものとし、

向心すなわち施設長手方向としては無視できるものとする。

施設に作用する、長手方向の流体力は

Fw= ±FD =± [kN]

FD= (1/2)ρ0Σ(CDA')νW
2 = [kN]

表.波の粒子速度による抗力

以上より、ジョイント部の最大荷重は

Tmax= N/cosφ + FWmax = [kN]

(N/cosφ:余剰浮力と潮流力の合力)

乾
舷

櫓 -

上部鋼管 -

上部鋼管

喫
水

波抗力

FD[kN]

8.8

8.8

長手方向

浮力体 1.39

62

合計 8.8

6.74

尾筒(空所) 0.67

尾筒(バラスト) 0.00

ジョイント 0.00

部位

Fo

FwN

T

φ

Fo

Fw

N

T
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2.諸元|3.係留設計

3)アンカー必要重量の算定

係留基礎に、重力式アンカーを用いる。必要最低質量は、下記[a][b]より

Wmax= [ton]

[a]静止摩擦力が最小となる場合

上記2)のφ方向にジョイント部最大荷重が、

水平方向に風、吹送流が作用する場合

W≧ [Tmax(fsinφ+μcosφ)+fF]/μ(1-ρO/ρS)

= [kN]= [ton]

滑動安全率f=

摩擦係数μ= (安全側を採用)

ｱﾝｶ-密度ρs= t/m3

水平外力F= [kN]

[b]滑動方向の外力が最大となる場合

すなわち、鉛直方向に余剰浮力が、

水平方向に風、吹送流、潮流、波による外力が作用する場合

W≧ (fF'+μN)/μ(1-ρO/ρS)

= [kN]= [ton]

水平外力F'= [kN]

鉛直力N= [kN

外力F水平方向

0.00

50.9

0.46 3.49

0.37 0.790.00

0.00

8.8 40.7

波抗力

[kN]

-

-

6.74

[kN]

- -

潮流力 吹送流力

[kN]

-

0.17 1.92-

-

-

-

-

0.36 3.06

-

2.3

部位

296 30.2

1.2

0.5

1.4135.1合計

鉛直方向

余剰浮力

N[kN]

-42.1

-12.5

1.64

127.4

-3.33

40.7

50.9

35.1

1.39

0.67

外力F'

任意方向

-3.33

-14.7

風荷重

[kN]

0.04

25.4

6.1

乾
舷

櫓

上部鋼管

喫
水

上部鋼管

浮力体

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

ジョイント

285 29.1

30.2

参照図書①MF21 pp48
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2.諸元|3.係留設計

4)余剰浮力の照査

緊張係留方式では、係留索に大きな衝撃力が加わらないよう、

余剰浮力を十分に確保し、係留索に緊張状態を維持させる必要がある。

係留張力が最も小さくなるとき、係留索方向の力のつり合い式から

Tmin= Ncosφ + (Fw)min ＞

⇔ N ＞ (Fw)max /cosφ

∴ N= ＞ [kN] … OK

※ただし、ここで施設が有する余剰浮力は、波の影響を考慮し、

上部鋼管の排水容積(浮力)を加味しないものとする。

35.1 8.8

0.0
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4.構造照査

４．構造照査

施設が潮流を受け、傾斜φでつりあい状態にあるとき、風と波が一時的に作用し、

施設に加速度が生じることを考える。簡単のために以下のような前提を設ける。

① 質量mの施設が、水平方向に流体力Wを受け、加速度aで運動する。

このとき、Wとaの方向は同じとする。すなわち、座標系を

施設構造に固定したとき、施設構造に作用する慣性力maとWの方向は、

互いに反対となる(下図右)。

(慣性ﾓｰﾒﾝﾄI、角加速度γ、見かけのﾄﾙｸNの関係も同様に考える)

② 施設固定座標系において、見かけのﾄﾙｸNは、

構造に対して曲げﾓｰﾒﾝﾄとして現れるから、角加速度γは考慮するものとする。

③ 施設の傾斜方向の動揺振幅(変位)は十分に小さいものとする。かつ、外力周期が

大きいことから、傾斜運動の角速度はごく小さい。

そのため、角速度に相関する遠心力とコリオリ力は無視できるものとする。

④ 施設長手方向の変位および加速度はごく小さく、無視できるものとする。

⑤ 施設の初期傾斜φおよび、浮体と水粒子の相対速度の影響は

十分に小さいものとし、考慮しない。
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4.構造照査

1)外力等条件の整理(水平方向)

各物理量は、図の矢印の向きを正とする。

地球固定座標系において

水平方向の運動方程式

m・a= W - FT + F0 … [1]

回転方向の運動方程式(重心まわり)

I・γ= ∫ (w・z) dz + FT・hg + M0 - MI … [2]

(z:重心原点、h:係留環原点)

浮体固定座標系において

水平方向のつりあい式

W= Fa + FT + F0 … [3]

回転方向のつりあい式(重心まわり)

N= ∫ (w・z) dz + FT・hg + M0 - MI … [4]

各式を比較して

Fa= m・a … [5]

N= I・γ … [6]

h 
= 
0

i
 
=
 
0

z
 
=
 
0

水平力

F_T

加速度a

角加速度γ

浮体重心G

地球固定座標系
流

体
力

W

水平力

F_T

慣性力Fa

見かけのトルクN

浮体固定座標系

流
体

力
W

M_0

M_I

F_0

M_0

M_I

F_0

加速度a

角加速度γ
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4.構造照査

2)施設のsurge方向およびpitch方向運動による断面力

浮体を櫓側から順に分割し、断面i-1～iを「区間i」とする。

区間i中央に固定した座標系において、同区間を下図右のような自由物体として考え、

断面iにおける断面力を求める。

区間iは、区間i固定座標系において静止している。

せん断力Fi、ﾓｰﾒﾝﾄMiはそれぞれ以下の通り。

区間iの水平方向のつりあいから

Fi + Fai = Fi-1 + Wi

⇔ Fi = Fi-1 + Wi - mi (a + ziγ) … [7]

ここで、区間iに作用する慣性力は

Fai = miai = mi (a + ziγ) … [8]

(zi :区間i重心の位置(浮体高さ方向、浮体重心原点、上向き正))

区間i重心まわりのﾓｰﾒﾝﾄのつりあいから

Mi + Ni = Mi-1 + ( Fi-1 + Fi ) Li/2

⇔ Mi = Mi-1 + ( Fi-1 + Fi ) Li/2 - I'iγ … [9]

ここで、区間iに作用する見かけのﾄﾙｸは

Ni = I'iγ … [10]

(I'i :区間iの慣性ﾓｰﾒﾝﾄ(区間iの重心まわり))

(Li :区間iの長さ)

水平張力F_T

加速度a

角加速度γ

慣性力Fa

見かけのトルクN

流
体

力
W

h 
= 
0

i
 
=
 
0

z
 
=
 
0

F_i-1

M_i-1

F_i

流体力:W_i

慣性力:Fa_i

=m_i * a_i

M_i

見かけの

トルク

Ni =

I'_i * γ

加速度a_i 

= a + z_i * γ

角加速度γ

W_i+1

F_i

M_i

M_0

M_I

F_0

※浮力体には尾筒部を貫通させる。浮力

体に加わる断面力に対する強度は、尾筒

の鋼管のみで確保する。

15 / 61 ページ



4.構造照査

また、境界条件として

櫓の天井面(i=0)において

天井面に作用する外力

F0 = 0 [kN] … [11]

天井面に作用するﾄﾙｸ

M0 = 0 [kN・m] … [12]

係留環(i=I)において

係留環に作用する水平力

FI = FT … [13]

係留環に作用するﾄﾙｸ

MI = [kN・m] … [14]

(いずれも施設端面における流体粒子の影響は無視する)

i

1

2

3

4

5

6

7

水平張力＠ジョイント

0

IiI'i

慣性ﾓｰﾒﾝﾄ[t・m2]

mizi
2[kN]

0.46

0.37- 0.00

- 0.67

部位
[kN] [kN] [kN]

波抗力 潮流力風荷重

0.17

0.36

上部鋼管 -

乾
舷

櫓

上部鋼管

喫
水

浮力体

264

3446

200

200

10589

63.1

3245

6.74

25.4

吹送流力 質量

mi[t]

4.29

1.27

- -

-

-

-6.1 -

561

尾筒(バラスト)

0.683

尾筒(空所)

5.58

- 1.39

1.92

0.02 2.05ジョイント - 0.00

3.06

3.49

0.79

0.00

2835

546

343

573

9.22

3.5

5.58

7.437

11.6

2826

3351.67

7.31

2582

543

28

2581

1.39
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4.構造照査

i)風と波が、潮流と同方向であるとき

水平張力を FI= [kN] (潮流力のみ)と仮定する。

式[1]より、慣性力m・aを未知量として

m・a= W - FI + F0 = [kN]

(a= [m/s
2
] (= G))

W= [kN]

重心まわりに作用するﾄﾙｸは

式[2]より

I・γ= ΣWizi + FILg - MI = [kN・m]

γ= N/I = [rad/s
2
]

ここで、

FILg = [kN・m] (Lg:係留環-重心距離)

ΣWizi = [kN・m]

i

0

1

2

3

4

5

6

7

18.0

-2.88 0.0614

18.8 -0.978 165

10.0

2.129 5.11 13.0

1.59

2.36

8.27 18.0

1.04

-12.1 -2.1411.16

1.78

Fi[kN]

浮力体

ジョイント

5.76

0.0899

0.828

0.31

0.6684

49.3 38.9

0.18

9.9

4.63 10.0

8.83 2.98

-1.69

0.0229 3.66 -6.54

6.1 2.27

4.81 13.0

[kN・m]

16.1

0

9.29

せん断 ﾓｰﾒﾝﾄMi

0

145.4

-1.312 9.8

10.0

64.8

見かけﾄﾙｸ

Ni[kN・m]

-

-4.62

17.5

4.63

89.3

7.86

断面力(区間下端)

49.5

1.39

952

- - -

慣性力[kN]

mia mi(ziγ) Fai

喫
水

50.9

部位
水平外力

Wi[kN]

(櫓天井面) -

尾筒(空所)

乾
舷

50.8

901

尾筒(バラスト)

櫓 25.4 7.65

上部鋼管

上部鋼管

50.9
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4.構造照査

ii)風と波が、潮流と逆方向であるとき(潮流:右向き、風と波:左向き)

水平張力を FI= [kN] (潮流力のみ)と仮定する。

式[1]より、慣性力m・aを未知量として

m・a= W - FI + F0 = [kN]

(a= [m/s
2
] (= G))

W= [kN]

重心まわりに作用するﾄﾙｸは

式[2]より

I・γ= ΣWizi + FILg - MI = [kN・m]

γ= N/I = [rad/s
2
]

ここで、

FILg = [kN・m] (Lg:係留環-重心距離)

ΣWizi = [kN・m]

i

0

1

2

3

4

5

6

7

iii)各部断面力

以上、i)ii)の各表より、浮体が水平およびピッチ方向に運動する時、

浮体構造に作用する、せん断荷重および曲げﾓｰﾒﾝﾄの最大値はそれぞれ

上部鋼管 |S|max= [kN] |M|max= [kN・m]

尾筒 |S|max= [kN] |M|max= [kN・m]

-18.2

-73-4.41 -0.28

-8.80

-2.14

-162

1.25

-35.2

14.0

185

-0.75

mia

-5.20

-2.99

-49.6

0

Fi[kN]

せん断

mi(ziγ)

-14.0

-18.3

162

-0.60

- -

見かけﾄﾙｸ

-49.4

-10.5

0.97 -16.3

4.86

-1.92

-8.44 -16.3
喫
水

(櫓天井面)

-2.27

櫓

-

乾
舷

ジョイント 5.91

尾筒(空所)

上部鋼管

3.48

-0.0812

-48.2

Fai

慣性力[kN]

-8.48

4.86

-0.41

-4.09 -13.1

-3.70

0.02

上部鋼管

尾筒(バラスト)

部位
水平外力

浮力体

-16.6

-4.91

-0.18

-

Wi[kN]

-860

-10.0

Ni[kN・m]

10.9

2.25

-0.94

1.52

-911

1.39

断面力(区間下端)

-0.06

0.126

-14.1

-9.3

-117

-185

[kN・m]

ﾓｰﾒﾝﾄMi

0

-3.66

-10.0

-6.1

-48.1

-8.94

50.8

-

-1.79

-25.4 -7.66
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4.構造照査

3)施設のheave方向運動による断面力

浮体は係留索方向(≒浮体長手方向)にはほとんど静止しているものとし、

地球固定座標系において、つりあい状態であるとする。

区間iの高さ方向のつりあいは

Ti = Σ( FNj - mjg )cosφ ± FWi )

ここで

Σ … j=1～iの総和

Ti … 区間i下端面における引張力(下向き正)

i)生物付着前

i

1

2

3

4

5

6

7

ii)生物付着後

i

1

2

3

4

5

6

7

上表より、浮体が上下方向(浮体長手方向)に運動する時、

浮体構造に作用する引張方向の力は

上部鋼管 Tmax= [kN] Tmin= [kN]

尾筒 Tmax= [kN] Tmin= [kN]

断面力(区間下端)

-59.6

-42.1

55.7

-42.1

-54.6

[kN]

-54.6

82.6

79.9

76.6

66.4

62.4

59.0

-59.65

61.9 44.3

59.0

16.4

51.8 0.5

51.8

[kN]

-54.6

断面力(区間下端)

[kN]

42.1

12.5

-42.1

-46.5

84.9

85.0

84.6

70.5

70.1

70.2

-

0.0

重力mig

-42.1

-54.6

[kN]

1.4

浮力FNi

-42.1

20.1

尾筒(バラスト)

199.1 69.1

18.1 15.4

櫓

部位

6.7

重力mig

乾
舷 上部鋼管

上部鋼管

喫
水

ジョイント

喫
水

ジョイント

42.1

-

部位

-

浮力FNi

51.4

51.4

-

乾
舷

櫓

5.41

71.7

54.7

-5.41 19.8

0.7

0.0

0.0

85.0

波抗力FDi

[kN][kN]

18.1

199.1

51.4

51.4

上部鋼管

54.7

浮力体

波抗力FDi

-57.3

71.4

12.5

5.4

-46.2

-

1.3

[kN] [kN]

浮力体

尾筒(空所)

-

尾筒(空所)

尾筒(バラスト)

-

上部鋼管

-
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4.構造照査

4)強度照査

以上2)3)より、設計荷重等を下表にまとめる

i)上部鋼管

 [a]発生応力度

σ= |P|max/A + |M|max/W

= ＋ = ＜ N/mm
2 … OK

τ= |S|max / 0.5A = ＜ N/mm2 … OK

[b]座屈照査

荷重表より、 座屈照査する

σ1= |Pmax|/A = ＜ N/mm2 (座屈応力) … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＞ k:断面2次半径 [mm]

圧縮力

Pmax= [kN]

13.0

59.6

141

2.1

193.1

3600

45.0

14.0 162

5 185

|S|max[kN]

曲げ|M|max

12.7

W[cm3]

2909

断面定数

27316

210

120

- 558.8

45.0

92.0

1.29

59.6

断面積

A[cm2]

218

鋼管外径

φ[mm]

板厚

t[mm]

558.8i)上部鋼管

ii)尾筒

[kN・m]

せん断

-

85

Tmax[kN]

引張

1E+06 6700

圧縮

Pmax[kN]

2.74

2.74 55.6 58.3
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4.構造照査

ii)尾筒

[a]発生応力度

σ= |T|max/A + |M|max/W

= ＋ = ＜ N/mm
2 … OK

τ= |S|max / 0.5A = ＜ N/mm
2 … OK

[b]座屈照査

荷重表より、 座屈照査しない

σ1 = |Pmax|/A = ＜ N/mm2 (座屈応力) … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )
2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＞ k:断面2次半径 [mm]

圧縮力

Pmax= [kN]

###### 5.6

###### 6700

5.6 2.1

454 92

41.5

3.11

0.36

51.4

-

192

120

54.5 210
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5.安定性

５．安定性の確認

傾斜がごく小さい時の静的安定性について検討する。

O:原点(任意)、B:浮心、G:重心、K:キール(浮力体底面)

施設が海底に係留されている時、

浮力体は常に水面下に位置し、浮力及び浮心位置は常に一定である。

復元ﾓｰﾒﾝﾄと転倒ﾓｰﾒﾝﾄの合成が、復元方向であればよい。

以下、点R(尾筒下端)まわりのﾓｰﾒﾝﾄについて、

波などによる喫水の変動を考慮し、ここでは

上部鋼管の浮力を加味しない。

潮流力のみ作用するとき、浮体の傾きφは

φ= [deg]

で平衡(つりあい)状態となる。

[補足]

重心および浮心の位置は常に一定であるため、合計ﾓｰﾒﾝﾄの方向は常に上記のφに

復元する方向にはたらき、施設は転覆しない。

潮流力 -45

10

1971

-1669

-45

20

3883

-3287

-45

1.47 5

989

-838-2470

-45

307

-262

力[kN]

32.8

1.47

36.6

-1.4

浮力

自重

喫
水

潮流力

[kN]

-

-

0.17

0.36

0.46

0.37

0.0

浮力

[kN]

-

-

18.1

部位

51.4

51.4

51.8

51.8

尾筒(上)

尾筒(下)

乾
舷

69.1199.1

107 258 551

浮体の傾きφ[deg]

ﾓｰﾒﾝﾄ(復元方向正)[kN・m]

36.9

0 291

19.8

0

-45

-45 0

区間中心

位置[m]

62.2

57.1

自重※

[kN]

42.1

12.5

15.4 50.6

45.3

33.1

12.4

1.0

櫓

浮力

自重

潮流力

中心[m]

上部鋼管

上部鋼管

浮力体

ジョイント

復元ﾓｰﾒﾝﾄ

5.409

浮心:B

重心:G

回転中心:R

ﾓｰﾒﾝﾄ合計
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6.水圧照査(その1)

６．水圧に対する強度照査

1)浮力体-上面板

浮力体上面が、基本水準面から m の水深に位置しているとする。

このとき、鋼板が受ける流体力は、 静水圧:P1= kN/m2

i)四辺固定板の照査

中央の鋼管および隔壁で区切られたパネルを長方形とみなし、

四辺固定板モデルとして強度照査する。

四辺固定板(短辺:a[mm],長辺:b[mm])に等分布荷重qが作用した場合の

曲げﾓｰﾒﾝﾄは、次式から求められる。

7.3

73.6

B

A
O

x

y

b

a
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6.水圧照査(その1)

ａ

ｂ

ｔ

Mx

My

Mx

My

Mx

My

Mx

My

σx OK

σy OK

σx OK

σy OK

OK

3000 1179

縦横比 ｂ／ａ 1.7

1179 パネル板厚 (mm) 9

作用圧力(kN/m2) 73.6

パネル形状 (mm)
680

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0392680

0.0182

Ａ点 -0.0799

Ｂ点 -0.0571

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
1.335

558.8

0.620

Ａ点 -2.72

Ｂ点 -1.94

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
) 1.8

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点
98.9

45.9

Ａ点 201

Ｂ点 144

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

220

A B

O

x

y

My

0

X

Y

Mx
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6.水圧照査(その1)

ii)補強材(赤)の照査

単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 90 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Web. PL × 6

ｅ = mm

W1 = mm3

W2 = mm
3

発生応力度(点A:はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/W2= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

93500 4628250 377250

-3600221

38.5 1405279

90663

210

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

73.6 0.680 50.1

50.1 0.700 3.1

50.1 0.700 17.5

1889 49.5 93500 4628250 12750

90 540 0 0 0 364500

23228

34.2 210

134 210

32.4 120

2429

680

0.486 λ = 105

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)
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6.水圧照査(その1)

iii)二軸応力状態の照査

点Aにおける二軸応力

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σy = N/mm2 ：径方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm
2 ：せん断応力度

τa = N/mm2 ：許容応力度

-34.2

210

32.4

120

1.18 1.2

201.5

補強材

Skin PL

σy

σx

σy

σx
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6.水圧照査(その1)

2)浮力体-底板

浮力体底面が、基本水準面から m の水深に位置しているとする。

このとき、鋼板が受ける流体力は、 静水圧:P1= kN/m2

i)四辺固定板の照査

ａ

ｂ

ｔ

Mx

My

Mx

My

Mx

My

Mx

My

σx OK

σy OK

σx OK

σy OK

OK

10.8

109

作用圧力(kN/m2) 109

パネル形状 (mm)
680

3000 1179

縦横比 ｂ／ａ

1179 パネル板厚 (mm) 12

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0392

Ａ点 168

Ｂ点 120

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

1.96

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

-0.0799

Ｂ点 -0.0571

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
1.975

558.8

0.917

Ａ点 -4.03

Ｂ点 -2.88

82.3

38.2

1.7

680

0.0182

Ａ点

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
)

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点

220

A B

O

x

y
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6.水圧照査(その1)

ii)補強材(赤)の照査

単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 90 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 12

2 - Stf. PL × 6

ｅ = mm

W1 = mm3

W2 = mm
3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/W2= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

105

0

74.1 0.700 4.5

74.1 0.700 25.9

680

0.486 λ =

A(mm
2
)

48.0 120

109.0 0.680 74.1

6550667 394722

y(mm) Ay(mm
3
) Ay

2
(mm

4
) I(mm

4
)

2519 51.0 128444 6550667 30222

0 364500

3059 128444

-5395227

42.0 1550162

103344

25836

43.5 210

174 210

90 540 0

210
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6.水圧照査(その1)

iii)二軸応力状態の照査

点Aにおける二軸応力

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σy = N/mm
2 ：径方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

1.01 1.2

168

-43.5

210

48.0

120

補強材

Skin PL

σy

σx

σy

σx
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6.水圧照査(その1)

iv)斜板としての照査

斜板の外観図は、以下の通りである。

D1 mm

mm D2 mm mm

①円錐ｼｪﾙとしての照査

q･x･cosφ0

Nθ = = N/mm at x = mm

sin
2
φ0 = N/mm at x = mm

Nθ

→σθ = = ＜ N/mm
2 at x = mm … OK

t = ＜ N/mm2 at x = mm … OK

q･x cosφ0 h0
2

Ns = 1- = N/mm at x = mm

2 sin
2
φ0 x

2

Ns

→σs = = ＜ N/mm2 at x = mm … OK

t

ここで、q ： 静水圧(= N/m㎡)

cosφ0 =

sinφ0 =

h0 ： 円錐切欠き高さ(= mm)

t ： ｼｪﾙ厚(= mm)

3000

600

1220.6 558.8 1220.6

69.0 137

370 737

7.67 210 137

41.2 210 737

179 737

19.9 210 737

0.109

0.897

0.441

137

9
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6.水圧照査(その1)

②二軸応力状態の照査

σΘ
2 σΘ σL σL

2

- + = ≦ … OK

σa σa σa σa

σΘ = N/mm
2 ：周方向膜応力度 ※引張方向正

σL = N/mm
2 ：長さ方向膜応力度※引張方向正

σa = N/mm2

③座屈照査

r1 t 2.5

Pk = 2.4･E・ ･ = N/m㎡ ＞ q … OK

L' r1

ここで、Ｅ ： 弾性係数(= N/mm
2 
)

r1 ： 外周半径(= mm)

r2 ： 内周半径(= mm)

L' ： 円錐辺長(= mm)

0.029 1.2

-41.2

-19.9

210

1.20

200000

1500

279.4

1671

底板Skin PLσΘ

σL

σL

σΘ
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6.水圧照査(その1)

kN/㎡

φ0= 26 deg

D1=

d1

q= kN/㎡

h0= L'=

D2=

137 1671

558.8

3000

109.0

3000

737 600

109.0

静水圧

NΘ

x

NΘ

Ns

Ns
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6.水圧照査(その1)

3)浮力体-側板

側板の強度は静水圧,潮流力,波力の合成作用力に対して確保するものとする。

i)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m3 ：海水の密度

g = m/s
2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V
2

2

= kN/m2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec

m/sec

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

7
2
8
7

98.4 75.7

9
5
8
7

2
3
0
0

98.4

7
2
8
7

73.6 7.3 73.6

9
5
8
796.8 9.587

53
001.52 5.300

23
00

1.0

1.03

23
00

1.03

9.81

9.587 96.8

30
00

2.12 3.0 2.12

0.969 3.0

0.693 5.3

0.255 3.0

l/a= 1.167 1.52

2.03

1.72

0.253 5.3

0.804 3.0

0.770 5.3

浮
力

浮
力

体
浮

力
体
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6.水圧照査(その1)

ii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

0.0984

1500

p・r

16.4 210

1500

9

t

p・r

8.20 210

2・t

0.0984

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ
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6.水圧照査(その1)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= [(π/α)
2 － 1] ＝ N/mm

2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
) (iii)②にて後述)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

α:隔壁配置角(= π/ 4 = deg)

L: 補強材配置間隔(= mm) (iii)①にて後述)

98.4

E・I

3.42

L・r
3 3423

200000

2E+06

1500

45

575

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その1)

iii)変形後の強度照査

漂流物の衝突等、想定外の荷重によって側板の円筒形状が巨視的に崩れた場合

(上記ii)の各式が適用できなくなった場合)について、検討する。

①側板パネルの照査

ｱｰﾁ形状が崩れた箇所の側板を平板と見做し、

隔壁と補強材で支持された四辺固定板モデルとして照査する。

補強材は高さ方向に 4 列配置する。

a

b

t

ML

補強材: Mθ

4 列 ML

Mθ

ML

Mθ

ML

Mθ

σL OK

σθ OK

σL OK

σθ OK

OK

98.4

パネル形状 (mm)
575

2300 288 590

作用圧力(kN/m2)

ﾓｰﾒﾝﾄ
係数β

Ｏ点
0.0231

0.0231

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 -0.0513

1179 縦横比 b/a 1

575 パネル板厚 (mm) 9

288

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.75

0.75

Ａ点 -1.67

Ｂ点 -1.67

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度 τ(N/mm
2
) 2.15

発生応力度σ

（N/mm
2
)

Ｏ点
55.6

55.6

Ａ点 124

Ｂ点 124

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

四辺固

定

パネル

…

………

B

A
O

x

y

b

a

●

A

B ●

My

0

X(:=L)

Y(:=θ)

Mx
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6.水圧照査(その1)

②補強材(青)の照査

側板が受ける水圧pに対し、補強材と側板(有効幅λ)が成すﾌﾚｰﾑによって、

浮力体が変形後の形状を維持できることを確認する。

補強材のｱｰﾁ形状が崩れている状態を想定する。

◆ﾌﾚｰﾑについて、単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
/8 = kN.m

最大せん断力

S= × /2 = kN

リブサイズ

L- 100 x 50 x 9 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Web. PL × 9

3 - Stf. PL × 9

ｅ= mm

W1= mm
3

W3= mm3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/W1= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ3= M/W3= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

56.6 1.179 9.8

56.6 1.179 33.4

98.4 0.575 56.6

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

353 3173 50.0 158630 7931520 21415

576

0.244 λ = 176

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

50 450 -50.0 -22500 1125000 3038

91 819 0 0 0 565178

30.6 5487207

229590

64480

42.7 210

4442 136130 9056520 589631

-4158944

152 210

40.8 120
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6.水圧照査(その1)

◆ｼｪﾙ構造としてのﾌﾚｰﾑの照査

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

ここで

πrL: 半径r高さLの円柱が変形した時の投影面積の最大値

n: 補強材の本数

◆ｼｪﾙ応力に対する座屈照査

補強材方向

σθ= ＜ [N/mm2] … OK

座屈応力

σa= /( +( βL/k )2 )

= [N/mm2] β:端末条件

細長比 L:長さ [m]

βL/k= ＜ k:断面2次半径 [mm]

n・2A

33.4 102.9

1.2E+06 6700

102.9

p・πrL

33.4 210

92 35.1

2.1

1.179

70.4
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6.水圧照査(その1)

◆パネル応力、はり応力、ｼｪﾙ応力の合成

σθ= + ＝ ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σL = - ＝ ＜ N/mm2 (引張) … OK

◆A点(はりの中央)における二軸応力状態

σ↑
2 σ↑ σL σL

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σθ = N/mm2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σL = N/mm
2 ：長さ方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm2 ：許容応力度

τ = N/mm
2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

21042.7

115 210

0.81 1.2

-76.1

124

210

40.8

120

124 8.20

33.4 76.1

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その1)

③補強材(赤)の照査

◆単純支持はりモデルとして

はりにかかる均等荷重

q= × ＝ kN/m

最大ﾓｰﾒﾝﾄ

M= × 2
／8= kN.m

最大せん断力

S= × ／2= kN

リブサイズ

FB 75 x 6 〔SS400〕

フランジの有効幅

2b = mm

b/l = → mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. PL × 6

ｅ= mm

W1= mm3

W2= mm
3

発生応力度(はり中央)

σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm
2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

58.0 0.575 16.7

590

0.513 λ = 86

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

98.4 0.590 58.0

58.0 0.575 2.40

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

173 1553 42.0 65211 2738842 10480

75 450 0 0 0 210938

2003 65211 2738842 221418

-2128317

32.6 831943

59852

16186

40.1 210

148 210

37.1 120
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6.水圧照査(その1)

◆パネル応力、はり応力、ｼｪﾙ応力の合成

σθ= - ＝ ＜ N/mm
2 (引張) … OK

σL = + ＝ ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

◆B点(はりの中央)における二軸応力状態

σ↑
2 σ↑ σL σL

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σθ = N/mm2 ：周方向応力度 ※引張方向正

σL = N/mm2 ：長さ方向応力度 ※引張方向正

σa = N/mm
2 ：許容応力度

τ = N/mm2 ：せん断応力度

τa = N/mm
2 ：許容応力度

124 16.4 107 210

40.1 8.20 48.3 210

0.63 1.2

124

-48

210

37.1

120

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その1)

4)浮力体-隔壁

外板の亀裂から浮力体内に浸水した状態を想定する。

浸水時においては、静水圧 kN/m2 が内部隔壁に作用するものとする。

浮力体は常に水面下にあることから、浸水区画は満水であるとして検討する。

i)水圧分布

fw = ρ0･g･z kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

= kN/㎡ at z = m

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

g = m/s
2 ：重力加速度 kN/㎡

mm

kN/m2

パネルB1 mm

kN/m2

パネルA1 mm

kN/m2 補強材:

… … 3 列 …

kN/m2

パネルAn mm

kN/m2

パネルB2

mm

kN/m2

mm

1
0
7
8
7

1.03

9.81 109.0

109.0

73.6

73.6 7.29

7
2
8
7

109.0 10.79

606

3
5
0
0

575

102.9

600

109.0

0

73.6

600

79.7

575

85.5

97.1

補強リブ

パネルB1 パネルAn

隔
壁

浸
水
区
画
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6.水圧照査(その1)

mm

kN/㎡ kN/㎡

mm

kN/㎡

kN/㎡

606

102.9

60
0

102.9

109.0

0.0

6.1

606
6
0
0

5
7
5

73.6

79.7

97.10.0

6.1

0.0

5.8

73.6

73.6

97.1

97.1

102.9

102.9

606

73.6

73.6

0

35.4

73.6

109.0

四辺固定板

0 Y

X

My

0

X

Y

Mx

四辺固定板

0 Y

X

パネルB1 パネルAn

四辺固定板

0 X

Y

パネルB2 全体パネル

+＝

+= +=

+=
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6.水圧照査(その1)

ii)パネル照査

[a]全体パネル

全体パネル外縁線に加わるせん断荷重は

S=( p1 ＋ p2 )/2× A

= [kN]

せん断応力

τ= S/(L×t)= ＜ [N/mm2] … OK

ここで

外縁の線長 L=

隔壁の板厚 t=

(簡単のため、パネルは長方形と見做した)

[b]パネルA1～An

水密隔壁を四辺固定板にモデル化して強度照査する。

四辺固定板に水圧分布qが作用した場合の曲げﾓｰﾒﾝﾄは

M=β・q・a2

ここで、βは以下の通り。

387.2

1204.57

9424

9

B

A
O

x

y

b

a

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

※下表では、短辺方向をx軸とする
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6.水圧照査(その1)

◆パネルB1

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

[kN/mm2] 73.6

パネル形状 (mm)
600

パネル形状 (mm)
600

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 6.1 等分布荷重

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.0 縦横比 ｂ／ａ 1.0

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.0115 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.359

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.359

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.040

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.612

0.025 0.612

Ａ点 -0.101

Ａ点 100.7

Ｂ点 5 Ｂ点 100.7

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
3.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
45.3

1.9 45.3

Ａ点 7.5

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.3

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
48

47

Ａ点 108

Ｂ点 105
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6.水圧照査(その1)

◆パネルAn

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

パネル形状 (mm)
575

パネル形状 (mm)
575

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 5.8 等分布荷重 [kN/mm2] 97.1

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.1 縦横比 ｂ／ａ 1.1

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.01150 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.647

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.647

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.035

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.742

0.022 0.742

Ａ点 -0.089

Ａ点 122.0

Ｂ点 4 Ｂ点 122.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
2.6

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
54.9

1.6 54.9

Ａ点 6.6

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.6

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
58

57

Ａ点 129

Ｂ点 126
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6.水圧照査(その1)

◆パネルB2

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする ※下表では、短辺方向をx軸とする

0～

ａ ａ

ｂ ｂ

ｔ ｔ

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

Mx Mx

My My

σx σx

σy σy

σx σx

σy σy

※下表では、変分布荷重方向をx軸とする

σ … OK

σ … OK

σ … OK

σ … OK

… OK

パネル形状 (mm)
600

パネル形状 (mm)
600

606 606

等変分布荷重 [kN/mm2] 6.1 等分布荷重 [kN/mm2] 102.9

パネル板厚 (mm) 9 パネル板厚 (mm) 9

縦横比 ｂ／ａ 1.0 縦横比 ｂ／ａ 1.0

Ａ点 -0.0513

Ｂ点 0 Ｂ点 -0.0513

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0184

ﾓｰﾒﾝﾄ係数β

Ｏ点
0.0231

0.01150 0.0231

Ａ点 -0.0462

Ａ点 -1.900

Ｂ点 0 Ｂ点 -1.900

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.040

曲げﾓｰﾒﾝﾄＭ
（kN.m/m)

Ｏ点
0.856

0.025 0.856

Ａ点 -0.101

Ａ点 140.8

Ｂ点 5 Ｂ点 140.8

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
3.0

発生垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
63.4

1.9 63.4

Ａ点 7.5

許容応力度 σa(N/mm
2
) 210

発生せん断応力度τ(N/mm2) 1.8

許容応力度 τa(N/mm
2
) 120

合成荷重

合成垂直応力度

σ（N/mm2)

Ｏ点
66

65

Ａ点 148

Ｂ点 145
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6.水圧照査(その1)

iii)補強リブ強度(青)

単純支持梁として照査する。

なお補強リブは隔壁の両面に取り付けるが、曲げの引張(浸水区画の外)側の

リブのみ有効であるとして照査する。

λ2= λ1=

L= mm

9

9

作用荷重 q1= × = kN/m

設計断面力 M= × 2/8= kN.m

S= × /2= kN.m

リブサイズ FB 125 x 9 〔SS400〕

フランジの片側有効幅

mm

→ mm

mm

→ mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. FB × 9

ｅ= mm

W1= mm
3

W2= mm3

発生応力度 σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

1.212 35.9

1212 180 180

125

102.9 0.575 59.2

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

360 3237 67.0 216903 14532526

2b2= 575

b2/l= 0.24 λ2 = 180

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

0 0 1464844

175 210

31.9 120

50

105275

62109

103 210

5234456

4362 216903 14532526 1486696

-10784767

21852

125 1125 0

2b1= 575

b1/l= 0.24 λ1 = 180

59.2 1.212 10.86

59.2

側壁

鋼管
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6.水圧照査(その1)

iv)二軸応力度の照査

はりの中央において

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σy = N/mm2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm
2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm2

210

31.9

120

1.16 1.2

148.2

-103.2

補強材
Skin PL

σy

σx

σx

σy
側
板

↑

浮
体
中
央

↑
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6.水圧照査(その1)

iv)補強リブ強度(赤)

①単純支持梁として

なお補強リブは隔壁の両面に取り付けるが、曲げの引張(浸水区画の外)側の

リブのみ有効であるとして照査する。

λ2= λ1=

L= mm

9

6

作用荷重 q1= × = kN/m

設計断面力 M= × 2/8= kN.m

S= × /2= kN.m

リブサイズ FB 75 x 6 〔SS400〕

フランジの片側有効幅

mm

→ mm

mm

→ mm

断面定数

1 - Shl. PL × 9

2 - Stf. FB × 6

ｅ= mm

W1= mm
3

W2= mm3

発生応力度 σ1= M/WU= ＜ N/mm2 (圧縮) … OK

σ2= M/WL= ＜ N/mm2 (引張) … OK

τ= S/AS= ＜ N/mm2 … OK

90 90

75

102.9 0.606 62.4

0.600 18.7

2b1= 606

b1/l= 0.51 λ1 = 90

600

221873

-2236445

33 843107

25650

Ay
2
(mm

4
) I(mm

4
)

180 1620 42.0 68040 2857680 10935

75 450 0 0 0 210938

A(mm
2
) y(mm) Ay(mm

3
)

16489

109 210

170 210

41.6 120

2070 68040 2857680

2b2= 606

b2/l= 0.51 λ2 = 90

62.4 0.600 2.81

62.4

側壁

鋼管
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6.水圧照査(その1)

②二軸応力度の照査

はりの中央において

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σx = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σy = N/mm2 ：パネル応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm
2

τa = N/mm2

210

41.6

120

1.06

-109.4

126.0

1.2

補強材

Skin PL

σy

σx

σx

σy
側
板 ↑

浮
体
中
央

↑
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6.水圧照査(その2)

5)上部鋼管

上部鋼管は、円筒ｼｪﾙとしてモデル化する。

i)鋼管緒元

φD= [mm]

t= [mm]

I= [mm4] 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ

ii)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下[a][b]の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m
3 ：海水の密度

g = m/s2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

558.8

12.7

0 0

7.287

8E+08

75.7

0

3.8

7.287 73.6

73.6

1.03

9.81

3
0
0
0

72
87

75.7

上
部
鋼
管

上
部
鋼
管
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6.水圧照査(その2)

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V2

2

= kN/m
2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

3.80

2.12

3

5.37

2.12

1.0

1.03

3.80 0

l/a=

3

3
0
0
0

0.257 0

0.255 3

0.855 0

2.03 3

1.603 0

0.969 3

2.72 0

0.804

上
部
鋼
管
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6.水圧照査(その2)

iii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

0.0757

t

p・r

2・t

0.833 210

p・r

279.4

0.0757

279.4

12.7

1.67 210

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ

54 / 61 ページ



6.水圧照査(その2)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= ＝ N/mm
2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

75.7

3EI

r
3

279

2E+07

2E+10

200000

8E+08

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その2)

iv)二軸応力状態

①合成荷重

ii)-①および２．構造照査より

σθ= [N/mm2] (圧縮)

σL = + = ＜ [N/mm2] (圧縮) … OK

+ = ＜ [N/mm2] (引張) … OK

τ = [N/mm2]

②二軸応力状態の照査

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σL = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σθ = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm
2

1.67

58.3

1.2

120

0.833

1.29

21059.2

55.6 0.000 55.6 210

-59.2

-1.67

210

1.29

0.08

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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6.水圧照査(その2)

6)尾筒

尾筒は、円筒ｼｪﾙとしてモデル化する。

i)鋼管緒元

φD= [mm]

t= [mm]

I= [mm4] 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ

ii)作用荷重

右図より、大きい方

作用圧力:P= kN/㎡ kN/㎡

内訳は、以下[a][b]の通り。

kN/㎡

[a]静水圧

fw = ρ0･g･z

= kN/㎡ at z = m kN/㎡

= kN/㎡ at z = m

ρ0= t/m
3 ：海水の密度

g = m/s2 ：重力加速度

z = m ：水深 kN/㎡

558.8

16

1E+09

528 110

1.03

9.81

4
1
5
0
0

528

109 10.787 109

4
8
0
0
0

10
78
7

52
28
7

6
5
0
0

52.287 528

528 52.287

41
50
0

尾
筒

尾
筒
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6.水圧照査(その2)

[b]流体力

定常流中に置かれた浮体に作用する流体力fD

1

fD = CD ρ0 V2

2

= kN/m
2 at z = m kN/㎡

= kN/m
2 at z = m

CD = ：抗力係数

ρ0 = t/m
3 ：海水の密度

kN/㎡

流速総和V=VW+VT+VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

波粒子速度VW m/sec at z = m

m/sec at z = m

潮流速度VT m/sec at z = m

m/sec at z = m

吹送流速VB m/sec at z = m

m/sec at z = m

0.02 48

4
1
5
0
0

1.0

1.03

0.20 48

0.586 6.5

0.001 48

l/a= 74.3 0.02

1.59 6.5

0.034 48

0.253 6.5

0.162 48

0.752 6.5

4
8
0
0
0

6
5
0
0

1.30 6.5 1.30

尾
筒
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6.水圧照査(その2)

iii)円筒ｼｪﾙとしての照査

①外圧が作用する薄肉円筒構造の照査

p= N/mm2

r=

円周方向

σθ = = ＜ N/mm2 … OK

高さ方向

σL = = ＜ N/mm
2 … OK

ここで、p: 作用圧(= N/mm2)

r: ｼｪﾙ半径(= mm)

t: ｼｪﾙ厚(= mm)

(発生応力度が小さいため２軸応力の照査は省略する．)

9.22 210

t

p・r

4.61 210

0.5282

279.4

p・r

2・t

0.5282

279.4

16

σθ

σL+dσLσL

σθ+dσθ
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6.水圧照査(その2)

②ｱｰﾁの圧壊照査

荷重はi)より

P= kN/m2

圧壊強度は

Pr= ＝ N/mm
2

→ kN/m
2 ＞ P … OK

ここで、E: 弾性係数(= N/mm2 )

I: 断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ(= mm
4 
)

r: ｱｰﾁ半径 (= mm)

528

3EI

3E+07

r
3 3E+10

200000

1E+09

279

船舶工学便覧（日本造船学会編）8.1.7.2 p.449
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6.水圧照査(その2)

iv)二軸応力状態

①合成荷重

ii)-①および２．構造照査より

σθ= [N/mm2] (圧縮)

σL = + = ＜ [N/mm2] (圧縮) … OK

= ＜ [N/mm2] (引張) … OK

τ = [N/mm2]

②二軸応力状態の照査

σx
2 σx σy σy

2 τ 2

- + + = ≦ … OK

σa σa σa σa τa

σL = N/mm
2 ：パネル応力度 ※引張正

σθ = N/mm
2 ：補強リブ応力度 ※引張正

σa = N/mm2

τ = N/mm2 ：デッキせん断応力度

τa = N/mm
2

4.6151.4 56.0 210

9.22

54.5

55

-9.22

210

0.4

120

0.36

0.08 1.2

210

補強材

Skin PL

σθ

σL

σL

σθ
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添付資料 e  

解析報告書（鋼製） 

 

  



1 
 

海底地盤変動観測装置を対象とした各種解析結果に関する報告書 Ver.2 

 

1. はじめに 
 “姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務”の一環で，1) 観測装置の固

有周期と水平方向の外力に対するたわみ量の算定，2) CFD 解析による観測装置の振動周期

の算定と浮体形状の変更による外力の低減化の検証，3) 観測装置の最頂部の潮流応答と波

浪応答の評価，を実施したので，これらについて本報で報告する．ただし，1) と 3) の解析

を行うにあたり，櫓の材質を鋼製としていることに留意されたい． 

 

2. たわみの評価と固有周期の算定 
 

2.1.解析目的 

 観測装置に作用する力として，主に波力，風圧力，潮流力の 3 つが挙げられ，これらの力

を受けて観測装置は振動すると思われる．作用する波の周期と観測装置の固有周期が一致

すると，共振するため，観測装置は究極的には破損，破壊する恐れが高い．このため，設計

上，これを回避する必要がある．よって，本章では，まず観測装置を弾性体とみなし，固有

値解析を行うことで，固有周期の算定を行い，設計波周期から乖離していることを確認する．

それに加えて，設計条件から算定される波力，風圧力，潮流力を横方向に作用させた際のた

わみ量も併せて報告する． 

 

2.2.解析条件 

 解析には有限要法素解析ソフトウェア”ABAQUS6.14－3”を使用する．Fig. 1 に示すよう

に，観測装置のピラー，浮体，ユニバーサルジョイントを解析モデルにおいて表現しており，

浮体内部に関しては仕切り板や鋼管も併せてモデル化している．櫓は，厳密に形状をモデル

化することが困難であるため，ここでは集中質点要素として表現しており，櫓の重量を与え

ている．  
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Fig. 1 解析モデル． 

 

 

 

 

 

 

 

浮力体は鋼管と浮力体

外殻，内部の仕切りの

みモデル化 
上部鋼管のフランジと

櫓の集中質量要素を 

全自由度剛結 

喫水線 

浮力体 

水深 3m~6.5m 

ユニバーサルジョイント 
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 Table 1 に材料物性を示す．ヤング率は鋼材の値を用いており，軸方向とそれに直交する

方向のひずみの比を表すポアソン比として 0.3 を用いている．先述の通り，櫓は質点要素に

より表現しており，その他のパーツはシェル要素を用いて表現している．なお，固有値解析

においては，水中部のパーツに付加質量を考慮している． 

 

Table 1 材料物性．  

パーツ 要素種類 
ヤング率 

[MPa] 
ポアソン比 

設備質量 

[ton] 

付加質量 

[ton] 

櫓 質量要素   3.939  

上部鋼管 

（喫水上） 

シェル要素 

（t 12.7） 
206 000 0.3 1.909  

上部鋼管 

（水中） 

シェル要素 

（t 12.7） 
206 000 0.3 0.700 0.757 8 

浮力体 

外殻 
シェル要素 

（t 9，t 12） 
206 000 0.3 

6.512 20.30 仕切り 
シェル要素 

（t 9） 
206 000 0.3 

鋼管 
シェル要素 

（t 9） 
206 000 0.3 

下部鋼管 
シェル要素 

（t 16） 
206 000 0.3 11.557 10.99 

フランジ 
シェル要素 

（t 38） 
206 000 0.3   

合計    24.617 32.050 

 

 

Fig. 2 に固有値解析の境界条件，Fig. 3 に変位解析の境界条件をそれぞれ示す．いずれの

解析においても，観測装置の自重とそれに作用する静水圧を考慮しており，アンカーとの接

続点は完全固定としているが，その直上はユニバーサルジョイントによる接続を模擬して

いる．また変位解析においては，Fig. 3 の X 軸方向に設計条件から算定される波力，風圧力，

潮流力を作用させる． 

 

 

 

 

 



4 
 

 
Fig. 2 固有値解析の境界条件． 

 

 

 

 

 

 

 

静水圧 

水深 50m 

海底での大きさ：0.505MPa 

自重（設備重量のみ） 

完全固定 

ユニバーサルジョイント

考慮 
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Fig. 3 変位解析の境界条件． 

 

 

 

 

 

 

 

 

静水圧 

水深 50m 

海底での大きさ：0.505MPa 

自重（設備重量のみ） 

完全固定 

ユニバーサルジョイント

考慮 

流体力 

X 方向に作用 
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2.3.解析結果 

 Table 2 と Fig. 4 に固有値解析において求められた，固有振動数(固有周期)と固有振動モー

ドを示す．Table 2 より，いずれの振動モードにおいても，設計波周期 4.9 sec から乖離して

いることが分かり，共振は発生しないと考えられる． 

 

Table 2 固有振動数． 

振動モード 1 次 2 次 3 次 4 次 

固有振動数[Hz] 0.0656 0.4465 1.0096 2.4840 

固有周期[sec] 15.244 2.240 0.990 0.403 

 

    
1 次(0.0656Hz) 2 次(0.4465Hz) 3 次(1.0096Hz) 4 次(2.4840Hz) 

Fig. 4 固有振動モード． 
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 Fig. 5 に変位解析により得られた観測装置の変位分布図を示す．X 方向変位は観測装置の

頂部で最大 17,638 mm (17.638 m)であり，このときの観測装置の傾斜角は約 19.4°となった．

このとき鉛直下向きへの変位は 3015 mm (3.015 m)であるため，設計条件の波振幅 1.25 m を

考慮すると，Fig. 6 より櫓底部から水面までの最短距離は 5.735 m である．このことから，

櫓は海水中に水没しないと考えられる． 

 

 

Fig. 5 変位分布． 

 

 
Fig. 6 水面から櫓底部までの距離． 

 

 

 

 

17 638 mm 

19.4

 

10 m

3.015 m

1.25 m

5.735 m
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3. 観測装置の振動周期の算定と浮体形状の変更による外力の低減化の検証 

 

3.1.解析目的 

 観測装置に定常流を作用させた際，浮体から生じる渦の発生周期を CFD 解析により把握

し，当該周期と観測装置の固有周期が一致しないことを確認する．また，浮体形状の変更に

よる外力の低減化の検証も併せて行う． 

  

3.2.解析条件 

 解析では，熱流体汎用解析ソフト”Ansys Fluent”(アンシス・ジャパン(株)製)を用い，3 次

元ナビエ・ストークス方程式と連続の式を解く．Table 3 に解析条件を示す．時間刻み幅を

0.2 sec とし，300 sec に達するまで解析を行う．流速には，潮流速と吹送流速の和を用いる． 

Fig. 7～Fig. 9 には，それぞれ解析領域と解析用メッシュ，観測装置に作用する力の定義，観

測装置の解析モデルを示す．x 軸方向に 60 m，y 軸方向に 40 m，z 軸方向に 11.5 m の解析領

域を作成し，解析領域に観測装置を固定させ，x 軸の正の方向に流れを与える．観測装置に

作用する力として， x 軸方向と y 軸方向に対し，Fx と Fy(以下，それぞれの力を抗力と揚力

と呼称)を定義し，これらの合力を F とする．また Fig. 9 に示すように，観測装置の解析モ

デルとして，Type A と Type B と称したものを用いる．Type A は基本設計時の浮体の形状

を再現しており，Type B は外力の低減化を目的に，Type A の浮体の上面と下面にテーパー

を付けた形状となっている． 

 

Table 3 解析条件． 

項目 単位 数値 

時間刻み幅 sec 0.2  

解析時間 sec 300 

流速 m/sec 1.12 
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Fig. 7 解析領域と解析用メッシュ．  

 

 

 

 

5 m
3.5 m
3 m

20 m

50 m

20 m

10 m

ｘ

ｚ

ｘ

y

3 m



10 
 

 
Fig. 8 観測装置に作用する力の定義 

 

 
(a) Type A 

 

(b) Type B 

Fig. 9 観測装置の解析モデル 
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3.3.解析結果 

 Fig. 10 に流れを与えたときの Type A に作用する力の時系列を示す．図より，抗力の変動

が少なく，約 5000 N 付近を推移している．一方で，揚力は，図中に示すように，6.07 秒の

周期で変動していることが分かる．  

 

Fig. 10 TypeA に作用する力の時系列． 

  

 Type A 周辺の詳細な流場を観察するため，Fig. 11 と Fig. 12 に，それぞれ A-B 断面におけ

る速度コンター図と速度ベクトル図，xz 断面における速度ベクトル図を示す．Fig. 11 から

観測装置の後方に渦の発生は確認できないが，コンター図より速度が周期的に変化してい

ることが分かる．また Fig. 12 より，観測装置の後方の遇角部付近において，剥離した流れ

が小さく巻き上がっているようであり，これらの 2 つの現象が揚力の周期的な変化の原因

と考えられる．しかしながら，2 章より 1 次～4 次の振動モードに対する観測装置の固有周

期は，それぞれ 15.244 sec，2.240 sec，0.990 sec，0.403 sec であり，振動周期と一致しないた

め，共振現象は発生しないと言える． 

 

周期：6.07秒 周期：6.07秒
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Fig. 11 A-B 断面における速度コンター図と速度ベクトル図． 

 

 
Fig. 12 Type A の xz 断面における速度ベクトル図． 
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Fig. 13 に Type A と Type B に作用する合力の時系列の比較図を示す．Type A では合力が

約 5500 N を推移しているのに対して，Type B では約 4000 N を推移しているため，実海域

での供用時においても Type B に作用する外力は，Type A よりも小さくなると推測される．

更に，Type B の周辺の詳細な流場を観察するため，Fig. 14 に xz 断面における速度ベクトル

図を示す．Fig. 12 で示した Type A の速度ベクトルの巻き上がりは確認されず，浮体のテー

パーに沿った流れを呈していることが分かる． 

以上より，浮体の上面と下面にテーパーを付けることで，Type A で確認されたような流

れの巻き上がりが解消され，外力の低減化を図ることができると考えられるため，今回の詳

細設計においては，Type B の形状を採用する． 

 
Fig. 13 Type A と Type B に作用する合力の時系列． 

 

 

Fig. 14 Type B の xz 断面における速度ベクトル図． 
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4. 上部構造最頂部の波浪応答特性と潮流応答特性の把握 
 

4.1 解析目的 

 海底地殻変動観測装置は，波浪や潮流の影響を常時受けるが，観測精度の観点から GPS

アンテナ設置位置(観測装置の最頂部)の動揺を抑えることが求められる．動揺を抑える係留

方式として，緊張係留方式 1) が挙げられる．これは，観測装置の浮体を完全に没水させるこ

とで余剰浮力を生じさせる係留方式であり，観測装置の動揺を大幅に抑制することが可能

となる．ただし，どの程度の動揺抑制効果を有するかを事前に数値解析を通じて検証する必

要がある．本章では，観測装置の波浪応答特性と潮流応答特性を把握することを目的に，浮

体運動解析ソフト”Orcaflex”による解析を実施したため，これらの解析結果について報告す

る． 

 

4.2 解析条件 

 解析を行うにあたり，Fig. 15 に示すように，静水時における観測装置の水線面の中心に

原点 o をとる．Table 4 には水深，観測装置の重心位置，潮流速度を示す．x 軸の正の方向に

潮流応答解析では潮流を，波浪応答解析では規則波を与える．  

 
Fig. 15 座標系． 

 

Table 4 水深，重心位置，潮流速度 

項目 単位 数値 

水深 m 50.0 

重心 (x, y, z) m (0, 0, -13.4) 

潮流速度 m/sec 0.26 

 

 

x

z

o x

y

o

波もしくは
潮流

連結器

アンカー
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Table 5 にブイの波浪応答解析にて発生させる入射波の波周期 sT 及び限界波高 sH を，式(1)

に限界波高 sH とゼロアップクロス周期 zT の関係式を，式(2)にゼロアップクロス周期 zT と波

周期 sT の関係式を示す 2)，3) ．ただし，式(1)から算定される限界波高 sH が，仕様書 4) に記載

されている有義波高よりも大きい場合は，有義波高を限界波高としていることに留意され

たい．  

 

Table 5 入射波条件． 

 
 

 

 

( )
( )
( )

2

2 3

2

0.156 6 s

0.206 0.0086 6 s 12

0.104 12 s

z z

s z z z

z z

T for T

H T T for T s

T for T

 ≤
= − < <


≥

 (1) 

 1.087z sT T=  (2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 15.0 2.50

10 12.0 2.50

9 10.0 2.50

8 9.0 2.50

7 8.0 2.50

6 7.0 2.50

5 6.0 2.50

4 4.9 2.50

3 4.0 2.11

2 3.0 1.19

1 2.0 0.53

Case 波周期Ts[sec] 波高Hs[m]
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4.3 解析結果 – 潮流応答解析結果 – 

 4.1 節で述べたように，観測施設は緊張係留方式で位置保持されており，連結器(ユニバー

サルジョイント)を回転中心とした振り子運動を呈する．Fig. 16 に潮流応答解析により得ら

れた潮流速度と観測装置の最頂部の振り子運動変位に関する時系列を示す．後者の時系列

については，それぞれ水平方向と鉛直方向の変位(以下，X，Z と呼称)，回転角度 (以下，θ

と呼称)の時系列を整理している．なお，水平方向と鉛直方向の正の向きは，それぞれ Fig. 

15 の x 軸と z 軸の正の向きに従うものとし，回転角度は時計回りを正としている．時間的

に変化しない潮流を与えているため，計算開始から計算終了に至るまで，潮流速度と観測装

置の運動変位は一定値を示している．これらの運動変位の時系列に対する平均値を Table 6

に示す．Table 6 より，潮流の作用下においても，変位が小さいことが分かる． 

 

 

Fig. 16 潮流速度と観測装置の最頂部の振り子運動変位に関する系列． 

 

Table 6 観測装置の最頂部の振り子運動変位に対する平均値 
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4.4 解析結果 – 波浪応答解析結果 – 

 Table 5 に示した Case のうち，Fig. 17 に Case 4 の入射波と観測装置の最頂部の振り子運

動変位に関する時系列を示す．4.3 節と同様に，後者の時系列については，それぞれ X，Z，

θの時系列を整理している．各 Case から得られた，時系列から振り子運動の水平・鉛直・

回転方向の運動両振幅を算出し，それぞれ Xdamp，Zdamp，θdamp，とする．次に，水平・鉛直

方向については波高 Hs で，回転方向については波傾斜 kHs(k は波数)で無次元化を施す．そ

して横軸に波周期，縦軸に無次元化した運動両振幅をとり，このグラフを周波数応答関数と

して Fig. 18 に，これらの数値データを Table 7 に示す．Fig. 18 と Table 7 より，Xdamp/Hsと

θdamp /kHs は，波周期が長くなるにつれて，応答が大きくなっているが，一方で Zdamp/Hs は

波周期に依らず，応答が小さいことが分かる．例えば，設計波条件に相当する Case 4 の無

次元運動両振幅，すなわち Xdamp/Hs，Zdamp/Hs，θdamp /kHs に有次元化を施すと，それぞれ 1.64 

m，0.01 m，1.50°となり，これらの値からも応答が小さく，運動変位が抑制されているこ

とが確認できる． 

 
Fig. 17 入射波と観測装置の最頂部の運動変位に関する時系列(Case 4)． 
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Fig. 18 観測装置の波浪中の周波数応答関数． 
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Table 7 周波数応答関数の数値データ． 

 
 

5. おわりに 
“姶良カルデラにおける海底地盤変動観測装置詳細設計業務”の一環で，1) 観測装置の固

有周期と水平方向の外力に対するたわみ量の算定，2) CFD 解析による観測装置の振動周期

の算定と浮体形状の変更による外力の低減化の検証，3) 観測装置の最頂部の潮流応答と波

浪応答の評価，を実施した．以下に得られた結果を整理する． 

 観測装置を対象に，固有値解析を実施した結果，観測装置の固有周期は設計波周期 4.9 

sec から乖離しているため，共振は発生しないと思われる．また観測装置に水平方向の

外力を作用させたとき，観測装置の水平方向と鉛直方向のたわみ量と傾斜角度は，それ

ぞれ 17.638 m，3.015 m，約 19.4°であった．このとき，櫓底部から水面までの最短距

離は 5.735 m であることから，櫓は海水中に水没しないことが判明した．  

 潮流速度と吹送流の和に相当する定常流を観測装置に作用させた結果，浮体の上面と

下面に対してテーパーを付けることにより，観測装置に作用する外力が低下すること

が判明した．  

 観測装置の最頂部における潮流応答特性と波浪応答特性を数値解析により評価した結

果，いずれの解析結果においても運動変位は小さく，特に上下方向の変位についてはほ

とんど変位しないことが判明した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

H s  [m] T s  [sec] X damp  / H s [-] Z damp  / H s [-] θ damp  / kH s [-]
Case1 0.53 2.00 0.03 0.00 0.00
Case2 1.19 3.00 0.19 0.00 0.01
Case3 2.11 4.00 0.44 0.00 0.03
Case4 2.50 4.90 0.66 0.00 0.06
Case5 2.50 6.00 0.88 0.00 0.12
Case6 2.50 7.00 1.03 0.01 0.20
Case7 2.50 8.00 1.17 0.01 0.30
Case8 2.50 9.00 1.30 0.01 0.42
Case9 2.50 10.00 1.44 0.01 0.57
Case10 2.50 12.00 1.72 0.01 0.98
Case11 2.50 15.00 2.25 0.03 2.00
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